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午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第42号 平成24年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○議案第43号 平成24年度宮崎県開発事業特別

資金特別会計補正予算(第１号)

○議案第44号 平成24年度宮崎県公債管理特別

会計補正予算（第１号）

○議案第53号 職員の退職手当に関する条例等

の一部を改正する条例

○議案第60号 平成24年度宮崎県一般会計補正

予算（第５号）

○議案第61号 宮崎県副知事の定数を定める条

例の一部を改正する条例

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・県民の暮らしと経済・雇用を支える当面の対

応方針

・平成24年度「路線バス検証会議」のとりまと

めについて

・宮崎県ＩＣＴ業務継続計画（全体方針編）の

策定について

・宮崎県ＴＰＰ協定対策本部第１回会議につい

て

・今後の地域行政のあり方に関する調査結果 概（

要）

・オスプレイについて

出席委員（７人）

委 員 長 黒 木 正 一

副 委 員 長 渡 辺 創
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総 務 部 次 長
茂 雄 二

（財務・市町村担当）

危 機 管 理 局 次 長
大 坪 篤 史

兼 危 機 管 理 課 長

部参事兼総務課長 柳 田 俊 治

人 事 課 長 武 田 宗 仁

行 政 経 営 課 長 片 寄 元 道

財 政 課 長 福 田 直

税 務 課 長 吉 本 佳 玄

鈴 木 一 郎部参事兼市町村課長

花 坂 政 文総務事務センター課長

消 防 保 安 課 長 厚 山 善 光

会計管理局

会 計 管 理 者 豊 島 美 敏

会 計 管 理 局 次 長 吉 田 正 彦

会 計 課 長 山 口 博 久

人事委員会事務局

事 務 局 長 内枦保 博 秋

総 務 課 長 川 越 道 郎

職 員 課 長 渡 邊 浩 司

監査事務局

事 務 局 長 緒 方 哲

監 査 第 一 課 長 甲 斐 丈 勝

監 査 第 二 課 長 児 玉 久美子

議会事務局

事 務 局 長 田 原 新 一

事 務 局 次 長 小八重 英

総 務 課 長 山之内 稔

議 事 課 長 福 嶋 幸 徳

政 策 調 査 課 長 佐 野 詔 藏

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 任 主 事 川 崎 一 臣

おはようございます。ただいま○黒木委員長

から総務政策常任委員会を開会いたします。

なお、外山委員は、きょう知事と上京してお

りますので、欠席しております。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。日程案につきましては、お手元に配付のと

おりでありますが、御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議がありませんので、その○黒木委員長

ようにさせていただきます。

次に、議案第53号「職員の退職手当に関する

条例等の一部を改正する条例」に対する人事委

員会の意見についてであります。

。お手元に配付してある資料をごらんください

これは地方公務員法第５条第２項の規定に基づ

き、議会は人事委員会の意見を聞くこととなっ

ており、その回答でありますので、参考にお配

りしております。１枚であると思います。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時０分休憩

午前10時６分再開

皆さん、おはようございます。○黒木委員長

委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

おはようございます。総○稲用総合政策部長
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合政策部です。少し時間をとってきました。済

みません、申しわけありませんでした。よろし

くお願いをいたします。

それでは、御審議いただきます当部所管の議

案等につきまして、その概要を御説明いたしま

す。お手元にお配りします右肩に差しかえと書

いてある分をお願いしたいと思います。

総務政策常任委員会の補正ですが、３月５日

に開催しましたＴＰＰの協定対策本部の関係の

資料を追加しましたために差しかえさせていた

だきました。このページ１枚めくっていただき

、 。まして 目次をごらんいただきたいと思います

本日御審議いただく議案につきましては、１の

予算議案としまして、議案第42号「平成24年度

宮崎県一般会計補正予算（第４号 」及び議案第）

43号「平成24年度宮崎県開発事業特別資金特別

会計補正予算（第１号 」の２件のほか、国の緊）

急経済対策に対応する県の追加補正予算である

議案第60号であります。

資料の１ページをごらんください。今回お願

、いしております総合政策部の一般会計補正額は

一般会計の表の左から２番目の欄、補正額にあ

りますように、合計で５億3,621万6,000円の減

額であります。これは、国庫補助決定、執行残

等によるもので、この結果、補正後の総合政策

部の一般会計予算額は、一番右になりますが124

億5,860万8,000円となります。

また、宮崎県開発事業特別資金特別会計につ

きましては その下の表にありますとおり 1,011、 、

万9,000円の減額であります。これは、一般会計

への繰出額の確定などによるものであります。

この結果、補正後の当該特別会計予算額は、右

。端の欄のとおり１億2,506万5,000円となります

続きまして、３ページをごらんください。国

の緊急経済対策の実施に伴う補正であります。

総合政策部の一般会計補正額は 生活・協働・、

男女参画課の補正額の欄にありますよう

に、6,000万円の増額で、消費者行政活性化基金

。 、への積み立てを行うものであります その結果

補正後の額は計の右端にありますように合計125

億1,860万8,000円となります。

それぞれの議案の詳細につきましては、担当

課長より説明させますので、御審議をお願いし

たいと思います。

もう一度、目次のほうにお戻りいただきたい

と思います。その他の報告事項としまして４点

でございます。

県民の暮らしと経済・雇用を支える当面の対

応方針について、平成24年度「路線バス検証会

議」のとりまとめについて、宮崎県ＩＣＴ業務

継続計画の策定について、そして宮崎県ＴＰＰ

協定対策本部第１回会議についての４件の報告

事項でございます。

詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明をさせます。

私のほうから以上でございます。

それでは、総合政策課で○金子総合政策課長

ございます。当課の補正予算につきまして御説

明をさせていただきます。

お手元にございます「平成24年度２月補正歳

出予算説明資料 、これをお願いいたします。こ」

。 、れの９ページでございます それの一番上の欄

総合政策課でございますが、左から２番目、補

正額ですが、総額で5,002万円の減額補正をお願

いしております。

補正後の予算額は、右から３つ目の欄、９

億6,621万円であります。その内訳は、一般会計

が3,990万1,000円の減額、その下の特別会計

が1,011万9,000円の減額であります。

それでは、主な内容につきまして、11ページ
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をお願いいたします。中ほどの（事項）連絡調

整費については、553万7,000円の減額でありま

す。これは、説明欄３の部内の緊急的な備品購

入等に充てます調整事務費の執行残等によるも

のであります。

次に、一番下の（事項）地方分権促進費につ

いては、116万6,000円の減額であります。説明

欄１の県内分権型社会構築事業は、地方分権に

対応できる市町村の行政体制の強化、市町村間

連携の促進に向けて、広域連合の設置を支援す

るものでありますけども、該当例が生じなかっ

たことによる執行残でございます。

12ページであります。一番上 （事項）県外事、

務所費につきましては、637万8,000円の減額で

あります。これは、東京、大阪、福岡の各県外

事務所において、事務所の運営にかかる経費の

節減等による執行残であります。

次に、中ほどの（事項）県計画総合推進費に

ついて、1,294万6,000円の減額であります。説

明欄１にあります、総合計画の進行管理や戦略

的な施策展開に活用いたします総合計画策定・

戦略展開事業につきまして、調査の委託料、あ

るいは賃金等の執行残であります。

３の県民とともに築く明日のみやざきづくり

拠点整備事業によりまして、人や団体、地域を

結び協働の芽を育てます、みやざき県民協働活

動支援センターを、宮崎駅西口のＫＩＴＥＮビ

、 、ル内に開設いたしましたが 同ビルへの入居が

昨年の６月からとなったことによります管理運

営費や賃借料等の執行残であります。

４の東日本大震災復興活動支援事業は、現地

のニーズを踏まえた復興活動に取り組む民間団

体等を支援するものでありますが、現地視察経

費や選定審査委員会経費の執行残によるもので

あります。

次に （事項）地域科学技術振興費につきまし、

ては 172万2,000円の減額であります これは13、 。

ページの説明欄２の産学官連携による新たな産

業づくり事業におけます産学官ネットワーク委

員会の開催経費及び３の東九州地域医療産業研

究開発拠点づくり事業の事務費の執行残であり

ます。

次に （事項）エネルギー対策推進費でござい、

ます。これにつきましては、1,041万6,000円の

減額であります。説明欄１の宮崎発ソーラーエ

ネルギー実証モデル推進事業は、後ほど説明い

たします、開発事業特別資金を活用いたしまし

て、太陽光発電による新エネルギーの活用ある

いは太陽熱を利用した空調設備による省エネと

いったモデル的な取り組みを支援するものであ

ります。具体的には、昼間にエネルギー需要が

多く発生する冷凍冷蔵施設を持つカット野菜工

場や空調設備を備えた鶏舎等での展開を想定し

ておりました。

しかし、有利な国の公募事業がある場合は、

それを優先活用するとなっておりまして、民間

企業とともに応募しましたものの、残念ながら

不採択となりました。その後、当事業による２

分の１補助の活用を企業側に働きかけてまいり

ましたが、自己負担等の問題もありまして、実

。 、 、施までには至りませんでした そのため 今回

これを減額するものであります。

14ページをごらんください。開発事業特別資

金特別会計であります （事項）繰出金 中ほ。 ─

どでございますが 1,000万円の減額をお願い─

。 、 、しております これは 先ほど御説明しました

宮崎発ソーラーエネルギー実証モデル推進事業

の減額に伴い、事業の財源としておりました当

該資金について、一般会計への繰り出しを減額

するものであります。



- 5 -

平成25年３月７日(木)

当課分は以上であります。

秘書広報課の補正予算に○甲斐秘書広報課長

つきまして御説明申し上げます。

お手元の歳出予算説明資料の15ページをお願

いいたします。秘書広報課の補正予算は、2,074

万1,000円の減額をお願いいたしておりまして、

補正後の額は４億350万5,000円でございます。

主な内容について御説明いたします。

17ページをお願いいたします。中ほどの（事

項）秘書業務費でございます。222万円の減額を

お願いいたしておりますが、これは、事務費や

交際費などの執行残でございます。

次に、その下の（事項）広報活動費でござい

ます。1,210万8,000円の減額をお願いいたして

おりますが、これは、県広報紙の印刷経費や県

ホームページに係る委託費の入札残などによる

ものでございます。

秘書広報課は以上でございます。

それでは、統計調査課の○稲吉統計調査課長

補正予算について御説明いたします。

お手元の「平成24年度２月補正歳出予算説明

資料」の19ページを開きください。統計調査課

の補正予算は、左から２列目にあります5,873

万6,000円の減額補正をお願いしておりまして、

補正後の額は 右から３列目の３億1,861万9,000、

円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

１枚めくって21ページをお願いいたします。

上から５行目にあります （事項）職員費につい、

ては、3,787万7,000円の減額補正をお願いして

おります。これは、職員の定数が前年度の30名

から28名へ２名減となったこと及び職員３名の

育児休業取得などによるものです。

次に、一番下の欄の（事項）教育統計調査費

でありますが、35万3,000円の増額補正をお願い

しております。これは、国の交付決定に伴うも

のであります。内容としましては、主に職員手

当の増額となっております。

次に、１枚めくっていただきまして、22ペー

ジになりますが、上から２番目の（事項）委託

統計諸費でありますが、141万1,000円の増額補

正をお願いしております。これは、国の専任職

員として承認されている職員３名が育児休業に

入ったため、代替職員として雇用する臨時職員

の費用などが追加交付されたものであります。

次に、その下の（事項）経済センサス費であ

りますが、714万6,000円の減額補正をお願いし

ております。これは、国の交付にありました審

査会場の使用料を県の施設を利用したため不要

となったものや、市町村交付金に不用額を生じ

たことなどによるものであります。

次に、一番下の（事項）就業構造基本調査費

でありますが、653万7,000円の減額補正をお願

いしております。これは、国の委託統計費の交

付決定によりまして、調査に要する経費が当初

の見込みを下回ったため、市町村交付金を減額

したことによるものや、記入者報償品を県で一

括購入配付することで、経費の削減を図ったも

のであります。

統計調査課の説明は以上でございます。

総合交通課の補正予算に○日下総合交通課長

ついて御説明いたします。

お手元の「平成24年度２月補正歳出予算説明

資料」の25ページをお開きください。総合交通

課の補正予算は、総額で7,116万3,000円の減額

補正で、補正後の額は、右から３列目でござい

ますが、６億8,639万1,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。
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１枚めくっていただき、27ページをお開きく

ださい。まず、中ほどの（事項）広域交通ネッ

トワーク推進費でございますが、説明欄１の陸

上輸送網整備事業について、107万円の減額補正

をお願いしております。これは、旅費等の事務

費の執行残に伴うものでございます。

次に （事項）地域交通ネットワーク推進費で、

ございますが、説明欄の１の地方バス路線等運

行維持対策事業につきまして、4,216万5,000円

の減額補正をお願いしております。これは、地

域住民の生活に必要なバス路線の維持・確保を

図るため、バス運行費や車両の減価償却費等を

国と協調して、または県単独で補助するもので

ございますが、バス事業者に対する運行費補助

に係る国の単価が、見込みよりも低かったこと

や、補助の対象となる廃止路線代替バスの運行

欠損額が、当初の見込みより圧縮されたこと等

から、減額補正するものでございます。

次に、説明欄の３の離島航路運航維持対策事

業について、こちらにつきまして767万2,000円

の減額補正をお願いしております。これは、国

の補助金で運航欠損額が一部補填をされたこと

、 。によりまして 減額補正するものでございます

続きまして、28ページ、お開きいただければ

と思います （事項）高千穂線鉄道施設整理基金。

事業費の説明欄２でございます、高千穂線鉄道

施設整理基金補助事業について、1,681万7,000

。 、円の減額補正をお願いしております こちらは

旧高千穂線の撤去対象施設の撤去に要する費用

を補助するものでございますが、24年度に撤去

予定でございました施設のうち、一部施設の撤

去時期が各地元自治体のお考えで先送りされた

ことなどによりまして、減額補正をするもので

ございます。

続きまして、繰越明許費について御説明申し

上げます。

お手元の「平成25年２月定例県議会提出議案

（平成24年度補正分 」のほうをお開きいただけ）

ればと思います。９ページでございます。こち

らでございます。第２表、繰越明許費補正でご

ざいます。こちらの上から２番目の欄、都城駅

バリア解消促進等補助事業でございます。こち

らにつきまして、5,116万6,000円の繰り越しを

お願いしております。

こちらは、事業主体でございますＪＲ九州に

おきまして、バリアフリー化の工事内容が変更

されたこと等により、年度内の事業完了が困難

になったことによるものでございます。都城駅

につきましては、従来、エレベーターのみの跨

線橋を新設いたしまして、既存の地下道と併用

する計画でございましたが、ＪＲ九州におきま

して、旅客の安全性や利便性を再度検討した結

果、老朽化した既設の地下道を閉鎖して、階段

、を跨線橋に設置するという形になりましたので

そのための工事内容及び工期の変更を行うこと

になりました。

続きまして、その下の南宮崎駅バリアフリー

化設備整備費補助事業でございますが、こちら

につきましては2,539万4,000円の繰り越しをお

願いしております。

こちらも同じく、ＪＲ九州におきまして、バ

リアフリー化の工事内容が変更されたこと等に

より、年度内の事業完了が困難になったことに

よるものでございます。南宮崎駅の第２期工事

におきましては、当初、駅舎２階に多目的トイ

レを設置する計画でございましたが、高齢者や

障がい者等を含む一般客への負担を軽減し、利

、 、便性の向上を図るため ＪＲ九州におきまして

再度検討した結果、駅舎の２階のトイレを閉鎖

して、１階に多目的トイレを設置するという形
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の工事内容及び工期の変更を行うことになりま

した。

補正予算の説明は以上でございます。

中山間・地域政○川原中山間・地域政策課長

策課の補正予算について御説明いたします。

お手元の「平成24年度２月補正歳出予算説明

資料 の29ページをお願いいたします 中山間・」 。

地域政策課の補正予算額は、１億2,457万5,000

円の減額補正をお願いしております。補正後の

額は、４億6,222万2,000円となります。

補正の主なものについて御説明いたします。

31ページをお願いいたします。まず （目）計、

画調査費の（事項）中山間地域活力再生支援費

でありますが、1,000万8,000円の減額補正をお

願いしております。これは、説明欄に記載して

おります、１の「中山間地域をみんなで支える

県民運動 推進事業から８のがんばろう中山間！」

出会い創出事業までの事業での補助金の執行残

などによるものであります。

このうち、７の地域力磨き上げ応援事業は、

市町村と地域住民が一体となって行う地域づく

りに対して支援するものでありますが、補助事

業として採択した事業に入札残が生じたこと等

に伴い、補助金の執行残が発生したことが減額

の主な理由であります。

次に、32ページをお願いいたします。中ごろ

の 事項 地域活性化促進費でありますが 9,758（ ） 、

万9,000円の減額補正をお願いしております。特

に説明欄の３、宮崎県市町村間連携支援基金事

業でありますが、これは県内８地域で策定され

た市町村間連携推進計画に基づきまして、市町

村が連携して行う事業に対し交付金を交付する

ものでありますが、今年度が初年度ということ

で、実施する事業の内容を定める各地域ごとの

市町村間連携推進計画の策定に時間を要し、こ

れに伴い個別の事業の立案作業スケジュールが

ずれ込んだこと等に伴い、交付金の執行残が発

生したことが減額の主な理由であります。

なお、本事業は、宮崎県市町村間連携支援基

金を財源としておりまして、今年度の執行残に

つきましては、一旦基金に戻し、来年度以降の

連携事業に活用させていただきたいと考えてお

ります。

次に、その下の（事項）移住・定住促進費で

ありますが、330万8,000円の減額補正をお願い

しております。このうち説明欄の２、東日本大

震災被災者受入応援事業でありますが、これは

被災者の雇用を民間企業等に委託することによ

り、被災者の生活再建を支援する事業でありま

して 実際の雇用期間が当初の予定より短くなっ、

たこと等に伴い、委託料の執行残が発生したこ

とが減額の主な理由であります。

次に、33ページをお願いいたします。中ごろ

の（事項）土地利用対策費でありますが、237

万9,000円の減額補正をお願いしております。こ

れは、特に説明欄の５の土地基本調査費におけ

る国庫委託費の決定に伴うものであります。

説明は以上であります。

生活・協○松岡生活・協働・男女参画課長

働・男女参画課の補正予算について御説明いた

します。

お手元の「補正歳出予算説明資料」の35ペー

ジをごらんください 当課の補正予算額は 1,442。 、

万4,000円の減額で、補正後の額は、５億3,221

万6,000円となります。

それでは、補正の主な内容について御説明い

たします。

めくっていただいて38ページをごらんくださ

い。一番下の（事項）消費者支援対策費につき

まして、478万6,000円の減額をお願いしており
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ます。

その内訳につきましては、その下の一番上の

ほうに記載しておりますが、主な理由としまし

ては、説明欄２の消費者自立支援対策費につき

まして、これは消費生活センターで実施してお

ります消費者への啓発及び情報提供に要する経

費でありますが、啓発等の入札残や講師謝金等

の執行残によるものであります。

また、次の３の消費者被害防止・解決支援費

につきまして、これは消費生活相談員や商品表

示監視等に要する経費でありますが、報酬や旅

費等の執行残によるものであります。

次に、その下の（事項）消費生活センター設

置費につきまして、221万4,000円の減額をお願

いしております。主な理由としましては、説明

欄２の生活情報センター管理費につきまして、

これは消費生活センターが入居しております庁

舎の管理経費でありますが、警備や清掃、エレ

ベーターなどの保守点検等の委託料の入札残に

よるものであります。

次に、追加補正について御説明いたします。

お手元の「歳出予算説明資料（議案第60号 」）

と書いてあります冊子の３ページをごらんいた

だきたいと思います 追加補正の予算額は 6,000。 、

万円の増額であり、補正後の額は、５億9,221

万6,000円となります。

補正の内容について御説明いたします。

次の５ページをごらんください。表の一番下

の（事項）消費者行政活性化基金事業費につき

、 。まして 6,000万円の増額をお願いしております

これは国が緊急経済対策として、平成24年度補

正予算に地方消費者行政活性化基金の上積みと

して60億2,000万円を計上し、うち、この財源内

訳の国庫支出金の欄に計上しております6,000万

円について、本県に交付金として配分されるこ

ととなったものであります このため この6,000。 、

万円の交付金につきまして、説明欄１の基金積

立金として、一般会計から当基金への積み立て

を行うものであります。

なお、今回の国の補正予算措置に伴い、今年

度で終了予定でありました当基金の事業期間は

１年延長され、平成25年度までの事業実施が可

能となりましたので、今回の追加補正を活用し

た事業に係る予算につきましては、次期の議会

で提案させていただきたいと考えております。

補正予算の説明は以上であります。よろしく

お願いいたします。

それでは、文化文○日髙文化文教・国際課長

教・国際課の２月補正歳出予算について御説明

いたします。

お手元の歳出予算説明資料の41ページをお開

。 、きください 文化文教・国際課の補正予算額は

総額5,315万2,000円の減額補正で、補正後の額

は82億5,333万円となります。

それでは、事項ごとに補正内容について御説

明いたします。

43ページをお開きください。まず、一番下の

（事項）県立芸術劇場費1,185万6,000円の減額

であります。

次の44ページをお開きください。内訳といた

しまして、説明欄１の県立芸術劇場大規模改修

事業費は、県立芸術劇場の改修経費において、

。入札残が発生したこと等によるものであります

２の県立芸術劇場管理費は、劇場運営に係る事

務経費でありますが、節約による執行残が主な

ものであります。

次に （事項）文化活動促進費550万3,000円の、

減額であります。

主なものとしまして、説明欄４のミュージッ

クランドみやざき展開事業は、事業の実施回数
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が当初の見込みよりも少なかったことによる委

託料の減額であります。

次の５、みやざき芸術文化振興基金設置事業

につきましては、123万2,000円の増額をお願い

しております。この基金は、今年度新たに設置

したものでありますが、今回の補正は、昨年末

までに受け入れた寄附金などを積み増しするも

のであります。

６の地域の芸術文化環境づくり支援事業は、

事業を実施する市町村が見込みよりも少なかっ

たことによる補助金の減額であります。

続きまして、45ページをお開きください （事。

項）国際交流推進事業費688万2,000円の減額で

あります。

主なものとしまして、まず、説明欄１の外国

青年招致事業は、当課に配置しております、３

名の国際交流員に要する経費等でありますが、

３名ともに年度途中の交代がなかったため、帰

国に要する旅費のほか、報酬等の執行残を減額

するものであります。

４の多文化共生地域づくり推進事業は、公益

財団法人宮崎県国際交流協会への委託料の減に

よるものであります。

７のアンニョンハセヨ！少年少女国際交流事

業は、委託料の入札残及び旅費の執行残であり

ます。

続きまして （事項）私学振興費2,118万8,000、

円の減額であります。

主なものを御説明いたします。次の46ページ

をごらんください。説明欄４の私立専修学校教

育充実支援事業は、対象経費の減等による補助

金の減、また、５の私立高等学校等就学支援金

は、補助対象となる生徒数の就学月数が当初の

見込みを下回ったことによる補助金の減額であ

ります。

６の私立高等学校就職対策強化事業は、私立

高等学校に就職対策専門員を配置し、卒業予定

者の就職率向上を図る事業でありますが、実施

を希望する学校数が当初の見込みよりも少な

かったこと及び対象経費の減により、委託料を

減額するものであります。

次の７、東日本大震災被災生徒授業料等減免

事業は、被災地域から避難してきた生徒を受け

入れ、授業料等の減免措置を行った学校法人に

対して補助を行うものでありますが、現時点で

該当者の見込みがないことから、減額するもの

であります。

。文化文教・国際課の説明は以上でございます

人権同和対策課の補○田村人権同和対策課長

正予算につきまして御説明いたします。

お手元の「平成24年度２月補正歳出予算説明

資料」の47ページをごらんください。人権同和

対策課の補正予算は、905万6,000円の減額補正

で、補正後の額は１億3,810万6,000円となりま

す。

主な内容について御説明いたします。

。 （ ）49ページをお開きください 中ほどの 事項

人権同和対策調整費でありますが、91万8,000円

の減額補正をお願いしております。これは、説

明欄の１の人権同和対策調整事務費における国

庫補助決定に伴う減額、会議、研修会の旅費等

の経費節減によるものであります。

次に、その下の（事項）人権同和問題啓発活

動費でありますが、297万1,000円の減額補正を

お願いしております。これは、説明欄の１のみ

んなで築く人権啓発推進事業、２の人権ハート

フルフェスタ事業の経費を国庫委託金の決定額

。にあわせて減額したことによるものであります

一番下の（事項 「宮崎県人権教育・啓発推進）

方針」推進事業費でありますが、287万8,000円
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の減額補正をお願いしております。これは、説

明欄１の宮崎県人権啓発センター事業の経費及

び３の地域人権啓発活動活性化事業の経費を国

庫委託金の決定額にあわせて減額したことや、

研修資料等の作成経費の削減を行ったことなど

によるものであります。

。人権同和対策課の補正予算は以上であります

情報政策課の補正予算に○長倉情報政策課長

ついて説明いたします。

お手元の同じ資料の51ページをお開きくださ

い 情報政策課の補正予算は １億4,446万8,000。 、

円の減額補正で、補正後の額は、８億2,307

万4,000円となります。

、 。それでは 主なものについて説明いたします

53ページをお開きください。上から２番目の

（事項）行政情報化推進費でありますが、353

万3,000円の減額補正をお願いしております。こ

、 、れは 内部講師活用による研修開催費用の減や

インターネットによる行財政情報サービスの契

約見直しなどによるものであります。

次に （事項）の行政情報処理基盤整備費であ、

りますが、2,514万5,000円の減額補正をお願い

しております。これは、職員用パソコンの調達

の入札残などによるものであります。

次に （事項）の行政情報システム整備運営費、

でありますが、1,637万5,000円の減額補正をお

願いしております。

主なものを説明いたしますと、まず、説明欄

の３の県庁ＬＡＮ運営費ですが、これは、県庁

ＬＡＮ設備保守委託内容の見直しや、庁内ＬＡ

Ｎの借り上げ回線使用料について、庁舎の移設

等、大きな変更がなかったこと等による執行残

であります。

また、説明欄４の総合行政ネットワーク運営

費につきましては、全国の地方自治体間を接続

する総合行政ネットワークの運営の負担金額が

確定したことなどによるものであります。

54ページをお開きください （事項）の電子県。

庁プロジェクト事業でありますが 6,775万8,000、

円の減額補正をお願いしております。

主なものを説明いたします。

まず、説明欄の２の電子申請届出システム運

営事業であります。このシステムは、今年度更

新したところですが、機能の見直しや企画コン

ペを実施した結果等によるシステム利用料の減

額、同システムに係るヘルプデスクの業務委託

の入札残等によるものであります。

次に、３の宮崎県市町村ＩＴ推進連絡協議会

運営事業でありますが、これは、この協議会で

運営している宮崎情報ハイウェイ21について、

今年度、再構築を行ったところですが、その利

用が５月からであったことから、それまでの期

間の利用料が不要になったことにより、協議会

への負担金が減額したことによるものでありま

す。

次に、７の行政情報システム全体最適化推進

事業でありますが、これは、県庁内の各種シス

テムのサーバーの統合などにより、庁内の情報

システムの合理化等を図るものですが、そのた

めの詳細設計等の委託について、企画コンペを

行った結果による執行残などであります。

その下の８のＩＣＴ業務継続計画構築事業に

つきましては、計画策定の委託について、当初

の予定より範囲を絞り込んだことによる委託料

の減額や、非常用発電機設置工事の入札残など

によるものであります。

最後に、その下の（事項）の地域情報化対策

費でありますが、3,116万7,000円の減額補正を

お願いしております。

まず、説明欄の１の（１）宮崎情報ハイウェ
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イ21管理運営事業ですが、これは情報ハイウェ

イの一部として活用しております、県有光心線

や本年５月まで稼働しておりました旧情報ハイ

。ウェイの機器の管理等のための費用であります

今年度は、旧情報ハイウェイ21の機器の撤去

を行いましたが、有用機器については他の所属

等に譲渡するなど節約したことにより、委託料

が減少したことや、道路工事等に伴う県有光心

線の移設等がなかったことによる執行残であり

ます。

また、説明欄の２、電気通信格差是正対策費

の（１）携帯電話等エリア整備事業についてで

ありますが、本年度実施している日向市の１地

。区の事業の国庫補助決定に伴う減額であります

情報政策課の説明は以上であります。

、○黒木委員長 執行部の説明が終わりましたが

議案についての質疑はありませんか。

順次、お尋ねしていきたいと思い○鳥飼委員

ます。

まず、総合政策課の12ページの東日本大震災

復興活動支援事業というのがありますが、こ

れ118万2,000円の減額ということなんですけど

も、具体的事業と予算額を教えてください。

当事業は先ほど御説明し○金子総合政策課長

ましたとおり、民間団体等が現地支援等を行う

場合の補助ということで措置したものでござい

まして、具体的な事業といたしましては、事業

費でございますか 失礼いたしました、合計─

７団体が実施をいたしまして、その事業費

は1,581万4,000円となってございます。予算

、 、額1,600万円を計上いたしておりまして これは

みやざき感謝プロジェクト基金から充当したも

のでございます。

団体名二、三と事業概要をちょっ○鳥飼委員

と御紹介ください。

例えば、一番額をいいま○金子総合政策課長

すと、宮崎文化本舗さんなんですが、これは気

仙沼市におきまして、いわゆる中間支援組織の

設立の支援を行った300万の支援事業をやってお

ります。

それから、みんなのくらしターミナルさん

が、230万円を使いまして、男女共同参画により

ます地域の支え合い事業復興支援というふうな

ことをやってございます。

それから、あとこれは清武町のレインボース

ポーツクラブというところなんですけども、こ

れはスポーツ少年団の交流活動というふうな形

で270万ほどの事業を展開しているところでござ

います。

以上のようなところでございます。

こちらから向こうに出て、向こう○鳥飼委員

に行くというか東北地方に行く、それか東北地

方から子供さんなんかを呼んでいろんな支援活

動を行うということで理解していいですかね。

私どもの課の事業は、基○金子総合政策課長

本現地に行って、現地での活動ということでご

ざいまして、市町村課のほうが別の事業を持っ

ておりまして、市町村課は逆に現地の子供たち

を宮崎のほうにお迎えして夏休みのいろんな交

流事業をやるとか、そんな形でちょっとすみ分

けをしているところでございます。

あとちょっと飛びますけども、中○鳥飼委員

山間・地域政策課のとこなんですが、これの32

ページの一番下、移住定住促進費で、東日本大

震災被災者受入応援事業というのが286万9,000

円の減額というふうになっておりますけども、

この予算額と具体的な支援の内容をお聞かせく

ださい。

東日本大震災の○川原中山間・地域政策課長

関係でございます。
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当初予算2,400万ということで、10名分の賃金

ということで承認をいただいておりました。結

果といたしまして、当初、平成23年度分からの

継続受け入れということで８名と、新たに年度

途中で途中退職があったこと、あるいは１年間

という雇用期間の終了によりまして２名の方が

雇用期間が満了したということで、３名外れま

して、追加の受け入れということで募集しまし

て、新たに２名の方を追加採用いたしまして、

現段階では８名の方を雇用させていただいてい

るところでございます。

以上です。

そうしますと、委託をして賃金を○鳥飼委員

、 、そこに補填をして どんな形になるんですかね

具体的には県が雇用するということじゃないで

しょうから、この補助金額というのはどういう

ふうに流れて、どういうことを被災者の人がし

て、給与として入ってくるんだろうと思うんで

すけども、流れをお示しください。

これは実際被災○川原中山間・地域政策課長

者を受け入れていただく地元の団体企業さんに

対しまして、雇用をいただいた場合に委託料と

いう形で委託料をお支払いするという形でござ

います。

この10名の方は罹災証明とか何か○鳥飼委員

そんなものを持っておられるということなんで

しょうか。

私どもの事業に○川原中山間・地域政策課長

おきましては、罹災証明というのも絶対条件と

はしておりませんで、要件としましては、災害

救助法の適用地域で被災を受けられて失業され

た方、あるいは当該地域に居住していた方で、

、新たに職を求められる方といったようなことで

そういった要件を証明する資料としましては、

今言いました罹災証明でありますとか、あるい

は住民票でありますとか、そういったもので確

認をさせていただいております。

わかりました。罹災証明なり災害○鳥飼委員

救助法の適用地域内というようなことです。そ

れから、総合政策課の分については、現地での

活動を支援をするというようなことです。市町

村課でも行っているということで、それでどこ

が、被災者の支援活動のまとめ役のところとい

うのはどこになるんでしょうか。

これにつきましては、東○金子総合政策課長

日本の支援プロジェクトの基金を管理しており

ます危機管理課が全体的な窓口という形になっ

ておりまして、各課関連するところを分担して

いくというふうな体制になってございます。

そうしますと、本会議でも私はお○鳥飼委員

尋ねしたんですけど、罹災証明、被災証明、災

害救助法の適用地域とかいろんな、そういう法

的な根拠のところについては何らかの支援が措

置があると。そういうものがない、いわゆる自

主避難の方に対する支援というのは、ほぼない

と思っていいんですか、あるんでしょうか。金

子課長のところの所管ではないかもしれないけ

ども。

そうですね、ちょっと所○金子総合政策課長

管外ではありますけども、基本的に公的な証明

等で確認されるものというのは、基本的には支

援していく上での基本かなというふうに思われ

ますけども、ちょっとまた詳細は確認したいと

思います。

それで、総合政策課は、まとめ役○鳥飼委員

の課ですからお願いしたいのは、そういうふう

な何らかの根拠があって支援をするというのが

あるんですよね。どこでどういう支援をして、

どういう活動をやってというのをまとめたのを

いただけないかなあと。
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それともう一つは、そういう自主避難の方も

もちろんいるわけで、そういう人たちに対する

支援というのは、危機管理局なりが届けがあれ

ばお知らせみたいなのを向こうから送ってきた

のを、またお送りするようなことをやっておら

れるような感じなんですけど、そういう自主避

難の人たちに対する何らかの支援というのが行

われているのか。できたら準備を後日でいいん

ですけど、申しわけないけどお願いできたらと

思うんですけども。

御指示の点、了解いたし○金子総合政策課長

ましたので、ちょっと危機管理課のほうとも確

認して提供させていただきたいと思います。

お願いします。○黒木委員長

続けて、秘書広報課の17ページの○鳥飼委員

広報活動費の５の県ホームページ情報発信事

業489万2,000円の減額ということで、入札残と

いうふうなことなんですけども、具体的な委託

先なり、それとか情報の修正とか新たな追加と

かいろいろあると思うんですけど、具体的には

どういうふうな取り扱い業務として進めておら

れるのか、お尋ねします。

今回の補正で減額をお願○藪田広報戦略室長

いしております県ホームページ情報発信事業に

つきましては、ホームページ関連で委託が数件

ございまして、県のホームページの運用管理、

それから各課がホームページを作成するときに

当たりましての作成の支援、具体的に広報戦略

室のほうにヘルプデスクを設けまして、そこに

委託先の職員の方に来ていただいて、いろいろ

アドバイスをいただくというようなことの事業

をやっております。そこの業務におきまして、

入札残等が発生したという内容になっておりま

す。

この項についてはわかりました。○鳥飼委員

そうしますと、県のホームページがありますよ

ね、知事の顔があってから、ずっとあるんです

けど、これを管理をしているところはどこにな

るんですか。

県のホームページ作成に○藪田広報戦略室長

つきましては、それぞれの項目につきましては

各課のほうで作成していただきますが、全体の

最終的なホームページの掲載等について、最終

的な責任権限は私ども広報戦略室のほうで持っ

ております。

そうしますと、どこかに委託をし○鳥飼委員

てるんですよね、ホームページ、入力は県の職

員がやるんで、サーバーというんですか、運営

管理というのは、そこはどんなふうになってい

るんですか。

今、委員からのお話があ○藪田広報戦略室長

りましたとおり、サーバーにつきましては、や

はり予算の中で委託をしておりますけれども、

基本的には運営に当たりましては、先ほど申し

上げましたホームページの管理運営の委託、ヘ

ルプデスクを設けておりますけど、そこと県の

ほうで運営をしております。

わかりました。それから次に、統○鳥飼委員

計調査課の22ページ、就業構造基本調査費653

万7,000円の減額が出ております。それが就業構

造基本調査というのは、労働力の現状を見るの

に極めて重要な資料だというふうに思っている

んですが、調査の概要と今後の公表なりをして

いくと思うんですけども、スケジュールをお知

らせください。

就業構造基本調査につき○稲吉統計調査課長

、 、ましては 今委員のほうからありましたように

国民の就業について雇用形態あるいは収入の実

態を調査しまして、全国あるいは地域の就業構

造に関する基礎資料を得るということを目的に
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５年ごとに実施しております。

今後の予定としましては、国のほうがことし

の７月に公表します。それを受けまして、県の

ほうでもことしの12月には公表を行いまして、

調査結果の概要等をまとめたいというふうに考

えているとこです。

わかりました。その際お願いした○鳥飼委員

、 、いのは 統計課ではなくて統計調査課ですから

分析ですね、ぜひしっかりしたものを分析して

いただいて、自分のとこの分野じゃないから要

らん口を出すなという関係課があるかもしれま

せんけども、統計調査課としての分析をしっか

りお願いをしたいというふうに思います。

、 。続けて 総合交通課に入らせていただきます

総合交通課の一つこの27ページなんですが、

地域交通ネットワーク推進費というのがありま

、 。して ＣＩＱの体制とかこういうのがあります

その下にも地域交通ネットワーク推進費と同じ

のが上がってる 同じですよね、これね、地─

域交通ネットワーク推進費で、これ地方バスの

ほうなんですけども、事項が別になっているの

はどういう……。

上のほうは広域交通ネッ○日下総合交通課長

トワーク推進費でございまして、下のほうが地

域交通ネットワーク推進費でございます。

済みません、眼鏡かけます、辛抱○鳥飼委員

。 。 、 、して 失礼しました それで 下のやつですが

地域交通ネットワーク推進費なんですけども、

地方バス路線運行対策費ですから生活路線とか

いうところの国とあわせた分とか、そういうも

のがあるというふうに思いますけど、未来につ

なぐ地域公共交通ネットワーク創造事業という

のはどこか何か書類になってたようなんですけ

ども、宮崎県内のバスを含めた対策をどうやっ

ていくのかというのが非常に大事で、日下課長

が来られる前任の方の最後の年から始まったよ

うな感じで、県がリードをしていくというのは

非常に大事だというふうに思っているんですけ

ども、現状のこれの進捗状況についてちょっと

お話を下さい。

、○日下総合交通課長 御指摘いただいたとおり

路線バス検証会議を昨年の２月から開催を７つ

。のブロックごとに行わさしていただいています

昨年度の２月から合計で各７ブロックにて３回

ずつこれまで開催をしてきているところでござ

います。

ちなみに、後ほどその３回の議論を踏まえた

平成24年度における検証会議取りまとめを報告

事項として、内容につきましては御説明させて

いただく予定でおりますけれども、それでよろ

しいでございますでしょうか。

それで結構です 私もそれをちょっ○鳥飼委員 。

と見させていただいておりましたので、念のた

めと思ってお尋ねしました。

それから、中山間地、またもう１回来ました

けども、補正額が１億2,457万5,000円、補正後

が４億6,200万ということで、４分の１の減額と

いうことになっていますよね。大きいのは市町

村間連携支援基金事業というのが、推進計画が

おくれたために執行できなかったというような

御説明があったんですけども、ちょっと額が大

きいかなと思うんですが、それで市町村連携基

金の額と推進計画がなかなかうまくいかなかっ

たという事情、まず基金の額をお尋ねしたいと

思います。

５億円でござい○川原中山間・地域政策課長

ます。

５億円で これは新規事業で始まっ○鳥飼委員 、

た分だったと思いますけども、市町村の理解と

いいますか、市町村同士の理解、市町村でまず
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話し合ってもらわなくてはいかんから、この地

域とこの地域でこういう計画を立てましょうと

いうので、難しいところもあったのかもしれな

いんですけども、その辺の原因、計画策定でき

なかった原因について、詳しく説明いただきた

い。

この連携計画で○川原中山間・地域政策課長

ございますけども、県内８圏域ごとにその地域

の課題でありますとか、今後の振興の方向性等

につきまして協議していただきまして、各地域

の現状、課題あるいは目指すべき将来像、ある

、いは計画実現に向けてのいろんな事業の方向性

こういったものを定めていただくということで

ございます。

例えば、延岡圏域でありますとか、都城圏域

でありますとか、いわゆる定住自立圏等が既に

形成されておりまして、既に圏域での課題の洗

い出しとか、いろんなそういったもの等が、そ

の圏域でのいわゆる振興計画的なものがある程

度見えている地域につきましては 比較的スムー、

ズに計画の策定が進んだとは思っているんです

けども、そういったベースがないところにつき

、 、ましては 圏域に共通する課題でありますとか

あるいは今後の一体となった取り組みの方向性

等を一から協議していきたいといったような市

町村の要請もありまして、時間を要したところ

でございます。

市町村といたしましては、せっかくの基金事

業でございますので、将来を見据えた形で、よ

り効果のある計画なり事業計画を定めたいとい

う意向もございますので、このような形で若干

時間がかかったという地域はございます。

以上です。

わかりました。なかなか難しいと○鳥飼委員

思います。ただ、これは地域を越えてもよかっ

たんですよね。だから、例えば西都の伊東マン

ショと日南の伊東マンショ、それぞれ俺のとこ

だと何かでしたよね、銅像が立ったりしていま

すんですけども、それで連携をとってとか、そ

ういうようなのも考えられるのかなあというこ

とで、ぜひ成果を新年度に向けてまた取り組ま

れると思いますので、出していただきたい。

次に、生活・協働・男女参画課、この消費生

活センター設置費というのがありますよね、舟

田次長が前おられたところなんですけども、非

常にいろんな悪質な人たちが出てきていますよ

ね。そうするとそこの役割というのが、非常に

今後大事になってきているのかなあというふう

に思うんですけども、今度のやつで先ほどの補

、正で基金の積み立てというのはなかったですか

あったですか この別冊の５ページに消費者─

行政活性化基金事業6,000万ということで、補正

後が１億3,500万ということになっているんです

が、25年度までということになりますけども、

これ取り組みは１年延びたといっても今度まで

ですから、執行ですよね、これはどういうこと

になりますか。

今回、基金○松岡生活・協働・男女参画課長

を積み立てていただくことになりますので、そ

の結果を受けて事業内容につきましては、次の

議会で予算を含めまして提案させていただきた

いと考えております。

そういうことですよね、しっかり○鳥飼委員

ざんきが出ないこと、ひとつよろしくお願いし

たいと思います。あとは時間が残ったらやると

いうことにします。

よろしいですか。ほかに質疑は○黒木委員長

ありませんでしょうか。

まず、総合政策課の13ページの先○星原委員

ほど説明いただいたんですが、カット野菜工場
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とかいろいろ推進事業ということで、予算が執

行、もう１回ちょっと詳しく説明いただけませ

んか、1,000万事業として、この事業自体はどれ

ぐらいの数字になっていたんですかね。

これは事業費1,000万の補○金子総合政策課長

助制度というのを用意していたところでありま

して、今回丸々減額ということになりました。

それで、これにつきましては省エネ、それから

新エネの組み合わせによりまして、例えばさっ

き御紹介しましたようなカット野菜の冷凍冷蔵

設備を持った工場内において 組み合わせによっ、

て展開できないかとか、あるいは鶏舎、畜舎の

空調設備、そういったものに活用できないかと

、 、いう形で これは民間企業と一緒になって進め

計画にしておりました。

国の公募事業にも手を挙げました。国のやは

り有利な点は、10分の10ということで非常に厚

遇なんですけども、ところが県事業のほうにつ

いては、２分の１という形もありました。

それがもう一つと、財源に開発基金を使って

おるんですが、あれの財源もやはりなかなか最

近取り崩しを多くしてきておりまして、なかな

か余裕もなくなってきているということもあり

まして、まずは、公募事業から使えということ

で、条件がつきましてそれをやったんですが、

残念ながら不採択という形で、じゃあ２分の１

事業ということも残りの負担分が自己負担があ

るんで、それについては民間企業もちょっと厳

しいということ。次のチャンスを狙おうという

こともありまして、結局、事業全体が落とさざ

。るを得なくなったというのが実情でございます

わかりました。それじゃ、28ペー○星原委員

ジの高千穂線鉄道施設整理基金事業ということ

で、先ほど何か先送りされたということなんで

すが、結局先送りされたということは今後も継

続していくことと、この施設の撤去に要する経

費ということで説明欄に書いてあるんですが、

今後まだかなり撤去していく経費の全体的なも

のというのはどれぐらいある。

高千穂線の施設の撤去に○日下総合交通課長

つきましては、平成32年度まで順次各年度ごと

に撤去作業を行っていく予定でおります。合計

でございますけれども、総額といたします撤去

費用といたしましては、12億845万円を総額で予

定をしているところでございます。

こちらにつきましては年度ごとに県、それか

ら旧沿線の市町村で積み立てを行って基金を形

成しておりますので、その基金から各年度ごと

に必要な撤去費用に応じて取り崩して支出をし

ていくという形で作業を行っていくことになっ

ています。

結局、残が県のほうが1,600万だと○星原委員

いうことは、各沿線市町村のほうの対応がそれ

だけの分だけ対応できなかったと理解していい

んですか。

当年度、撤去予定であっ○日下総合交通課長

た施設が後年度に先送りになったということ、

、いずれ撤去はする予定ではいるんですけれども

。今年度は行わなかったということでございます

そうすると、これから平成32年度○星原委員

まで結局市町村財政が厳しくなっていったら、

こういう形で先送りされていって それの期―

限内に何とか整理がつく予定なんですか。毎年

決められた形で進めていかないと、最後厳しく

なるんじゃないかなという気もするんですが、

そういうことはないんですか。

毎年市町村が出す額とい○日下総合交通課長

うのはもう決まっているところでございますの

で、今回先送りになったのは、決してそういっ

た予算上の問題で先送りになったわけではござ
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いません。あくまで活用だとか、実際での作業

工程上、先送りになったということでございま

す。

もう１点、今度は45ページの文化○星原委員

文教・国際課なんですが、この国際交流推進事

業ということであるんですが、この中の６番の

東アジア民間交流促進事業ということで、96

万8,000円減額になっているんですが、これはも

ともとの事業費はどれぐらいで、中身をもう少

し交流事業ということなんですが 中身をちょっ、

と詳しく教えてもらうといいんです。

この東アジア民間○日髙文化文教・国際課長

交流促進事業の補正前の予算額は305万円で、96

万8,000円減額いたしましたので、208万2,000円

。 、になりました この事業の内容でございますが

東アジア地域との多彩な分野の交流を促進した

いということで、芸術文化、スポーツ等の分野

で活動している民間団体を今のところ台湾のほ

うに代表者を派遣いたしまして、台湾に参りま

して、向こうの団体と交流すると。そして、そ

の後に宮崎のほうにその団体の代表者に来てい

ただきまして、宮崎でも交流していただきまし

て、２回のそういった話し合いを通しまして、

それ以降の団体同士の交流促進につなげていく

という事業でございます。

そこで、今回提案されているのに○星原委員

東アジア経済戦略とかということでやられてい

るんですが、東アジアで今の説明だと交流事業

は台湾だけということなんですが、今回25年度

の中で韓国、台湾、香港、インドネシア、タイ

とかありますよね。結局、私はこういう事業の

中で皆さん方がそういうそれぞれの国といろい

ろ交流する中で、今回の事業に結びつけようと

したのかなと思って聞いているんですよ。

だけど、今の話だと名前は東アジア民間交流

、 。促進事業となっているけども 台湾だけだった

ほかのとこあたりの25年度から取り組もうとす

、 、るために そういういろんな交流を深めてきて

今回のそういう流れになっていったのかなあと

思ってたんですが、そうじゃないんですね。

これは名称を東ア○日髙文化文教・国際課長

ジアの交流促進事業ということで出しておりま

すが、以前は、平成15年度から平成20年度まで

は韓国とこういった交流事業をやっておりまし

た。６年間やってきたということで、ある程度

交流する団体も延べ56団体ということでかなり

数も多くなりまして、ある程度団体が固定され

てきたということで、いわゆる韓国との交流事

業はひとまず置きまして、20年度から台湾との

交流事業を今進めております。

基本的には東アジアでございますから、本来

は委員がおっしゃいましたように、それ以外と

の国との交流も進めていく必要があるんじゃな

いかということは、十分趣旨からしたら当然だ

と思っておりますが、まず第一に経済的に、あ

るいは日程的に一番有効であるということで、

定期便が韓国と今台湾との間で宮崎とございま

すので、そういうのをまず優先してこの事業を

やっていきたいということで、今のところそう

いう日程的、経済的な理由から台湾をターゲッ

トにやっているということでございます。

そうすると、韓国との間では56団○星原委員

体と交流ができて、一応今度民間のほうに大体

県の目標の交流事業が進んできたんで、あとは

もう民間が促進していけばいいというふうにし

て、次は台湾ということでそういう目標を定め

られたというふうにとるわけですが、やはりそ

うなってくると、毎年同じような団体だけじゃ

なくて、目標を いろいろ交流していこうと―

すれば、こういう団体とつなげていこうという
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ことでやられていると思うんですよね。

だから台湾とは今どういう文化芸術とかス

ポーツとか言われたんですが、今どれぐらいの

団体との交流人口があるのか。

済みません、これ○日髙文化文教・国際課長

は平成20年度から交流を進めておりますが、20

年から、今年度やっている分につきましては来

年度以降の交流になりますので、23年度そうい

う代表者の交流を通して具体的にどれだけの団

体、あるいは人数かということになりますと、

実績で申しますと、宮崎から台湾へ行かれた方

が通算で530名ぐらいと、台湾から宮崎に見えた

方が425名ぐらいということで、大体950名を

ちょっと超えるような方々との交流ができてお

るということでございます。

また、回数で申しますと、宮崎から台湾へ16

団体というんでしょうか、16回、台湾から宮崎

へ12回ですから、合計28回、そういう交流の実

績があるということでございます。

。 。○星原委員 わかりました また後でやります

統計調査課の21ページの職員の人○宮原委員

件費のところで、38名が36名に人数が落ちまし

たという話もあったと思うんですが、当初予算

組んでから職員の数というのが減るという形に

なるんですかね。

当初予算を作成する段階○稲吉統計調査課長

では、前年度の１月１日現在の現員現給で予算

を計上しますので、翌年度４月１日になりまし

て、いろんな人事異動とか行政改革の関係で職

員数というのが確定しますので、最初の当初予

算の段階では前年度の職員の体制という形で予

算を組んでおりますので、その差が出てくると

いうことになります。

この人数の２人の差というのが、○宮原委員

この統計調査から仕事に関しては負担が大きく

なっている人がいるということにもなるんです

か。それか数が、調査項目が減っているという

ことにもなるのかな、そのあたりはどうなんで

しょうか。

確かに２人減になりまし○稲吉統計調査課長

たので、２つの担当の職員をそれぞれ１名ずつ

減らしました。これについては、新年度に事務

分掌の見直し等をしまして、結果的にはほかの

職員がその１名分の業務をそれぞれ分担しなが

らということで、事務分掌を見直すということ

で業務の平準化ということで、係全体で取り組

んでいくということで対応しているとこです。

わかりました。その数でできたん○宮原委員

じゃないかと言われたら、その数で人数的に、

減ってそれでこなしてしまうとできるじゃない

ですかという、もっと減らせという話になると

余りいいことじゃないのかな、そう思ったとこ

です。

これまで大体30名の職員○稲吉統計調査課長

で配置されていますが、平成22年は国勢調査と

いう大規模な調査がありますので、これについ

ては１名増員という形で人事課のほうでも配慮

いただいております。そういう中で、大規模調

査等につきましては、こちらの課としても、必

要な人員ということで事前に申し上げて、そう

いうお願いをして体制をつくっていただいてお

りますので、業務については年度、多少いろん

な周期調査の多い少ない等もありますけども、

そういう中で状態を見ながら業務を行っている

とこでございます。

以上でございます。

一生懸命やっていただいています○宮原委員

から 極端に無理が来ないように いないとやっ、 、

ぱり大変かなというふうに思いましたので、そ

こは質問させていただきました。
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あと文化文教・国際課の44ページの中で、先

ほど文化活動促進費の中でミュージックランド

みやざき展開事業、そして地域の芸術文化環境

づくり支援事業が実施回数が少なかった、あと

は市町村の取り組みの数が少なかったというこ

とで減額になっているんですけど、どの程度少

なかったということになるんでしょうか。

まず、ミュージッ○日髙文化文教・国際課長

クランドみやざき展開事業でございますが、こ

れは市町村等が実施する県内アーティストによ

、る音楽公演を実施するものでございますけども

見込みでは大体15回分の委託料を見込んでおり

ましたけれども、各市町村等からの希望が４つ

の団体にとどまりましたので、執行残が生じま

した。

あと、地域の芸術文化環境づくり支援事業と

いうことで、こちらのほうは市町村が実施する

さまざまな地域の文化事業に補助する事業でご

ざいましたが、当初予算では上限50万というこ

、とで10件の見込みを立てておりましたけれども

実際には市町村からの申請が６件にとどまりま

したので、執行残が生じたものでございます。

わかりました。もう１点、46ペー○宮原委員

ジのところで、これは私学振興費のところで、

６番で私学高等学校就職対策強化事業というと

ころが実施する学校が少なかったということな

んですけど、就職、大変今厳しい状況というふ

うに思っているんですが、実施する学校が少な

かったということは、私学のほうは就職率がい

いという状況ということなんでしょうか、お聞

かせいただけますか。

この私立高等学校○日髙文化文教・国際課長

就職対策強化事業でございますが、平成22年度

からやっている事業でございまして、私立の学

校に就職対策専門員を１名設置するという事業

でございまして、見込みでは10校を考えており

ましたけれども、８校が希望されましたので、

その分が補正減ということで出させていただい

ております。

就職率等につきましては、21年度末、この事

業をする前が私学でいきますと89％でございま

したが、年々上がってきておりまして、23年度

末では98.0％ということで、大体10％近く、こ

、れ私学の高校の全体の就職率でございますので

やっぱり対策強化事業の効果というんでしょう

か、これはかなり大きいものがあるんじゃない

かというふうに考えております。

今言われたように数字から見たら○宮原委員

非常に実績が出ているんであれば、やっぱり10

校予定されているんであれば、設置されていな

いところにも極力実績が出ていますからという

ことで、予算組んでありますから、実施される

ように御努力をお願いをしたいと思います。

あともう１点、東日本大震災被災生徒授業料

等減免事業、これ該当者がなかったということ

なんですけど、これは何人を予定されてたんで

しょうか。

これは小学校、中○日髙文化文教・国際課長

学校、高等学校と専修学校も含めまして、人数

としては当初は６名の積算で予定しておりまし

た。しかし、実際に見込みがございませんでし

たので、高校の１名分、出てくるかもわかりま

せんので、１名分を残しまして補正減をさせて

いただいております。

よろしいですか。○黒木委員長

、○岩下委員 国際交流推進事業なんですけども

外国青年招致事業、結局これは国際交流員とは

違うわけですか。

これは今委員おっ○日髙文化文教・国際課長

しゃいましたように、国際交流員を当課のほう
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に３名雇用しておりますので、その国際交流員

の雇用に係る費用でございます。

国際交流員、今県で３人だといい○岩下委員

ますけども、何年ぐらい続けていますかね、も

う。というのは、国際交流員がみえてる、各市

町村にも国際交流員がいるというのは聞くんで

すけども、果たしてまだずっとそのままでいい

のかな。何か成果とか効果とか、今は外国人も

随分ふえてきて、その方々がやっている本当の

目的とか、そういったのをちょっと私もわから

なくなったんですよね。実際、宮崎県は何年ぐ

らい前から始めてるんですか。もう20年、30年

ぐらいですか。

済みません、何年○日髙文化文教・国際課長

からこの国際交流員を これ県の国際交流員─

ということでしょうか、全般的な ちょっと―

それはいつからかというのはまた調べさせてく

ださい。

今国際交流員が県内に13名、あと外国語指導

助手ということで、ＡＬＴといいますが、この

方が63名ございまして、76名ございます。国際

交流員というのは、一つにはＡＬＴさんのいろ

んなカウンセリングなんかもする業務がござい

ますし、あと翻訳とか、通訳とか、そういう業

務がございまして、かなり私としては県あるい

は市町村の国際化に非常に役立っていただいて

。いるんじゃないかというふうに思っております

国際交流員同士で、例えば各市町○岩下委員

村に国際交流員が来てると、その皆さんたちが

集まってどこどこ料理をつくりましたっていう

新聞とか、そういったのは聞いてるんです。Ａ

ＬＴというのはもちろん学校で英語指導とかそ

ういったのをやってるわけですから、本当に国

際交流員の役目を今、通訳とかそういったのを

していますけど 国際交流員だけで、大体年―

間予算はトータルでは幾らですか。今残はこの

金額が出ています。

外国青年招致事業○日髙文化文教・国際課長

の予算でございますが、補正減した後の金額

が1,547万1,000円ということでございます。当

初予算がですから、1,755万6,000円で、それ

が1,547万1,000円になったということでござい

ます。

国際交流員がせっかくいらっしゃ○岩下委員

る。しかし、ほとんどの方は県民はあったこと

もないというのがもちろんあると思うんですよ

ね。ですから、何か来ていらっしゃるそのかい

があるような、そういったことを仕組んでいた

だくとありがたいがなと思います。

今通訳とか翻訳の○日髙文化文教・国際課長

お話ししましたけども、それ以外に委員がおっ

しゃいましたように、結局、小学校、中学校、

高校に参りまして、そういう国際のいろんなこ

とを理解していただくということで、外国に興

味を持っていただいて、みずから大きくなって

国際交流を進めるような子供になっていただき

たいということで、いろんな小・中・高回って

、 、いただいていますが その数も年間に46件とか

かなり数も多くしておりますので、これからの

子供たちをそういうことで国際化を進めるとい

う意味では、非常に力を出していただいている

んじゃないかと思いますし、また、各市町村で

、いろんな国際交流についてのいろんな催し物が

。 、フェスティバルがございます それに積極的に

これは土曜日曜が多いんですが、それに国際交

流員も参加しまして、そこで各地域での国際交

流を進める手助けをしているというのがござい

ますので、できるだけこういう形で幅広く活動

をしていただくように進めていきたいと思って

おります。
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総合交通課のほうからお尋ねした○有岡委員

いと思うんですが、資料の27ページの案件で、

地方バス路線等運行維持対策事業という項目が

ございますが、きょうの今回の資料の中の資料

１で 「路線バス検証会議」とりまとめという資、

料をいただいていますので、それとあわせて

ちょっとお尋ねしたいと思います。

この資料の中でいきますと、バス路線が負の

スパイラルに陥っているという表現がありまし

て、今、きのうもちょっとエコ通勤割引バスと

いうのがあったんで言わさしていただいたんで

すが、やはりどうしても必要な方がいらっしゃ

ると、路線バスがなきゃ困るという方が確かに

いらっしゃるという現状の中で、先ほどの説明

では、予算額が4,216万5,000円の減額、これは

国の路線単価等の補助額の減額に伴うものだと

いうお話があったんですけど、この対策事業と

いう項目を広く捉えたときに、現状をもう少し

詳しく聞きたいんですが、地域間の幹線道路、

国、県、市町村が負担しながら運用している。

、 、しかし これからはますます疲弊していく中で

路線が廃止になっていくという、この毎年毎年

見直しをしていけない現状ですね、予算は残っ

ている現状で、もっと対策をとれたんじゃない

かというふうに私は思うんですが、今の現状と

対策の状況ももう少しおっしゃっていただきた

いと思いますが。

有岡委員、路線バス検証会議の○黒木委員長

、まとめについては後で報告事項でありますので

その内容については後でということで、補正予

算に関して。

わかりました。4,216万5,000円減○有岡委員

額になったという背景をわかる範囲で。

27ページの減額のところ○日下総合交通課長

の、まず詳細のところを説明させていただきま

す。

先ほども説明申し上げましたが、国の単価が

見込みよりも低かったというところが一つ大き

な減額の要因でございます。単価、まず国のほ

うで単価に基づいて額が決まって、それと同額

を県のほうで補助するという形で行っているこ

とから、そのようなことになっております。

また、あわせて車両の購入等に伴う減価償却

費等の補助、これも今回少し補正で減額をさせ

ていただいております。これも宮崎交通さんの

ほうで購入をする時期が多少ちょっとおくれた

ということで、それに伴って減価償却費総額も

減ったことなどによりまして、今回補正で減と

なっています。

また、廃止路線代替バスの補助、これもこの

中に入っているわけでございますけれども、こ

ちらにつきましても、一部コミュニティバスへ

の再編が行われた結果、廃止路線代替バスの対

象ではなくなった路線というのが幾つかござい

まして、そういったことなどによって、額のほ

うが減額させていただいているという状況でご

ざいます。

わかりました。また後ほどまた詳○有岡委員

しくお尋ねしたいと思います。

このページのもう１件ですけども、国内外の

航空交通ネットワークの形成に要する経費とい

うことが、金額はわずかな金額ではあるんです

けども、この項目で宮崎空港の利用状況を見ま

すと、国際線もそうですが、よそから来られる

方が７、こちらから出で行く方が３というふう

な、そういう比率でかなり県民の利用というの

が少ないんじゃないかというふうに解釈してた

んですけども、そこら辺の捉え方はどうでしょ

うか。

おっしゃるとおりでござ○日下総合交通課長
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いまして、従来より向こうから来られる方に比

べてこちらから行く割合、海外に行く割合のほ

うが低いという状況というのがございました。

そういった中で、県のほうではさまざまな利

用促進事業、例えば団体の支援、団体で海外へ

の航路に乗られる方への支援であるとか、修学

旅行補助であるとか、そういった取り組みを通

じて、何とか日本からの海外、定期便を利用し

て行く方をふやそうという取り組みを行ってき

ているところでございます。

ただ、今年度の状況といたしましては、いろ

いろな例えば尖閣問題であるとか、竹島問題で

あるとか、残念なことにそういった問題もあり

まして、今年度も引き続いてちょっと日本人の

割合が低いという状況が続いているという状況

でございます。

了解しました。また今後取り組み○有岡委員

を検討していきたいと思っております。

続いて、中山間・地域政策課の件で32ページ

に、先ほど鳥飼議員のほうが質問されました市

町村との連携支援基金事業ということで、今の

現状についてある程度理解できたんですが、こ

とし24年度に取り組んだことによって、何らか

のアクションがあったと思うんですね。そうい

うどういったアクションがあって25年度につな

がっていくのか、現状、幾つか動きがあったと

思うんですが、そこら辺の情報を知りたいと思

います。

市町村間連携支○川原中山間・地域政策課長

援基金事業でございます。市町村間連携計画を

各圏域で策定いただきまして、その中で今後の

事業の実施計画等を各圏域ともワーキンググ

ループ等を設定いただきまして、具体的な事業

、の検討段階に入っておるところでございまして

今鋭意各圏域で検討を進めているところでござ

います。今、聞いているところを若干申し上げ

ますと、例えば宮崎東諸地域でありますと、綾

、ユネスコエコパークが認定になりましたけども

そういったものを活用したといいますか、より

活用するためのいろんな取り組み事業をできな

、いかということで検討していただいているとか

あるいは南那珂等につきましては、子育て関係

の何か環境整備なり支援事業はできないかとい

うことで検討いただいているとか、あるいは西

諸については、ジオパーク関係で共同事業はで

きないかとかといったようなことで、各圏域と

も鋭意事業化に向けて検討いただいている状況

でございます。

、○有岡委員 どうぞ中間に入っていただく中で

また仲人役をうまくやっていただければありが

たいと思っております。

もう１点お尋ねしたいと思いますが、生活・

協働・男女参画課の37ページになりますが、犯

罪のない安全で安心なまちづくり推進事業、こ

の説明がなかったんでうまく理解できなかった

んですが、468万5,000円の支出がある中で、141

万5,000円減額があるという中で、私、よく防犯

灯の話が市町村レベルでは出るんですけども、

赤色灯をつけることによって防犯効果があると

か いろんな事案があるんですけども こういっ、 、

た、そういった具体的な地域の要望とか、そう

、いった対策というのは話題にならなかったのか

お尋ねいたします。

この犯罪のない○横山交通・地域安全対策監

安全で安心なまちづくり推進事業についてであ

りますけれども、県民会議を中心に官民一体と

なった取り組みを推進するということで事業を

進めておりますが、ただ、防犯灯とか、そうい

うものにつきましては具体的に意見、要望等は

上がってきておりません。これは具体的に市町
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村におきまして、地域住民からの要望等を受け

て対応しているものと思われます。

、県民会議年１回総会を開催いたしますけども

その中でいろいろ道路環境整備とか、防犯灯の

設置とか、そういうものについては具体的な申

し合わせをいたしまして それで取り組みましょ、

うというような取り組みをなしているところで

ございます。

ぜひ今後ＬＥＤの交換とかいろん○有岡委員

な話題が、駅周辺とか話題になってくることと

思いますので、また情報収集していただいて、

またこういった後押しをしていただければあり

がたいと思っております。

以上です。

ほかに質疑はありませんか。○黒木委員長

先ほどの岩下委員○日髙文化文教・国際課長

の御質問で、本課のほうに国際交流員はいつご

ろから設置しているのかという御質問ございま

したが、この外国青年招致事業が昭和62年の８

月に始まりました。それで、本課のほうにも昭

和62年から、このときは人数はお一人でしたけ

ども、昭和62年から雇用しておりまして、それ

からずっと現在に至りますまで、人数はふえて

おりますけれども、雇用しておる状況でござい

ます。

大体何年間が条件なんですか。○岩下委員

雇用の契約そのも○日髙文化文教・国際課長

のは１年１年ということになっておりますが、

基本的には３年間が期間になっております。た

だ、非常に能力、人格すぐれている場合には、

最長５年まで延長できるということになってお

ります。

今見えているのはどこの国からで○岩下委員

すか。

３名は男性１名が○日髙文化文教・国際課長

アメリカから、あと女性２人おりますが、１人

がシンガポールからと韓国からの３名になって

おります。

日本から国際交流員で出かけてい○岩下委員

るという国はあるのですか。外国から招聘され

ている、国際交流員として日本人が行っている

というケースは宮崎県からあるんですか。

この事業そのもの○日髙文化文教・国際課長

は外国青年を招致する事業でございますから、

この事業で行くことはないんですが、ただ、Ｊ

ＩＣＡのボランティアとか、いわゆる青年海外

協力隊ですね、それで２年間若い方が行くとい

うことで、いろんな分野がございますけど、例

えば向こうの学校の理科の教師になるとか、小

学校の先生になるとか、いうことで行かれてる

方はもちろん宮崎県からもおられます。

ありがとうございました。○岩下委員

ほかに議案についての質疑はあ○黒木委員長

りませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、それではそ○黒木委員長

の他の報告事項についての説明を求めます。

それでは、お手元に配付○金子総合政策課長

してございます資料３、それから資料３関連資

料、ＴＰＰの関係について御説明をさせていた

だきます。

まず、資料３でございます 「宮崎県ＴＰＰ協。

定対策本部第１回会議資料」ということで、３

月５日に設置したものでございます。

１ページあけていただきまして、本部の設置

。 、要綱をつけてございます もう御案内のとおり

幅広い分野に影響があるということで、本県の

経済あるいは県民生活ということで、どのよう

な影響があるのかをしっかり把握し、対策を検

討していくという趣旨で設置したものでござい
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ます。

、 、第２条に所掌事務ということで 情報の収集

、 。 、影響の調査分析 それから県の対策の検討 で

組織でございますが、右のほうに知事を本部長

とします各部局長レベルの本部と、それから、

下のほうにございます総合政策部長を幹事長と

します幹事会という形の二部構成になっている

ところでございます。

３ページ以降につきましては、経緯を整理し

たものでございます。白丸が国、黒丸が県内、

二重丸が海外の動きという形で整理しておりま

す。ちょっと時間の関係上全部は御説明できま

せんけれども、そもそもこの問題につきまして

は、平成22年10月、当時の総理が参加を検討と

いうようなことがにわかに起きまして、それ以

降、動きが生じてきたところでございます。

そして11月15日には、県として初めて国民的

合意が得られるまで十分かつ慎重な検討をとい

う要望活動をやっております。同時に、県議会

におきましても、反対の意見書というのを採択

されたというところでございます。

それから、平成23年も９月にはやはり２回目

の県議会の意見書採択ということがございまし

た。

４ページをちょっと飛ばさせていただきまし

、 、 、て ５ページ これも６月でございますけども

３回目の採択ということでございます。その上

にメキシコ・カナダと書いてございます。これ

で現在、当初４カ国でスタートして11カ国、現

在の状況というところでございます。

下のほうでございますけども、自民党の政権

公約ということで、６項目が盛り込まれたとこ

ろでございます。そして、12月に新政権が発足

ということです。

６ページにまいりまして、右の１月11日でご

ざいます。これは「国の施策・予算に関する要

望」ということで、国あるいは県関係の国会議

員等に対しまして要望活動、ＴＰＰ関連も、以

外もありましたけども、これも重点的にやった

ところでございます。

知事が議会でも御答弁申し上げておりますと

おり、具体的な情報と対応方針の説明、あるい

は意見交換の実施、国民的合意の形成、拙速な

参加表明の回避というような形で要望してまい

りました。

２月23日、日米共同声明で、明文化という形

で確認をされたところでありまして、包括的で

高い水準の協定を達成し、全ての物品が交渉対

象とした。そして２ぽつ目にありますとおり、

センシティビティー、いわゆる重要品目が存在

すると、日本では農産品、アメリカでは工業製

品というような表現がございました。３つ目で

ございますが、ＴＰＰ交渉参加に際し、一方的

に全ての関税を撤廃することをあらかじめ約束

することを求められるものではないということ

を確認されたと。最終的な結果は交渉の中で決

まっていくというふうなことでございました。

総理が帰国され、25日には自民党役員会で参

加表明の一任をとられまして、そして28日に施

政方針演説をされましたけども、今後、政府の

責任において交渉参加について判断していくと

いうことを述べられました。

知事のほうもこういった急速な動きを受けま

して、庁内に部局横断的な対応本部をつくって

いくということ表明させていただきました。

それから、ＪＡからも知事への要請が 国─

への働きかけに対する要請等も受けたところで

ございます。

そして、３月４日に県議会のほうで全会一致

で４回目の意見書が採択され、そして５日に対
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策本部を設置、第１回目の会議が開かれたとい

う、これまでの経緯でございます。

今後につきましてですが、今ちょうどシンガ

ポールで16回目の会合をやっております。そし

て、これは新聞報道等によりますと、10月にＡ

ＰＥＣがあり、そこで交渉大筋合意、あるいは

年内に交渉妥結というふうなのが報道をされて

いるようなところでございます。

次の７ページ、お願いいたします。これは農

政水産部が、平成22年に国の試算に準じてやっ

た影響試算でございます。

国の試算でございますけども、農林水産物の

生産減少が4.5兆円程度というふうに書いてござ

、 、いますが 全体が10.5兆円ということですから

約４割の影響が出てくる、減少が出てくるとい

うふうなこと、それプラス多面的機能の喪失と

か関連産業への影響という形での試算がなされ

ておりますが、表に書いてございますが、米、

小麦、牛乳乳製品、牛肉、粗糖、こういった関

税率が高く、内外価格差の大きい品目にどうし

ても大きい影響が出てくるということでござい

ます。

それに準じまして、下の２番でございますけ

ども、本県の試算をして、全体で約3,000億円の

影響があるというところ、一番下でございます

が、雇用等の影響も見ますと３万6,000人という

ふうな厳しい数字も出ておるところでございま

す。

この数字以外にも、やはり仮に入った場合に

、 、おきますと なかなか経営転換の問題ですとか

あるいは中山間地を中心とした集落、産地の崩

壊の問題とかさまざまな懸念材料があるという

ことであります。

９ページでございますが、当面の対応につい

てということで、確認をしたところでございま

す。

１点目、まず、ＴＰＰ協定に関する情報の収

集ということで、関係省庁、それから関係団体

等から十分に意見交換、情報収集をしろという

形で知事から指示がおりました。

それから、先ほど御紹介した影響の調査・分

析であります。近いうちに政府が統一的な試算

を出すということでありますので、農政水産部

を中心にそれを受けて改めて試算をやり直すと

いうことです。農業・農村全体にいろんな角度

から幅広く多角的に検討・分析したいというふ

うなことでありました。

それから、３点目といたしまして、事態の急

展開、推移を踏まえた的確かつ迅速に対応策を

検討し、そして国等への働きかけをやるという

ところでございます。

早速ということでございますけども、本日、

知事が上京いたしまして、お手元に書いてござ

いますが、資料３関連資料、この要望書をきょ

うの午後からでございます、まずは県関係の国

会議員、それから自民党本部、そして農水省と

いうふうな形で回る予定にしてございます。本

日、御欠席でありますが、外山議長のほうも御

同行いただいて、あと農業関係の団体と一緒に

なって本県の実情を強く訴えかけていくという

ところでございます。

、この文書の表のほうの一番下でございますが

現状においては、交渉参加を判断する状況には

至っていないと考えているとしっかり書いてお

りまして、裏のページにありますとおり、特に

３点目でございますが、本県のような地方の実

情を十分踏まえ、拙速な参加表明を行わないこ

とと、これを特に重点的に訴えてまいりたいと

いうことで本日臨むことでしてございます。

また先ほどの資料３に戻りまして あと10ペー、
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ジ以降はいろいろ関連する資料をつけさせてい

ただいております。10ページは先ほど御紹介し

た日米共同声明の文書でございます。

それから11、12につきましては、これは自民

党内の政務調査会で外交・経済連携調査会が２

月27日に決議、恐れ入りますが案とつけており

ますが、もう決議でございます、案はとれてお

ります。

特に右のほうでございますが、政権公約に書

かれた６項目関連ということで、例えば①の農

林水産品というところでは、具体的な例示と、

米、麦、牛肉、乳製品、砂糖、こういったもの

が守るべき国益という形で例示されてございま

す。

それから、③でございますが、国民皆保険、

それから④食の安全安心、こういったところが

国益という形で整理をされておられるという状

況でございます。

それから、13ページ、14ページは、ＪＡから

知事に対する要請ということでございます。一

番下のほうでございますけども、拙速なＴＰＰ

交渉参加の断固阻止について、政府に強く働き

かけいただきますよう要請いたしますというふ

うな形で出されたところでございます。

あと15ページが、３月４日の県議会の意見書

でございます。

あと飛びまして、18ページ以降につきまして

は、内閣官房が２月時点でまとめた資料を参考

までにつけさせていただいておるところでござ

いますが、21ページ、ここはＴＰＰ交渉で扱わ

れる分野ということで、21の分野が例示されて

おります。特に（１）がこの物品市場アクセス

ということで基本的な構成要素になっておりま

すが、その中に３つの作業部会がありまして、

農業、繊維・衣料品、工業ということでござい

ます。

これに限らずサービス貿易、あるいは非関税

分野、新しい分野という形で、まさに包括的な

協定を高い水準で結んでいくというのが目標に

掲げられているというところでございます。

それから、ちょっと飛ばさせていただきます

が 25ページ 特に今米国との事前調整とかやっ、 、

ておられるように報道が出ておりますが、やは

り項目は自動車、それから保険 これ日本の─

郵政の問題、それから牛肉といったところが焦

点になっておるというふうなところでございま

す。

次の26ページでございます。ＴＰＰ協定のメ

リット、デメリットという形で、これは国のほ

うが各地域で意見交換とかシンポジウムとか

やって、関係団体等ともやって、その結果をま

とめたところでございますが、特に下のほうで

ございます。デメリットというところで、農業

の衰退や自給率の低下、それから食品の安全基

準、医療保険の範囲縮小、それから外国人専門

家等の大量の流入、それから、地方公共事業の

開放の問題、それから外国人の投資家が国を訴

えるというふうな懸念、こういったところが主

なやつという形で整理されているところでござ

います。

簡単でございますけども、以上、対策本部と

いうことでございます。今後につきましても、

全庁挙げまして急速な事態の変化に対応できる

ようにやっていきたいということを考えており

ますので、よろしくお願いいたしておきます。

それから、委員会資料のほうに戻らせていた

だきまして、５ページでございます。県民の暮

らしと経済・雇用を支える当面の対応方針とい

うことでございます これは２月８日に県経済・。

雇用対策推進本部、知事本部長のものを設置い
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たして、決定したものでございます。

これまでの経済活性化対策、さらには南海ト

ラフ等を見据えた防災・減災対策等が喫緊の課

題であるということ、そして来年度当初予算で

は「復興から新たな成長へ」の考え方で、３つ

の柱でやっていくということが書いてございま

して、最後のパラグラフでございますが、この

ような中ということで、国の緊急経済対策を踏

まえた県としての対策ということで、先月、決

定したものでございます。

補正予算につきましては、御案内のとおり、

２月26日に可決成立してございまして、経済対

策関連では約10.3兆円の規模になってございま

す。

、 、こういった動向を踏まえて 本県においても

公共事業を中心に25年度重点施策の一部前倒し

という形で当面の対応方針を定めたところでご

ざいます。

当面のとしてございますのは、国の25年の当

初はまだ全体 詳細 あるいは動向がまだちょっ、 、

と見通せないものですから、まずは補正の分に

対応という形でこの方針を立てたところでござ

います。

柱は、県民の暮らしの安全・安心の確保が一

つ、それから、裏のほうのページにまいりまし

て、経済・雇用の活性化というところでござい

ます。

７ページ、８ページにかけまして、今追加で

出させていただきました補正予算の概要を整理

してございます。483.5億円ということでござい

ますが、御案内のとおり、特に公共事業を中心

ということになっておりまして、補助交付金の

事業が約372億、それから国の直轄事業の負担金

が26億と、合計しますと398億円が公共事業の分

というふうな内容になってございます。

７ページの下のほうでございますが、先ほど

生活・協働のほうから御説明いたしました消費

者行政活性化基金積立金6,000万、これもここに

。計上させていただいているところでございます

県におきましては、これらの対策を早急に補

正予算をお認めいただいた上で、全庁挙げまし

てその効果を早く出すためにも 庁内一丸となっ、

て取り組んでいくこと、それから民間やら市町

村とも十分連携していきたいということを確認

しているところでございます。

以上でございます。

その他の報告事項あと２項目あ○黒木委員長

りますが、これ午後に説明を受けたいと思いま

す。午後１時に再開をいたします。

暫時休憩いたします。

午後０時１分休憩

午後１時０分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

残りのその他報告事項について説明を求めま

す。

。○日下総合交通課長 総合交通課でございます

私のほうから委員会資料、９ページにございま

す、平成24年度「路線バス検証会議」のとりま

とめについて御説明させていただきたいと思い

ます。

９ページ、お開きいただければと思います。

委員会資料でございます。本県のバス路線につ

きましては、モータリゼーションの進展等によ

り、利用者の減少が続き、その大部分を担う宮

崎交通を初めといたしまして、バス事業者の経

営環境は大変厳しいものとなっております。

県においては、このままでは路線バスが維持

できなくなるという危機感のもと、各市町村や
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宮崎交通とともに、県内７ブロックで路線バス

検証会議を設置し、将来にわたって持続可能な

地域公共交通ネットワークのあり方について議

論を行ってきたところでございます。今般、こ

れまでの議論の結果を現時点におきまして取り

まとめましたので、御報告するものでございま

す。

まず、１の会議の位置づけについてでござい

ます。先ほど申し上げましたとおり、乗り合い

バス利用者の減少により、バス事業者の経営が

厳しい環境にあることに加えまして、路線バス

への財政的な支援を続ける国、県及び市町村に

おいても、厳しい財政状況にあることから、持

、続可能な公共交通ネットワークの構築に向けて

バス事業者の路線バスや市町村が運行するコ

ミュニティバスなど、路線バスサービス全体に

ついて総括的な議論を行う場として設置をした

ところでございます。

次に、２の会議の構成でございます。こちら

は、県、市町村、宮崎交通、それから国土交通

省の宮崎運輸支局となっております。

参考でございますが、県内７ブロックの内訳

は、下記のとおり、下に記載のとおりになって

おります。

続いて、３の議論の経過でございます。この

会議は、平成24年１月の市町村交通政策担当課

長会議において設置が決定されまして、平成24

年２月に第１回を、平成24年７月から８月にか

けて第２回を、それから平成25年１月から２月

にかけて第３回をそれぞれのブロックごとに開

催をして、第１回目では、宮崎交通からの経営

状況に基づいた意見交換を行い、第２回目は、

市町村から現状と課題の報告と、あわせて地域

公共交通ネットワークの維持充実に向けた地域

住民、交通事業者、市町村、県のそれぞれの役

割分担について整理をいたしました。

第３回目につきましては、それぞれのブロッ

クごとの地域公共交通の現状と課題を解決する

ための対応策について議論を行ってきたところ

でございます。

続いて、４の取りまとめの内容についてでご

ざいます。こちらは別添資料１におつけしてお

ります 「平成24年度『路線バス検証会議』とり、

まとめ 、こちらをもとに御説明を申し上げたい」

と思います。

資料１でございます。１ページと下に１と書

かれているページをお開きいただければと思い

ます。

第１章、本県地域公共交通の現状と課題とご

ざいますが、こちら１ページから５ページにか

けまして、本県の少子高齢化の現状、それから

高齢者関与の交通事故の現状、それからまた自

、家用車の普及状況や路線バス利用者の推移など

本県公共交通を取り巻く社会環境とともに、バ

ス輸送に係る課題を主として統計データをもと

に整理をしております。

続いて、６ページをごらんいただければと思

います。第２章、路線バス検証会議の経緯とそ

、 、の成果というところでございますが こちらは

、先ほど御説明申し上げました会議の位置づけや

それから地域住民、交通事業者、市町村、県の

役割分担について説明をしております。

６ページ以下、こちら10ページまで整理をさ

せていただいているところでございます。

こちら７ページのイメージ図、会議の位置づ

け（イメージ図）は先ほど御説明した内容を図

示したものでございます。７ページの下の第２

節以下、こちらは役割分担の整理をしていると

ころでございます。

その役割分担につきましては、９ページ、10
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ページにそれぞれ地域住民、交通事業者、市町

村、県とそれぞれの主体ごとの役割を地域公共

交通の活性化及び再生に関する法律をベースと

いたしまして、整理をさせていただいていると

ころでございます。

続いて、11ページ、第３章、地域別公共交通

の現状と対応策、こちら11ページ以降が現状と

対応策を整理させていただいているページでご

ざいます。

まず、現状と課題、11ページでございます。

こちらにつきましては、各地域いずれにおきま

─しても （１ （２）にございますとおり、 ）、

まず（１）にございますとおり、交通事業者の

路線バスにつきましては、運行距離が長く、ま

たコストがかさむ広域をまたぐ地域間幹線が主

な赤字要因となっていること。また （２）の廃、

止路線代替バスにつきましては、そもそも民間

事業者が不採算として撤退をしたという経緯の

路線でございますので、その欠損額を負担して

いる県、市町村の財政を圧迫しつつある。こう

いった現状が各ブロック共通する課題として抽

出されたところでございます。

こういった課題を踏まえました今後の対応策

の方向性が、11ページの下の２番以降整理、ま

とめているところでございます。

まず （１）にございますとおり、まずは、バ、

ス路線に対する住民理解の浸透と利用促進、こ

ちらが必要であるというふうにしております。

その上で （２）にございますとおり、観光と、

の連携、外から地域外からの訪問者、これをバ

ス利用につなげていく、こちらこういった取り

組みが重要であるということを整理していると

ころでございます。

そして（３）バス路線の維持・確保というと

ころでございます。こちらにつきましては、①

②③それぞれ地域間幹線 廃止代替バス コミュ、 、

ニティバスという形で整理をしております。

まず、①の市町村をまたぐ地域間幹線につき

ましては、路線の見直しをこれまでのようなバ

ス事業者任せではなくて、行政、それから住民

もともに考えていくこと、こういったことの重

要性であるとか、鉄道やコミュニティバス、こ

ういった他の交通機関等との結節の強化、これ

によって利便性を高めることの重要性であると

か、また、路線の一部見直しによりコスト維持

を図る等、路線維持のための取り組みを行うこ

とが重要な課題であるというふうに整理をして

おります。

②の廃止路線代替バスにつきましては、先ほ

ど申し上げましたとおり、県、市町村財政負担

、の増大が課題となっていることを踏まえまして

、より住民にとって利便性の高い路線になるよう

路線、ダイヤ等を不断の見直しを市町村を主体

として行いながら、運行を維持していく、こう

いったことが重要というふうに整理をしており

ます。

③、こちらはコミュニティバスについてでご

ざいますが、交通事業者の乗り入れのない地域

の住民の移動手段として重要な役割を果たして

おりますこと、また住民のニーズを反映しやす

いといった特徴を有しますので、今後、ますま

すそのニーズが高まっていくことが期待をされ

ているところでございます。

今後、民間事業者ではなかなか採算ベースに

乗らない地域間幹線系統や廃止路線代替バスか

らの転換、またそういった交通事業者の連携の

もと、地域の重要な交通ネットワークの一部と

して機能を発揮するものというふうに考えてい

るというところでございます。

、こういった今後の対応の方向性につきまして
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下にございますとおり、県におきましてはこの

ような対応策の具体化に向けまして、関係者か

らの連携協働を推進するとともに、その取り組

みに対して必要な支援を行っていくこととして

おります。

13ページ以降は、各地域における路線バスの

系統数などのデータをお示ししているところで

ございます。

最後に、一番17ページをお開きいただければ

と思います。第４章、今後の展開のところでご

ざいます。今回のこちらの報告書につきまして

は、下の検討経過に示しておりますとおり、こ

れまでの３回の議論を とりあえずこれまで─

の議論を平成24年度分として取りまとめさせて

いただいているものでございます。

地域公共交通を取り巻く環境は、今後もます

ます厳しさを増すものと考えられます。さきに

御説明申し上げましたとおり、行政、交通事業

者、地域住民等がそれぞれの役割に応じた取り

組みを行うとともに、今後もこの会議を継続し

て開催をすることとしております。

また、県といたしましては、来年度の当初予

算におきまして、これまでの制度を見直しを行

わせていただく予定としておりますが、この件

につきましては、当初予算の審議をお願いする

、際に御説明させていただきたいと思いますので

よろしくお願いいたします。

説明は以上でございます。

それでは、宮崎県ＩＣＴ○長倉情報政策課長

業務継続計画（全体方針編）の策定について説

明いたします。委員会資料の11ページをごらん

ください。

まず、１の目的等であります。今回策定した

ＩＣＴ業務継続計画 一般的にＩＣＴ─ＢＣ─

Ｐといっておりますけれども、大規模な災害発

生時等に情報システムなどの停止の防止や早期

復旧を図ることにより、県の重要業務の継続や

早期再開を図ることを目的として策定したもの

であります。

２の名称は、ただいま申し上げましたとおり

で （３）の策定時期は、ことしの２月になって、

おります。

２の概要でございますけれども、対象部局は

知事部局であります。

そして②にあります対象システムにつきまし

ては、本庁版ＢＣＰ、昨年３月に策定されまし

たけど、その非常時優先業務に係る情報システ

ムの27システムとなっております。

２ の計画内容につきましては １枚めくっ（ ） 、

ていただきまして、12ページ、13ページで御説

明したいと考えております。

まず、12ページなんですが、囲みの左上、二

重線の四角で囲んでいるＩＣＴ非常時体制です

けれども、非常時には総合政策部長をトップに

丸い四角で囲っている情報政策課を中心とした

ＩＣＴ─ＢＣＰ運営チームを編成します。

この運営チームには、県庁ＬＡＮなどのいわ

ゆるシステム全体の基盤を復旧する基盤復旧班

と、各課の所管する情報システムの復旧等を行

う調整班を置きまして、システム所管課や事業

者と連携して業務に当たることになります。

次に、その下に復旧優先の27のシステムを掲

げております。これらは非常時の業務の重要性

に応じて表の上の左から右にありますように、

優先度が１から３まで分かれています。

例えば優先度１には、県庁ＬＡＮなどの共通

情報基盤や県民への情報発信の中心となるホー

ムページ掲載システム、防災情報処理システム

などの６つの防災関連システムなどが入ってお

ります。



- 31 -

平成25年３月７日(木)

次に、復旧手順につきましては、ただいまの

表の左側に第１から第３の類型を掲げておりま

す。

具体的な復旧手順につきましては、右の別紙

と書かれている13ページのほうの表をごらんく

ださい。

まず、一番上の第１類型ですが、これは県が

管理するシステムのうち、サーバーをｉＤＣに

置いてないものが該当します。ｉＤＣと申しま

、 、すのは インターネットデータセンターの略で

いわゆる各種システムのサーバーを預かりまし

て、災害に強い施設、設備のもとで、安定性の

高い通信環境や保守・運用サービスを提供する

民間の施設であります。

そのような安全なとこにあるかないかという

ことで手順が変わってくるということで、第１

類型から第３類型が分かれていることを御理解

いただきたいと思います。

第１類型では、災害発生直後の初動対応とし

まして、運営チームからシステム所管課に被災

状況の確認を依頼します。所管課は 右側の─

、 、所管課のところですけど 上から２つ目の四角

情報システムの死活の報告（第１報 、そしてま）

ず生きているか死んでいるかを報告していただ

きまして、続いて詳細な被災状況を報告しても

らうということになっています。

それを受けまして、左側、情報政策課として

は、全庁的な被災状況を取りまとめて復旧が必

要な情報システムを整理して、そしてその下の

ほうに行きまして、保守事業者に優先順位に基

づく復旧を依頼するということになります。

あくまでも復旧の指示をするのは情報政策課

という形になりまして、そして所管課としては

保守事業者からの連絡を待って、連絡が来たら

現地確認の対応であるとか、そういったのをし

。 、ていただくということになります そして最後

システムの復旧を確認いたしまして、情報政策

課に完了報告をする。全システム復旧後、情報

政策課としては災害対策本部へ完了報告という

という形になります。

第２類型は、県管理システムでサーバーをｉ

ＤＣに 設置していないもの、それぞれのサー※

バーを所管課の中に置いているようなシステム

になります。これにつきましては、基本的な考

え方は第１類型と一緒ですけれども、ｉＤＣに

置いてありますので、いわゆるサーバーの死活

確認であるとか、復旧行動は情報政策課とｉＤ

Ｃ、もしくは保守事業者が中心になってやりま

して、そして原課としては、動作確認等の報告

をしていただくような形になります。

第３類型は、他団体管理システムということ

ですが、これは先ほどの27システムの中でいえ

ば、旅券発給管理システムのように、例えば外

務省が持っているシステム、それで実際のシス

テムの管理者は外務省だというような、他団体

がやっているようなものになります。これにつ

きましては、基本的には私どもに対しては死活

の確認を、死活の状況等を報告していただくと

ともに、外務省にも報告していただきまして、

そして、他団体のＩＣＴ─ＢＣＰによる対応を

各課でやってもらうという形になります。

以上、申し上げましたように、非常時の情報

システムの復旧は混乱のある中でできるだけ早

く行うことが重要でありますので、各所管課が

ばらばら対応するのではなく、全庁的な体制の

もとで取り組むことが必要になっております。

そういう形で今回のＩＣＴ─ＢＣＰはつくって

おります。

それでは、もう一度12ページをごらんいただ

※34ページに訂正発言あり
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きまして、一番下の欄をごらんください。平常

時の備えであります。非常時の対応以上に被災

しない、ないしは被災しても軽度で済むように

することが重要ですので 耐震対策やデータバッ、

クアップ等について記述するとともに、定期的

な訓練の実施等を定めています。

、 、内容については以上ですが 恐縮ですけども

最初の資料11ページにお戻りください。３の策

定までの経緯等ですけれども、経緯はごらんの

とおりですが、２月に庁内に設置しております

ＩＴ推進本部会議の承認を得て計画の策定を行

い、３月から運用の開始をしております。

最後に、４の今後の取り組みですが、来年度

は全体方針編の庁内の周知を図り、訓練を行う

ほか、今年度中に策定予定の個別システム編の

ひな形、これ今情報政策課で用意しているとこ

ですけど、このひな形を参考に各所管課で個別

システム編の策定をお願いすることとしており

ます。また、知事部局以外の部局におきまして

も、ＩＣＴ─ＢＣＰの策定を同じようにひな形

を参考に策定していただくように検討をお願い

しているところでございます。

なお、ＩＣＴ─ＢＣＰの本体は、資料２とし

て添付しておりますので、後ほどごらんいただ

ければと存じます。

情報政策課の説明は以上であります。

執行部の説明が終わりました。○黒木委員長

その他の報告事項について質疑はありません

か。

失礼します。先ほどの質問の続き○有岡委員

になろうかと思いますが、要望でもあるんです

けども、この交通アクセスの問題で、例えば考

え方として、市町村間の連携の話とリンクする

んですけども、例えば綾町でエコパークの取り

組みを推進していきたいという話がありました

が、実際にそこに観光で行こうとしても、交通

路線は１時間に１本ぐらいのアクセスしかない

わけですね。

ですから、例えば宮崎駅からスタートして国

富を回って、綾に行って、循環するようなシス

テムをつくるとか、ですから、市町村間で協議

する中の大きなテーマがあって、それの最終的

な交通手段とかいろんなものに波及してくると

思うんですね。そういったものをいろいろ総合

的に検討していくことがこれから必要ではない

。 、 、かなと思うんですね ですから 生活者の立場

観光とか、そういう維持するための議論をして

いただきたいと思います。なぜこういったこと

を申し上げるかといいますと 将来道州制になっ、

たときに、果たしてここまで細やかな対応がで

きるだろうかという危惧してるんですね。

そういった意味では、これは時間をかけずに

先手先手で取り組まなきゃいけない時期に来て

いるんじゃないかと思いましたし、予算がああ

いった形で余裕があれば、幅広く取り入れるよ

うな予算の捉え方もできるんじゃないかという

意味で要望しておきたいと思います。

要望でいいですか。○黒木委員長

はい、結構です。○有岡委員

同じですけども、路線バス検証会○鳥飼委員

議、大変御苦労さまでした。私も５年ぐらい前

からこういうバス路線といいますか ここもずっ、

と一貫してこの20年、30年でずっと右肩下がり

で落ちてきて、バスの運営といいますか、困難

になりつつあるという状況があったものですか

ら、県が地域地域といいますか、市町村で苦労

する、だけでやるんじゃなくて、県が旗を振っ

てもらって、広域的な視点を加えて、加味をし

て地域の足を守る、そういう取り組みをお願い

、しますということを要請してきたものですから
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これをこうやって成果品となってまとまったと

いうことは大変うれしいですし、総合交通課の

こういう努力に感謝したいし、評価をしたいと

思っています。

そこで、新年度予算のところに出てくるのか

もしれませんけども、その際にまた議論はした

いんですが、じゃあどうするのかと、こういう

ことになるわけで、例えば垂れ幕でもしている

のかもしれませんけど 「乗ってるの、舗装路線、

バス」とか、何かそういう垂れ幕で県民への意

識啓発といいますか、どうしても便利だから自

家用車を使う、自家用車を使うと道路が混雑す

るものですから道路をつくれとなるということ

で、それと橋をつくれということで、天満橋か

ら清武までできて、非常に便利になってきたん

ですけど、数十億かかると。するとまた車がふ

。えてというような悪循環で来たと思うんですね

ですから、じゃあそれをどうするのかという

ようなことなんですけども、インセンティブと

いいますか、公共交通機関を使えばこういうメ

リットといいますか、インセンティブあるんで

すよとかいうような、例えば宮崎牛の販売促進

で10％、20％プレミアムをつくったりとかしま

して、今販売の継続をまた３月までとしてるん

ですけども、そういう取り組みまた必要になっ

てくるんだろうと思っているんですが、総合交

通課の中でどういう論議をしておられるのか、

そこがあれば幾つか御紹介いただきたい。

おっしゃるとおりでござ○日下総合交通課長

いまして、そういったこちらの取りまとめにも

ありますように、住民の方にバス、公共交通の

大切さを認識してもらう、そういったこと、ま

た乗ってもらおうという意識を持ってもらう、

そういった取り組みというのは本当に大事だと

いうふうに考えております。

今後の県の取り組みといたしましても、一つ

には先ほど前半のところにも書いてあります公

共交通の現状今どうなっているのか、利用者が

減ってきている。そういったことも含めてバス

の現状、これをホームページに載せまして、広

く県民の方に知ってもらう、こういった取り組

みをまずしようかなと、第一歩ではあるんです

けど、まずはそういった取り組みをしようかな

というふうに考えております。

それから、先ほどまた乗ることの意味という

のを知ってもらうという意味では、最近、モビ

リティーマネジメントと呼ばれる取り組みがご

、 、ざいまして その公共交通に乗ることによって

例えば環境面にいい、それから体の健康にもい

いと、そういったことで公共交通に乗ることは

こんなにバスを使ったり、公共交通乗ることが

こんなにいいことだよと、こういうのを住民の

方に理解をしてもらう。そういったアンケート

、 。などをして 小まめに住民の意識を高めていく

そしてモビリティーマネジメントというのが最

近非常に、ほかの地域とかでも人気が出てきて

いるところでございます。

県のほうでも、従来から地域公共交通チャレ

ンジ支援事業という事業がございまして、そう

いった利用促進の取り組みに対して支援を行っ

ているんですけれども、今後ともそういったモ

ビリティーマネジメントなどのそういった取り

組みを中心に、地域が主体となって考える取り

組みにぜひ支援を行っていって、そういった機

運を高めていきたいなというふうに考えていま

す。

この分析の中の１ページにも書い○鳥飼委員

てありますけども、本県の年齢人口ということ

で （１）のところなんですけれども、2010年か、

ら2030年という20年という長いスパンが書いて
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あります。人口が112万7,000人から97万8,000人

と減少をしていくというのが一つと、もう一つ

は高齢化の問題が、これは大変な課題として宮

崎県 ５年早く高齢化が進んでいると言われ─

る宮崎県においては、とりわけ重要になってく

ると思いますし、そうすると、この地図が高齢

化の絵も次のページに入っておりますけども、

やはり地方の問題とか、それから単身での生活

ができるのかとかいうような独居高齢者の問題

も出てくるわけですよね。ですから、総合的に

そういう取り組みをやっていくというのが、本

当に大事な時期になってきているんじゃないか

なと思います。

ですから、これは総合交通課がつくって総合

政策部の中の資料でありますけど、何か全庁的

にできないものか。例えば、自然エネルギーで

すね、電気はほとんど県庁の職員含めて一般の

人も可能な限りスイッチを消そうとか、節約し

ようとかいう意識が、原発事故もありましたけ

ども、高まってきて、そういう運動みたいなこ

とになっていると思うんですね。

ですから、このバスについても、同じように

そういうようなところまで持っていけないのか

なあというようなことで、それは投げるピッ

チャー役の総合交通課になるわけですけども、

重い課題があるけども、今後も全力で取り組ん

でいただきたいなあということをお願いを、要

望をしておきたいと思います。

ほかにどなたか質疑はありませ○黒木委員長

んでしょうか。

ちょっと発言の訂正をい○長倉情報政策課長

たしたいと思います。

先ほど委員会資料の13ページ、中ほどの第２

類型というとこで、県管理システムでサーバー

をｉＤＣに設置というところをｉＤＣに未設置

というふうに間違って発言したみたいでござい

ます。訂正いたします。

質疑はほかにありませんでしょ○黒木委員長

うか。

ＢＣＰの関係のとこなんです○渡辺副委員長

、 、が ちょっとすごく初歩的なことを伺いますが

サーバーをｉＤＣに設置し、ｉＤＣって今沖縄

とかで一生懸命つくっているようなサーバーを

預かって地震に強いのをつくって守りますとい

。 、うやつですよね それを予算上の問題があって

ｉＤＣに置けてるのと置けてないのというのが

あるんだろうと推測しますが、とりあえず現状

を考えたときにこういうふうに対策を打って、

、こうやりますというのは大事かと思うんですが

そもそもサーバー自体をｉＤＣにどんどん移管

していくという取り組み自体は、県としては進

めないのかどうかということが１点と、ちなみ

に宮崎県の今既にｉＤＣに設置しているほうの

いわゆる設置しているｉＤＣというのは、─

どこか県内にあるんですか、ちょっとそこを教

えていただければと。

県といたしましては、基○長倉情報政策課長

本的には重要システムはｉＤＣに置くようにと

いうことで、私どもとしてはシステムの置きか

えとか、そういった際にそういうふうなお願い

をしております。ｉＤＣにそういう環境を設け

まして、いつでも受けられる形にはしているわ

けですけれども、それぞれのシステムの集計が

ございまして、例えば５年とか大体利用期間が

ありまして、その期間はもうその年で動かすと

なると、余計な経費が発生するというような問

題もあります。

それともう一つ、実は私どものＬＡＮの管理

室もｉＤＣには置いてないわけですけれども、

日常的に平たい言い方をするとまめな管理をす
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る必要がある場合は、できるだけそばに置きた

いというような場合のシステムもございます。

ですから、なかなか全てが一朝一夕にはいかな

いというふうにはなっております。

ですが、基本的にはファシリティー、いわゆ

る設備水準、そしてサービス、いわゆる標的型

を含めたそういった攻撃に対しても強い環境に

ということで、私ども今後ともそういった方向

で進めてまいりたいと考えております。

それと、私どもが設けていますサーバーを預

かる関係は県内にございます。

余り詳しくないんでとんちん○渡辺副委員長

、かんなこと言ってたら申しわけないんですけど

よく企業とかではサーバーを分散化というんで

しょうか、土地が全然離れたところに置いて、

もし東日本が地震で問題が起きたときには、沖

縄のサーバーで何とかできると、そういう取り

、組みをしているというふうに聞いていますけど

ちょっと技術的なことがわかんないんであれな

んですが、そういう例えば可能性とか、今後、

県として考えるような可能性はあるのかなしや

というところと、あとこういう分野のこういう

システムを守るためには一定の基準みたいなも

の 例えば国が何らか示していって それに沿っ、 、

て取り組んでたりするものなのかどうかという

のをちょっと教えていただければと。

いわゆるシステムの二重○長倉情報政策課長

化とか、いろいろバックアップ関係の二重化と

かいろいろ言い方がありますけれども、基本的

にもう一つの大災害時に別の環境で別の地域に

サーバーがあって、それで片方のｉＤＣがだめ

になっても使えるようになりますという形にす

るというのは、確かに銀行等のオンラインシス

テムであるとか、そういったのでそういうこと

がされているようでございます。

ただ、それは結局システムを２つ持つのと全

く同じ経費がかかりますので、なかなか財政面

で厳しい面がございます。

ただ、いわゆるシステムがそのとき動かなく

ても、データさえ確保しておけば、一定期間で

システムが復旧すれば、また再稼働できますの

で、データのバックアップというのはやはり必

要なことだと考えています。

それで、私どもとしましても、いわゆる例え

ばＬＡＮの関係のいろんな記録は、別にフィル

ム媒体でとって別の金庫に入れるとかそういっ

た形はしてるわけですけれども、今後は方向性

として 例えばオンラインで外のデータセンター、

の中にオンラインバックアップという形で、い

わゆる災害環境の違うところにというようなこ

。とも一つの検討課題ではあると考えております

それと、ｉＤＣの基準ですけれども、明確に

されたものはありません。業界の基準みたいな

のはございますけれども、やはりそれぞれの預

ける側の必要性に応じて判断すべきだと思いま

すけど、ｉＤＣと名乗られるところは大体一定

水準のところはほとんどクリアしていると思い

ます。

関連してお尋ねしますが、３年ぐ○鳥飼委員

らい前に旭化成のデータセンターの見学に行っ

たような記憶があるんですけども、県内という

ところで持っているのは 銀行とかそういう─

とこもあると思うんですけども、県が委託とい

、 。いますか 持っているのはどこになるんですか

データセンターの場所は○長倉情報政策課長

一応明らかにしないということになっておりま

すので、大変申しわけございませんけれども、

外国からの攻撃とかそういったことがあるとい

うことが前提でございます。

そうなると質問できなくなるんで○鳥飼委員
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すよね 例えばデータセンター、自分で持つ―

わけにいかんでしょう。宮崎県が持っている状

態じゃないですよね。

誰が持ったらいいとか悪○長倉情報政策課長

、いとかそういうのは制限ございませんけれども

やはりマスで考えたときに、たくさんのシステ

ムを預かったほうがデータセンターの経費とし

て安くなりますので、やはり集約化される傾向

にあると思います。

県で持つわけにはいかんし、経費○鳥飼委員

の面で、そうすると、大震災とか地震に対して

どうかとか、そういう安全面のこともあるわけ

ですね。そうすると、どことどこにデータセン

ターありますよと しかし どういう入札をやっ。 、

てるのか、どこが安いからこうしてるのか、シ

ステムがよいからしてるのかというのは、これ

は我々は知ることができないんですか、県民と

しては、どんななるんですか。

やはり調達という側面が○長倉情報政策課長

ございますので、最初にデータセンターを決め

るときには入札なりコンペなりという形で競争

性を持たせてやることになります。

先ほど場所を明確にできないと申し上げまし

たのは、実際上契約の相手方ということでいえ

ば、情報公開等の対象であれば、一応それを秘

密にするということにはならないとは考えてお

りますけれども 一般的に公に知らせる形でデー、

タセンターの場所というのは、容易にわかる形

では出さないように、例えば日立とか富士通で

あるとか、ＮＥＣもデータセンター持っていま

すけれども、データセンターの場所は明らかに

しておりません。

それと同じような理由で、私どももこういっ

た形で公に公言はしないとはしておりますけれ

ども、もちろん手続に従って必要なことについ

ては御説明はすることになると思います。

ですから、無償でしてくれるわけ○鳥飼委員

じゃないですよね。当然予算の支出が伴うわけ

だから、確かにそこを破壊をする人がおるかも

しれんというようなのを一つ公表しないという

ことになるのかもしれないんですけど、ただ、

どれぐらいの金額で委託をしているのかとか、

例えば更新をする場合、ここに変える場合とい

うのは今のところないということですけども、

将来的にはまたあり得るのではないかなあと。

そこでずっとということにはならないんじゃな

いかとか、必要なことは公開をしていく必要が

あると思うんですね。委託先も公表しないとい

、 、うのは 議会で聞いても公表しないというのは

情報開かれていないと思いますけどもね、それ

はどうなんでしょうか。

どの範囲で情報開示する○稲用総合政策部長

か、これ私もにわかに今どこまでという答えを

持っていません。情報開示のいろんな条例があ

りますので、あるいは規程がありますので、そ

の中で判断していくと。

今御質問なんかを受けながら考えていますの

は、例えば、具体的な場所を出すというふうな

ことについては、どうなんだろうかとかいうこ

とは出てくるのかな。それと、その場合に、例

えば県のデータだけじゃないことも考えられま

すので、そういうことについてはおのずから慎

重になっていくのかな。

ただ、おっしゃいましたように、実際上の入

札をして云々ということになりますと、その過

程においてどういうような条件を置いて入札を

したのかとかいうこと出てきますので、その辺

についてちょっと、今にわかに回答持っていま

せんけども、どの範囲で開示できるのかという

ことについては、少しまた勉強したいと思いま
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す。

部長が答えたからこれ以上は聞き○鳥飼委員

ませんけども、ただ、我々としては、データセ

ンター、どういう企業とどれぐらいで契約をし

てどうやっているのかぐらいは知っておく必要

があると思って、場所がどうこうというのは、

それであればそれはそれで是とするにしても、

少なくとも必要なことは公開をしていただきた

いというのは基本的な立場ですから、それだけ

申し上げておきたいと。

よろしいですか。ほかに質疑は○黒木委員長

ありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、最後にその○黒木委員長

他で何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、それでは、○黒木委員長

以上をもって総合政策部を終了いたします。執

行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時38分休憩

午後１時47分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

本委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

今回御審議をいただきます議○四本総務部長

案につきまして、お手元に配付をしております

。常任委員会資料によりまして御説明いたします

１ページをお開きください。平成24年度２月

補正予算案の概要についてであります。今議会

に提出しております一般会計の補正予算案は、

議案第42号及び第60号であります。

まず、議案第42号による補正ですが、公共事

業費等の国庫補助の決定に伴うもの、その他必

。要とする経費について措置するものであります

補正額は、256億5,798万9,000円の減額であり

ます この結果 一般会計の予算の規模は 5,542。 、 、

億6,093万円となります。

この補正による一般会計の歳入財源の主なも

のは、県税が１億6,000万円、地方交付税が41

億7,999万6,000円の増額でありまして、そのほ

か減額といたしまして、国庫支出金が94億円余

、 、 、り 繰入金が86億円余り 諸収入が34億円余り

県債が74億円余りとなっております。

２ページをお開きください。この補正の一般

会計の歳出の款ごとの内訳であります。

主なものとしまして、２番目の総務費の増額

につきましては、県税の増収や地方交付税の交

付等に伴い、県債管理基金への追加積み立て等

を行うものであります。

３つ下の労働費の増額につきましては、国の

交付金を受け、既存基金への追加積み立て等を

行うものであります。

また、減額の主なものといたしましては、中

ほどの商工費が中小企業への貸付金の執行残等

に伴う減、次の土木費が国庫補助決定等に伴う

減、下のほうになりますが、災害復旧費が24年

度中に大きな災害の発生がなかったことから減

額をするものであります。

次に、ちょっと飛びますが、８ページをお願

いいたします。議案第60号による補正ですが、

国の緊急経済対策の実施に伴う経費について措

置するものであります。補正額は483億4,596

万4,000円の増額であります。

この結果 一般会計の予算の規模は6,026億689、

万4,000円となります。この補正による一般会計
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の歳入財源は、分担金及び負担金が16億5,196

、 、万5,000円 国庫支出金が309億5,202万5,000円

繰入金が４億232万8,000円、諸収入が3,294

万6,000円、県債が153億670万円となっておりま

す。

隣、９ページをごらんください。この補正の

一般会計の歳出の款ごとの内訳であります。

主なものとしまして、民生費及び労働費が、

国の交付金を受け、既存基金への追加積み立て

を行うものです。また、農林水産業費及び土木

費につきましては、国庫補助決定に伴う公共事

業費の増等によるものであります。

次に、12ページをお開きください。総務部に

おける２月補正の課別集計表でございます。

表の補正額の欄の一番下にありますとおり、

一般会計と特別会計の合計で15億9,540万7,000

円の増額をお願いしておりまして、補正後の予

算額は、右から３列目になりますが、2,665

億5,621万9,000円となります。

補正予算案については以上であります。

次に、特別議案について御説明いたします。

15ページをお開きください。議案第53号「職

員の退職手当に関する条例等の一部を改正する

条例」についてであります。

、 、これは 国家公務員の退職手当制度において

退職手当の支給水準を民間と均衡させることを

目的として設けられている調整率が引き下げら

れたことに伴い、本県職員の退職手当制度にお

いても国に準じた改正を行うものであります。

次に 16ページをお願いいたします 議案第61、 。

号「宮崎県副知事の定数を定める条例の一部を

改正する条例」についてであります。

これは、本県の新たな成長に向け、各種施策

をより積極的に推進するに当たり、組織体制の

強化が必要であることから、副知事を２人体制

とする改正を行うものであります。

特別議案は以上の２件であります。

最後に、その他報告についてであります。

17ページでございます。本日、御報告いたし

ますのは、ここに記載の今後の地域行政のあり

方に関する調査結果について、及び本日、追加

配付いたしましたオスプレイについての２件で

あります。

それぞれの詳細につきましては、危機管理局

次長及び担当課長から説明させますので、御審

議のほどよろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

それでは、今回お願いしてお○福田財政課長

ります補正予算案のうち、まず、議案第42号の

歳入予算について御説明いたします。

常任委員会資料の３ページをお願いします。

。補正予算第４号の一般会計歳入一覧であります

表の中ほどの太枠の中に今回の補正額及び補正

後の予算額等を掲げております。

補正第４号の欄をごらんください。主なもの

を申し上げますと、自主財源につきましては、

表の中ほどになりますが、繰入金が86億2,271万

円の減額、一つ飛びまして、諸収入が34億1,282

万5,000円の減額となっております。

依存財源につきましては、下のほうになりま

、 、すが 地方交付税が41億7,999万6,000円の増額

一つ飛びまして 国庫支出金が94億7,581万6,000、

円の減額、県債が74億8,198万3,000円の減額と

なっておりまして、この補正による歳入合計は

一番下の欄にありますとおり、256億5,798

万9,000円の減額となっております。

この結果、この補正による補正後の一般会計

の予算規模は、右の補正後の欄の一番下にあり

ますとおり、5,542億6,093万円となります。

次に、４ページをお願いします。ただいま御
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説明しました歳入の科目別概要であります。

県税、地方消費税清算金につきましては、後

ほど税務課長が説明いたしますので、これ以外

のものについて御説明いたします。

まず、分担金及び負担金ですが、公共事業に

対する土木費負担金の増などによりまして、４

億197万3,000円の増額となっております。

次に、使用料及び手数料につきましては、証

紙収入の減などによりまして １億8,613万4,000、

円の減額となっております。

次に、財産収入につきましては、不動産売り

払い収入の増などによりまして、２億4,657万円

の増額となっております。

次に、寄附金につきましては、総務費寄附金

等の増額等によりまして、3,260万7,000円の増

額となっております。

次に、繰入金につきましては、財政調整積立

金繰入金の減などによりまして、86億2,271万円

の減額となっております。

次に、諸収入につきましては、各種貸付金元

利収入の減などによりまして 34億1,282万5,000、

円の減額となっております。

次に、５ページの地方譲与税と地方特例交付

金、地方交付税につきましては、いずれも国の

交付決定に伴うものであります。

次に、国庫支出金ですが、災害復旧事業に対

する国庫補助金の減などによりまして、94

億7,581万6,000円の減額となっております。

次に、６ページをお願いします。県債であり

ますが、土木債や災害復旧債の減などによりま

して、74億8,198万3,000円の減額となっており

ます。

続きまして、議案第60号の歳入予算について

御説明いたします。

ページが飛びますけれども、10ページをお願

いします。追加提案をさせていただきました、

国の緊急経済対策の実施に伴う補正予算の歳入

一覧でありますが、太枠の中の補正第５号の欄

をごらんください。

まず、自主財源につきましては、分担金及び

負担金が16億5,196万5,000円、繰入金が４億232

万8,000円、諸収入が3,294万6,000円で、依存財

源につきましては、国庫支出金が309億5,202

万5,000円、県債が153億670万円のいずれも増額

となっております。

この補正による歳入合計は、483億4,596

万4,000円となっておりまして、補正後の一般会

計の予算規模は、その隣の欄になりますが、先

ほど御説明した補正第４号と合わせて、6,026

億689万4,000円となります。

次に、11ページでございます。ただいま御説

明しました歳入の科目別概要であります。

まず、分担金及び負担金ですが、公共事業費

の増に伴う負担金等の増によりまして、16

億5,196万5,000円の増額となっております。

次に、繰入金ですが、財政調整積立金繰入金

として、４億232万8,000円であります。

次に、諸収入ですが、土地改良事業受託料の

増などによりまして、3,294万6,000円の増額と

なっております。

次に、国庫支出金ですが、国の緊急経済対策

による公共事業の実施に伴う国庫補助金等の増

などによりまして、309億5,202万5,000円の増額

となっております。

最後に、県債ですが、公共事業費等の財源と

して追加発行を行うもので、153億670万円の増

額となっております。

、 。歳入予算につきましては 以上でございます

税務課からは、地方消費税清○吉本税務課長

算金及び県税収入の補正予算につきまして説明
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いたします。

委員会資料の３ページでございます。まず、

地方消費税清算金についてでございますが、表

の上から３段目、そこから右に２列目の欄に記

載しておりますけども、８億6,984万1,000円の

減額補正をお願いしております。これは、清算

対象期間であります、平成24年２月から平成25

年１月までの本県を含めた全国の地方消費税総

額が、当初見込み額よりも少なかったこと等に

よるものでございます。

次に、県税収入についてですが、７ページを

お開きください。県税全体につきましては、表

の一番上の一番左の欄になりますけども、県税

計の予算額①の欄のとおり、当初809億6,000万

円を計上しております。

今年度の収入見込み額につきましては、現計

予算額に比べまして、個人県民税、法人事業税

等の増収が見込まれます一方、譲渡割地方消費

税、軽油引取税等の減収が見込まれますので、

その２つ右の列の収入見込み額②の欄のとお

り、811億2,000万円、その右の現計比100.2％と

しております。

その結果、その右の補正額②－①の欄にあり

ますように、１億6,000万円の増額補正をお願い

しております。

次に、主な税目について説明いたします。

補正額の欄になりますが、まず、上から２段

目の欄、個人県民税ですが、これは平成23年分

所得について課税をしておりますが、所得は減

少しておりますけども、年少扶養控除等の廃止

の影響が見込みより大きかったことから、６

億300万円余の増としております。

次に、その４つ下の法人事業税でございます

が、企業収益が堅調に推移していることにより

まして、３億2,400万円の増となっております。

その下の譲渡割地方消費税ですが、消費等の

減少によりまして、県内税務署への申告額が減

少しておりまして、８億2,900万円余の減として

おります。

最後に、下から３段目になりますけど、軽油

引取税につきましては、需要の減少等によりま

して１億7,800万円余の減としております。

説明は以上でございます。よろしくお願いし

ます。

それでは、総務課の補正予算○柳田総務課長

について御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の57ページをお開

きください。厚いやつですけども、57ページを

お願いいたします。総務課の２月補正予算は、

１億1,305万1,000円の減額をお願いしておりま

す。この結果、補正後の予算額は、右から３番

、 。目の欄ですが 12億8,023万4,000円となります

それでは、補正予算の主なものについて御説

明をいたします。

59ページをお開きください。まず、一番下の

欄の（事項）浄書管理費であります。これは、

文書の浄書印刷に要する経費でありますが、印

刷機保守契約やリース料などの執行残などによ

り、536万円を減額するものでございます。

次に、60ページをお開きください。一番上の

段の（事項）情報公開推進費でございます。こ

れは、情報公開・個人情報保護制度の運営及び

県民情報センターの運営に要する経費でありま

すが、情報公開及び個人情報保護に係る審議会

等に要する経費の執行残などにより 118万5,000、

円を減額するものであります。

次に、その下の段の（事項）文書センター運

営費でございます。これは、５号館にあります

、文書センターの運営に要する経費でありますが

消火設備機器等のリース料の執行残などによ
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り、364万1,000円を減額するものであります。

次に、その下の段の（事項）庁舎公舎等管理

費でございます。これは、出先機関を含む庁舎

公舎等の維持管理に要する経費でありますが、

保守管理に要する清掃、警備等の委託業務の入

札残などにより、3,380万円を減額するものであ

ります。

次に、一番下の段 （事項）防災拠点施設整備、

調査等事業でございます。これは、防災拠点施

、 、設整備調査等に要する経費でありますが 現在

検討中の防災拠点庁舎整備の調査等をコンサル

タントに委託しておりますが、業者選定の際の

入札残などにより、480万9,000円を減額するも

のであります。

次に、61ページをごらんください。上から２

段目の（事項）公有財産管理費でございます。

これは、公有財産の管理、運用、処分事務に要

する経費でありますが、公有財産の管理費であ

る、県有財産保全工事費や県有財産共済保険料

の執行残などにより、2,567万7,000円を減額す

るものであります。

その下の段の（事項）電話設備等管理費でご

ざいます。これは、庁舎内の電話設備等の管理

に要する経費でありますが、庁内集中管理分の

電話料などの執行残などにより、250万円を減額

するものであります。

一番下の段の（事項）県有施設災害復旧費で

ございます。これは、各種災害により被害を受

けた庁舎等の県有財産の災害復旧を行うもので

ありますが、災害復旧工事等の執行残によ

り、4,750万円を減額するものであります。

続きまして、常任委員会資料のほうをごらん

ください。14ページをお開きください。繰越明

許費補正について御説明いたします。

まず、一番上の段の事業名防災拠点庁舎整備

調査等事業でございます。防災拠点庁舎の整備

検討については、国の南海トラフ巨大地震の被

害想定を踏まえる必要もあり、検討スケジュー

ルがおくれているため、来年度も引き続き検討

委員会を開催し、検討を行いたいと考えており

ます。このため、現在、コンサルタントに委託

している調査について継続して実施するため、

明許繰越費1,016万4,000円をお願いするもので

あります。

次に、２つ飛びまして４段目の事業名県有施

設災害復旧事業でございます。今回繰り越しを

お願いしております事業は２つありまして、一

つは、梅雨前線豪雨により、総合農業試験場亜

熱帯作物支場の圃場等の16カ所ののり面が崩壊

したものであり、もう一つは、落雷により、ひ

なもり台県民ふれあいの森のオートキャンプ場

内のキャビン１棟が全焼したものであります。

いずれも復旧工法の検討等に日時を要したこと

により、明許繰越費2,357万4,000円をお願いす

るものであります。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

次に、人事課の２月補正予算○武田人事課長

につきまして御説明いたします。

また、お手元の歳出予算説明資料の63ページ

をごらんいただきたいと思います。人事課の平

成24年度の２月補正予算は、623万円の減額補正

をお願いしております。この結果、補正後の予

算額は、41億7,657万円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

次の65ページをお開きください。まず （目）、

一般管理費（事項）職員費で5,555万4,000円の

増額補正となっております。これは、人事課付

で派遣をしております東日本大震災への派遣
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これは福島県に派遣しております３名と、─

それから新たに小林市、串間市、えびの市へ職

員を派遣、これも３名でございます、及び上海

外国語大学派遣１名、合計７名の派遣職員がふ

えたことによる増額と、市から県への派遣職員

が今３名ふえたことに伴いまして、市に対する

人件費に係る負担金がふえたことによる増額を

お願いするものであります。

次に （目）一般管理費（事項）人事調整費、

で2,989万3,000円の減額補正であります。これ

は、説明の１の非常勤職員の雇用及び２の赴任

旅費等の経費でありますが、この主なものが執

行残であります。４の地方公務員災害補償基金

負担金につきましては、634万円3,000円の増額

補正となっております。これは、東日本大震災

に伴いまして、地方公務員災害補償基金に対す

る特別負担金の負担増によるものであります。

次に 目 人事管理費 事項 人事給与費で675、（ ） （ ）

万7,000円の減額補正であります。

ページを１枚めくっていただきまして 66ペー、

ジをごらんください 事項 県職員研修費で528。（ ）

万3,000円の減額、次の（事項）職員派遣研修費

で473万9,000円の減額であります。いずれも執

行残に伴う減額補正であります。

最後に （事項）東日本大震災被災地職員派遣、

事業費で1,511万2,000円の減額であります。執

行残に伴う減額補正であります。これは、派遣

職員の代替職員となる非常勤職員５人分、それ

から臨時職員２人分の報酬等を計上しておりま

すが、24年度は23年度に比べまして派遣期間が

１年以上の職員が多かったことから、派遣職員

を専任配置することができたこと、また、１年

未満の派遣職員につきましては、複数の所属の

職員について業務量を見ながら２カ月から３カ

月のリレー方式で派遣する形をとったことで、

所属への影響を最小限にすることができ、所属

からの代替職員配置の要請も１名しかなかった

ことによるものであります。

また、短期派遣 これは10日程度の出張扱─

いになりますけども につきましても、被災─

地側が長期派遣を希望したこと等により短期派

遣の要請がなく、執行残となったものでありま

す。

以上で２月補正予算の説明は終わります。

続きまして、資料がまた変わりますけども、

常任委員会資料で御説明いたします。15ページ

をごらんいただきたいと思います。

議案第53号「職員の退職手当に関する条例等

の一部を改正する条例」についてであります。

まず、１の改正理由についてでありますが、

国家公務員の退職手当制度におきまして、退職

手当の支給水準を民間と均衡させることを目的

として設けられております調整率が、平成25年

、１月１日から引き下げられたことに伴いまして

本県職員の退職手当制度においても国に準じた

改正を行うものであります。

次に、２の改正内容についてであります。

まず、表の下の参考をごらんください。退職

、 、手当の額は 退職時給料月額に支給率を掛けて

退職手当の調整額を加算した額となっておりま

す。この支給率は、条例本則の率に調整率を掛

けたものでありますが、退職手当の支給水準を

民間と均衡させることを目的として設けられて

いるこの調整率を、段階的に引き下げるもので

あります。

具体的には、表にありますように、現行の100

分の104の調整率を、公布の日から平成25年９

月30日までは100分の98に、平成25年10月１日か

ら平成26年６月30日までは100分の92に、そして

平成26年７月１日以降は100分の87に改正するも
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のであります。

これにより、最高支給率は、表の右側にあり

ますとおり、現行の59.28から49.59まで引き下

げられ 一般的な定年退職者で現行の額と平成26、

年７月１日以降の額とを比較しますと、約400万

円程度の引き下げとなります。

、 、最後に ３の施行期日についてでありますが

公布の日から施行することとしておりまして、

、３月11日の本会議で議決をいただいた場合には

議決後速やかに公布・施行をしたいと考えてお

ります。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

行政経営課分につきまし○片寄行政経営課長

て御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の67ページをお願

いいたします。行政経営課の平成24年度２月補

正予算は、474万1,000円の減額でありまして、

補正後の予算額は１億1,364万3,000円となって

おります。

それでは、主なものにつきまして御説明いた

します。69ページをお願いいたします。真ん中

下の（目）文書費（事項）法制費150万5,000円

の減額でありますが、これは、新公益法人制度

への移行を審査する宮崎県公益認定等審議会の

委員報酬等の執行残及び事務費の節約等に伴う

減額補正であります。

次に、一番下の（事項）県公報発行費100万円

の減額でありますが、これは、県公報の印刷経

費の執行残に伴う減額補正であります。

続きまして、議案第61号「宮崎県副知事の定

数を定める条例の一部を改正する条例」につい

て御説明いたします。

恐れ入りますが、委員会資料の16ページをお

願いいたします。今回の改正につきましては、

１、改正の理由にありますように、本県の新た

な成長に向けて各種施策を積極的に推進するに

、 、当たり 組織体制の強化が必要であることから

副知事を２人体制とするものであります。

２、改正の内容につきましては、記載のとお

り、副知事の定数１人を２人に変更するもので

あります。

３、施行期日につきましては、平成25年４月

１日としております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

財政課の補正予算について説○福田財政課長

明させていただきます。

。歳出予算説明資料の71ページをお願いします

財政課の２月補正予算は、一般会計、特別会計

合わせて30億434万9,000円の増額をお願いして

おります。

その内訳は、一般会計が39億4,095万1,000円

の増額、公債管理特別会計が９億3,660万2,000

円の減額となっておりまして、この結果、財政

課の補正後の予算額は、2,294億5,357万5,000円

となります。

73ページをお願いします。その内容でありま

すが、今回の補正の主なものは、このページの

中段になりますが まず 目 一般管理費の 事、 、（ ） （

項）諸費であります。これは、税及び税外収入

の還付に要する経費や全庁的な事務経費を庁内

共通経費として財政課で一括計上したものであ

りますが、このうち全庁的な事務経費が当初見

込みを下回ったことから、3,298万3,000円の減

額を行うものであります。

次に、その下の段になりますが （目）財産管、

理費であります。これは、財政課において所管

している基金への積み立てに要する経費であり

ますが、52億4,262万6,000円の増額を行うもの
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であります。

その主なものは、一番下の（事項）県債管理

基金積立金の52億4,475万1,000円の増額で、説

明欄の２の追加積み立て等によるものでありま

す。

これは、今回の補正予算により全庁的に歳出

が減額補正されたことなどによりまして確保さ

れた資金について、今後の県債償還の財源とし

て基金に積み立てを行うものであります。

そのほかの事項の補正につきましては、基金

の今年度運用利子の見込み額が当初見込みに比

べて増または減となったことによるものであり

ます。

ページをめくっていただきまして、74ページ

、 、 。の中段になりますが 次は 公債費であります

まず （目）元金の（事項）元金償還金です、

が、2,222万円の増額であります。これは、借換

債の償還方法の見直しなどに伴い補正増となっ

たものであります。

次は、その下の（目）利子の（事項）利子償

還金でありますが、12億7,010万1,000円の減額

となっております。これは、県債の支払い利子

に執行残が生じたことによるものであります。

一番下の（目）公債諸費の（事項）事務費で

ありますが、これは県債の発行に係る登録手数

料等の執行残1,851万6,000円について減額を行

うものであります。

次に、ページをめくっていただいて、76ペー

ジになりますが、公債管理特別会計について御

説明いたします。

この公債管理特別会計は、県債に係る元利償

還等を行うために設置したものでありますが、

今回の補正では、９億3,660万2,000円の減額と

なっております。

その内訳は、元金償還金が2,238万7,000円の

、 、増額 利子償還金が９億5,190万8,000円の減額

。事務費が708万1,000円の減額となっております

公債管理特別会計は、基本的には一般会計と

連動しておりますので、主な補正理由につきま

しては、先ほどの一般会計の公債費での説明の

とおりであります。

私からは以上であります。

税務課の補正予算につきまし○吉本税務課長

て説明いたします。

歳出予算説明資料の77ページをごらんくださ

い。税務課の補正予算は、10億4,534万5,000円

の減額をお願いしております。この結果、補正

後の予算額は、右から３列目になりますけど

も、246億93万5,000円となります。

。補正予算の主なものについて説明いたします

ページをめくっていただきまして、79ページで

ございます。ページの中ほどに記載しておりま

す（事項）賦課徴収費ですが、6,967万3,000円

の減額をお願いしております。

その主なものといたしましては、まず、その

下の説明欄の１の（１）徴税活動経費でござい

ますが、県税の徴税活動に必要な郵送料、印刷

費 旅費等の執行残に伴いまして 3,269万8,000、 、

円の減額、また、その２つ下の（３）個人県民

税徴収取扱費交付金ですが、個人県民税の賦課

徴収は、市町村長に法定委任されておりますこ

とから、その経費を補償する目的で、市町村へ

交付するものでございまして、各市町村からの

請求額が当初見込みよりも下回ったことにより

まして、2,028万4,000円の減額となるものでご

ざいます。

ページをめくっていただきまして、80ページ

をお願いいたします。一番上の（款）諸支出金

につきましては、全体で９億6,997万3,000円の

減額をお願いしております。
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、（ ） 。まず 事項 地方消費税清算金についてです

これは、本県に納付された地方消費税を都道府

県間で清算を行うために支出するものでござい

まして、平成24年２月から25年１月までの実績

等に基づきまして、５億7,076万7,000円の減額

としております。

次の（事項）利子割交付金から81ページの自

動車取得税交付金までの事項につきましては、

いずれも税収の一定割合を市町村に交付する法

定交付金でございます。それぞれ交付金の算定

期間の税収の増減に伴いまして、補正をお願い

するものでございます。

、 、まず 利子割交付金が2,255万5,000円の減額

次の配当割交付金が1,218万5,000円の増額、次

の株式等譲渡所得割交付金が440万8,000円の増

額、次の地方消費税交付金が４億3,731万9,000

円の減額、ゴルフ場利用税交付金が193万4,000

円の増額、次の自動車取得税交付金が4,392

万3,000円の増額となっております。

次の利子割精算金につきましては、本県で徴

収しました利子割県民税のうち、他の都道府県

に帰属するべき額について関係する都道府県間

で精算するために必要なものでございまし

て、178万2,000円の減額となっております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

市町村課でございます。市○鈴木市町村課長

町村課の２月補正歳出予算につきまして御説明

いたします。

同じく歳出予算説明資料の83ページをお開き

いただきたいと存じます。市町村課の補正予算

は、補正額の一番上の欄でございますけど

、 。も 5,761万円の減額をお願いいたしております

この結果、補正後の予算額は、右から３番目の

欄でございますが、32億6,686万5,000円となり

ます。

主なものにつきまして御説明いたします。

ページをめくっていただきまして、85ページ

。 、（ ）をごらんいただきたいと存じます まず 事項

地方分権促進費でございます。335万1,000円の

減額でございます。これは、権限移譲した事務

の執行に要する経費として市町村に交付する権

限移譲交付金の額が確定したことによる減額で

ございます。

次に、一番下の（事項）自治調整費でござい

ます。1,694万1,000円の減額でございます。

主な理由といたしましては、説明欄の５番目

に記載しておりますが、住民基本台帳費ネット

ワークシステム事業費が1,346万円の減額となっ

ております。これは、このシステムの運用にお

きまして、住民基本台帳法の規定に基づき、全

都道府県共同で負担しております経費に係る本

県の負担金額が確定したこと等によるものでご

ざいます。

ページをめくっていただきまして、86ページ

をごらんいただきたいと存じます。７番目に記

載しております、みやざきから東日本へ感謝を

届ける市町村支援事業でございます 133万8,000。

円の減額となっております。これは、賃金や旅

費など、事務費の執行残に伴う減額でございま

す。

次に、中ほどの（事項）市町村振興宝くじ事

業費でございます。162万5,000円の減額でござ

います。これは、市町村振興宝くじとして発売

されました宝くじに係る収益金等の配分が決定

されまして、宮崎県市町村振興協会交付金が減

額になったことによるものでございます。

87ページをごらんください （事項）衆議院議。

員選挙臨時啓発費でございます。179万4,000円

の減額でございます。これは、昨年12月に実施
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されました衆議院議員総選挙の啓発に係る経費

が確定したことによる減額でございます。

次に、一番下の（事項）海区漁業調整委員会

委員選挙執行費でございます。1,355万7,000円

の減額でございます。これは、昨年８月に実施

しました海区漁業調整委員会委員選挙が無投票

となったことによりまして、経費の執行残に伴

う減額でございます。

市町村課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。

総務事務セン○花坂総務事務センター課長

ターでございます。総務事務センターの補正予

算につきまして御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の89ページをお願

いいたします。総務事務センターの２月補正予

算は、7,438万3,000円の減額をお願いいたして

おります。この結果、補正後の予算額は、右か

ら３列目になりますが、10億6,453万1,000円と

なります。

補正予算の主なものにつきまして御説明をい

たします。

91ページをお開きください。まず、中ほどの

（事項）総務事務センター運営費でございます

が、329万5,000円の減額をお願いいたしており

ます。これは、本庁総務事務センター、それか

ら各県税・総務事務所にございます、いわゆる

地区センターの運営費や、職員の給与計算等の

処理に要する経費の執行残でございます。

次に、一番下の（事項）健康管理費でありま

すが、639万1,000円の減額をお願いいたしてお

ります。説明欄の２を見ていただきたいと思い

ます。２の定期健康診断事業費は、定期健康診

断の結果をもとに、健康管理医の指示により受

診する２次検診の受診者が当初見込みよりも少

なかったことなどによりまして、347万1,000円

を減額するものでございます。

92ページをお願いいたします。一番上の（事

項）職員厚生費でございますが、129万2,000円

の減額をお願いしております。これは、職員健

康プラザの施設管理に係る業務委託の入札残等

によるものでございます。

次に、中ほどの（事項）車両管理事務費でご

ざいますが、857万5,000円の減額をお願いして

おります。これは、公用車の任意保険料に係る

入札残等によるものでございます。

最後に （款）警察費の（事項）恩給及び退職、

年金費でございます。これは、支給対象者の死

亡等によりまして支給額が減少してございま

す。534万9,000円の減額をお願いいたしており

ます。

総務事務センターは以上でございます。

それでは、危機管理課○大坪危機管理局次長

の補正予算につきまして御説明をいたします。

歳出予算説明資料の95ページをごらんくださ

い。危機管理課の補正額は、92万4,000円の減額

でありまして、補正後の額は右から３列目にあ

、 。りますように ３億9,380万4,000円となります

主な補正の内容について御説明します。

。 （ ）97ページをごらんください 中ほどの 事項

、 。職員費ですが 359万2,000円の増額であります

これは、職員の１名の増員等によるものであり

ます。

次に、その下の（事項）防災対策費の146

万1,000円の増額であります。その主なものとし

ましては、３にございます宮崎県地震防災戦略

策定事業の増額であります。これにつきまして

は、平成23年度からの継続事業であります。地

震・津波による被害想定、減災計画の見直しと

いったことを目的とした事業ですけども、実は

業務発注後に制定されました「津波防災地域づ
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くりに関する法律」というものがございます。

その法律によりまして、例えば堤防等の構造物

の破壊条件を、その想定の中に加えるといった

ような追加的なシミュレーションの計算ですと

か検討が必要となるなど、業務が増加したこと

によるものでございます。

次に、４番目の宮崎県東日本大震災被災者等

支援基金設置事業の増額であります。これは、

同基金に寄せられました寄附金及び基金の運用

利子につきまして、基金に繰り入れるための補

正を行うものでございます。

次に、98ページをごらんください （事項）国。

民保護推進事業費の584万2,000円の減額であり

ます。これは、今年度実施しました国民保護共

同実動訓練の実績に伴いまして、国庫補助額が

決定等したことによるものでございます。

続きまして、繰越明許費について御説明しま

す。

委員会資料に戻っていただきまして、14ペー

ジをごらんくださいますでしょうか。上から２

段目、宮崎県地震防災戦略策定事業であります

が、これは、先ほど御説明しましたように、地

震・津波による被害想定、減災計画の見直しを

目的とした事業でございます。

内閣府が検討する南海トラフ巨大地震とその

被害想定をベースとしておりますが、実は内閣

府の想定作業が大幅におくれております。さら

には先ほど申しましたように、津波防災地域づ

くりに関する法律が制定されまして、当初予定

していなかった国土交通省との調整等に日時を

要したことから、事業が年度内に完了すること

が困難となりまして、繰越明許費3,181万5,000

円をお願いするものでございます。

危機管理課は以上でございます。

消防保安課の補正予算に○厚山消防保安課長

つきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の99ページをごらんいただ

きたいと思います。消防保安課の補正額は、２

、 、億6,611万円の減額でありまして 補正後の額は

右から３列目の欄にありますように、20億4,661

万円となります。

主な補正の内容について御説明いたします。

次の101ページをごらんいただきたいと思いま

す まず 事項 防災行政無線管理費２億6,020。 、（ ）

万1,000円の減額であります。これは、主に説明

欄３の新総合防災情報ネットワーク整備事業の

入札残であります。

次に （事項）航空消防防災推進事業費305、

万4,000円の減額であります。これは、防災ヘリ

「あおぞら」の運航に伴う執行残であります。

次に （事項）消防防災施設設備整備促進事業、

費188万2,000円の減額であります。これは、地

域防災力強化促進事業費補助金の執行残であり

ます。

続きまして、繰越明許費について御説明いた

します。

恐れ入ります常任委員会資料の14ページをお

開きください。上の表の３段目、総合情報ネッ

トワーク設備更新事業であります。これは、防

災行政無線速日峰中継局の地すべりの兆候が見

られるため地質調査を行うもので、調査方法の

検討等に日時を要したため、年度内に完了する

ことが困難となり、繰越明許費1,798万9,000円

をお願いするものであります。

議案第42号の補正予算につきましては、以上

でございます。

続きまして、２月追加補正について御説明い

たします。

「歳出予算説明資料（議案第60号 、こちら）」

をごらんいただきたいと思います。９ページを
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お願いいたします。消防保安課の補正額は、国

の緊急経済対策の実施に伴う補正で、１億5,945

。 、万2,000円の増額であります 補正後の予算額は

右から３列目の欄にありますように、22億606

万2,000円となります。

それでは、補正の具体的な内容について御説

明いたします。

常任委員会資料の13ページをごらんいただき

たいと思います。新総合防災情報ネットワーク

整備事業でございます。

、 、 、まず １ 事業の目的・背景でございますが

地震や津波などの災害発生時においては、災害

に関する情報を迅速に把握し、県民に的確に伝

えることは、県の大変重要な役割であると考え

ております。

このため、新総合防災情報ネットワーク整備

事業の一環として、災害関連情報の一元管理が

できる災害対策支援情報システムを構築するこ

とにより、防災関係機関での情報の共有化や県

。民への情報伝達の効率化を図るものであります

２の事業の概要でございますが （１）予算額、

は、１億5,945万2,000円であります。また、次

の14ページに記載しておりますが、工期が不足

するため、同額の繰り越しをお願いしておりま

す。

（２）財源内訳は、事業費の２分の１が国か

らの補助でございます。残額は、起債等でござ

います。

（３）事業期間は、平成24年度から25年度で

ございます。

（４）事業内容でありますが、災害対策支援

情報システム整備事業でございます。これは、

災害時 市町村等から入力した災害状況と河川・、

道路情報が同一地図上で表示され、防災関係機

関でも同一画面を見られるとともに、災害情報

が県庁ホームページやメディアを通して県民に

。提供されるシステムを構築するものであります

最後に、３の事業効果でございますが、この

システムの構築により、災害や危機事象が発生

した際の県、市町村を初め防災関係機関等での

情報の共有化や県民への効率的な情報提供が可

能になるものと考えております。

説明は以上であります。審議のほどよろしく

お願いいたします。

執行部の説明が終わりました。○黒木委員長

議案について質疑はありませんか。

今回は国の緊急経済対策というこ○鳥飼委員

とで480億ぐらいの補正が行われております。そ

の前に議案42号で減額補正が行われているわけ

ですけども、42号の減額補正、例えば土木費、

農林水産業費、これで60億ぐらいになると思う

んですけども、それが一転、緊急経済対策で400

億近い額になるわけですね。そうしますと、本

会議でも出ましたように、900億から1,300億円

、ぐらいの公共事業費が上がってくるわけですが

今も消防保安課長から出されました防災関連の

経費でも丸々明許繰り越しということになって

います。そうしますと、24年度に直ちに明許繰

り越しをするというのは、明許繰越一覧表にあ

るわけですが、予算化をされた部分の中でどの

程度明許繰り越しということで計上されている

のか、お尋ねします。

繰り越しについてであります○福田財政課長

が、今回の国の緊急経済対策に伴う公共事業を

中心とした予算でありますが、基本的に大部分

が繰り越すことになろうかと思っております。

ざくっと大まかに申し上げますと、公共事業

の中でも補助公共事業については基本的に全額

。 、繰り越しをするということになります 一方で

国の直轄事業負担金につきましては、これは繰
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り越しをしないという内容になっております。

金目でこの483億あるわけですけど○鳥飼委員

も、予算化されるとこもありますが、明許繰り

越しで大ざっぱ、概略で結構なんですけども、

どれぐらいを翌年度に回しますよと、そして基

金化しますよというのが、財政課、そこに準備

しておればお尋ねしたいと思います。 準備─

がなければ、結構ですよ。

今回、補正予算とあと追加の○福田財政課長

補正予算合わせまして599億円余りの繰り越しを

お願いしておるというとこでございます。

599億円ですね。基金化をされる部○鳥飼委員

分というのはどれぐらいなんですか。

それと、この483億の部分で繰り越し 簡単─

に言えば、１次補正と２次補正があると思うん

ですけど、４号と５号ですが、１次補正の分は

除いて２次補正で安倍政権が国の緊急経済対策

ということで、これは参院選対策という様相も

かなり含んでいるようなんですけども、それで

上げられてきた事業の中で、大半は繰り越し、

今、１次補正、２次補正合わせて599億というこ

とだったんですけど、480億程度の中で事業化を

される部分が一部ちょっとあって、大きくは明

許繰り越しに回される。それと基金化をする

基金化をするということは、回すというよ─

うなことと同じですから、そこがちょっと準備

しておられなけりゃまた後ででも結構ですけど

も。

確認してまた後から。○福田財政課長

ちょっとややこしい質問で済みま○鳥飼委員

、 。せん また後でお答えいただきたいと思います

、 、それで 税務課長にお尋ねいたしますけども

税務課の資料は７ページに１つあります。それ

と３ページ、総括です。これは４号ですから１

次の補正ということで、地方消費税清算金が減

額ということで、去年の２月からことしの１月

までの分が少なかったということで減額になっ

たというようなことの説明がございました。

そういう状況の中で、県の補正、７ページの

ほうを見てみますと、個人県民税は今年度分増

額ということになっています。法人事業税につ

いても、かなりの増額ということになっていま

す。これ新年度にもかかわってくるんですけど

も、景気の状況というんですか、大まかにいえ

ば法人のところはよくなってきているけども、

消費をする分については悪くなっているという

か、そういう傾向が見られないというのが読み

取れるんじゃないかなと思っているんですけど

も、税務課長はどんな見解を持っておられます

か。

今御質問にありました景気の○吉本税務課長

状態ということなんですが、まず、個人の所得

につきましては、23年度分について課税をしま

すが、これは約２％ほど減少しております。24

年度につきましても、今現在途中でございます

が ちょっと統計資料見ますと 1.3％また下がっ、 、

ているというような状況でございます。

一方、法人につきましては、これはほとんど

事業税につきましては23年度実績と比べますと

横ばいの状態で、その中で県内に申告された消

費税が減っているというところで、私どもそれ

をいろいろ税務署にも確認して、原因を把握し

ようとしたんですけど、中には一企業で8,000万

円消費税が減っている申告をしている企業もご

ざいます。

というのは、設備投資をしますと、いわゆる

戻し税と一般的に言われているんですけど、消

費税を使い設備を購入するときに消費税を払い

ますが、それが消費に回らなくて設備投資に回

りますと、その消費税分は納めなくてもいいと
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いうようなことがありまして、そういういろい

、 、ろなもろもろの状況が入ってて 一概に景気が

消費税が下がったから悪いかと言われるとそう

でもないんですが ただ 法人事業税のそういっ、 、

たとこの状況を見ますと、製造業がやっぱり少

し低調になってきております。全体としては税

額は横ばいですが、事業の分野別に見ますと、

製造業が約10％ほど所得の申告も減ってきてお

ります。ということは、県内の生産に関する売

り上げが減っているということは言えます。

また、大型小売店等につきましても、１％ほ

ど売り上げが減ってきておりますんで、全体的

には、今の税の状況からいえば横ばいないしは

若干減少ぎみかなというふうに思っているとこ

ろでございます。

以上です。

鳥飼議員から御質問のあった○福田財政課長

件ですけれども、まず、国の経済対策に伴う基

金への積み立てでございますが、今回の追加補

正の中で大きなものが、例えば森林整備加速化

林業再生基金であるとか、あるいは緊急雇用創

出事業臨時特例基金、こういったところで合計

で72億円余り積み立てを行うこととしておりま

す。

もう一つ、まず２月追加補正で措置する分の

繰り越しの状況でございますが、追加分、それ

から変更増分含めまして384億円余りとなってお

ります。

１号２号合わせてと、わかりまし○鳥飼委員

た。いずれにしても、緊急経済対策とは言って

るんですけども、実質的に新年度15カ月予算と

安倍内閣言っていますけども、12カ月予算にな

。るんじゃないかなあというふうに思うんですね

、そのときに繰越明許になった公共事業のところ

基金のところもそうなんですけど、25年に延び

、 。た分は しっかり執行していただけるかなあと

特に公共事業のところは、24年の補正ですか

ら、25年までに執行しないといけないというこ

とで、執行するとすると、25年度に、25年度に

予算化をしたところがずるずると押し出されて

いって26年になっていくんではないかなあと

思っているんですけど、大まかでいいんですけ

ど、これはどこに、どなたになるのか、総務部

長で言ってもらうか誰かわからないんですが、

その辺の執行は大丈夫かなあというような気が

するんですけども、いかがでしょうか。

済みません、１点補足でござ○福田財政課長

いますが、先ほどの繰越額であります。先ほど

申し上げた384億円余りという数字は、今回の追

加補正予算に関する繰越額が384億円ということ

でございます。今回の２つの補正予算合わせま

すと599億円余りになるということでございま

す。念のため補足させていただきます。

それから、今回かなり巨額の公共事業をする

ことになりますので、執行体制ということが非

常に重要になってくるかと思っております。今

回の執行に当たっては、早期執行という観点で

国からも依頼が来ておるところでありまして、

財政課としても、例えば公共事業等に係る入札

公告の前倒しであるとか、あるいは入札に関す

る手続の簡素化、その他の契約手続の迅速化、

それに加えて前払い金制度の積極的な活用と、

こういったところをぜひ早期執行に向けて万全

を期するように関係各部局に対して今お願いを

行っているところでありまして、そういった執

行の面もしっかりと気をつけて実施をしていき

たいと思っております。

２つあるものですからなかなか読○鳥飼委員

みにくいんですけども、そういう緊急経済対策

でやりまして、これは２号のほうの補正になる
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んですけど、この中で繰入金で４億200万、これ

財政調整積み立てから繰り入れていると、あと

県債が153億ということになっているわけです

ね。これの緊急経済対策やってくださいよとい

うので、県の裏負担はできるだけ減少化します

よと、削減しますよということだったんですけ

ど、ここでは県債が153億と繰入金が４億ですか

ら、157億、160億ぐらいの県の持ち出しみたい

な形になるんですけども、今後の政府がそうい

うふうな言い触れをしているとすると、結局県

の持ち出しといいますか、県の独自財源の充当

、というのはどういうふうに変化をしていくのか

お尋ねしたいと思います。

まず、今回、地域の元気臨時○福田財政課長

交付金というものが今御指摘があった点だと思

うんですけれども、措置されておりまして、今

回の国の補正予算による追加公共事業等の地方

負担額のおおむね８割について措置がされると

いうことになっております。

本県分で恐らく100億円を超える規模になる見

込みでございますけれども、これは実際の交付

決定が来年度になるということになっておりま

す。

、 、一方で 今回の追加公共事業の地方負担には

。補正予算債というものが措置をされております

この補正予算債といいますのが、元利償還金の

２分の１について交付税措置があるという有利

なものでございます。

そのため、まずはこの補正予算債を可能な限

り充当いたしまして、その補正予算債の対象と

ならない部分について、元気交付金を一部充当

するということにしておりますので、その関係

で県債がかなり大きく153億円余りとなっておる

ということでございますが、この元気交付金と

いうのが今回は10億円余りしか入っておりませ

んけれども、来年度に交付決定がなされれば、

それ相応の額が国のほうから入ってくるという

ふうに見込んでおります。

元気づくり交付金についても、本○鳥飼委員

会議でも議論になりましたけど、地方交付税、

、使途を制限してはならないということがあって

ここを制限しておいてというのがあって、ここ

で議論してもよろしいですけども、そういう問

題点が一つございます。

それと補正予算債のお話とかもあったんです

が、元利償還金２分の１を補填しますよ、しか

し総額は変わらないんですよね。ですから、交

付税の算入比率を32％を例えば33とか34とか変

えていくとかいう措置がとれれば、そういう理

屈も通っていくのかなあという感じもするんで

すけど、そこは変えないで見込みだけ入れてい

くということは、広く広くなって薄く薄くなっ

て、トータルでは変わりませんけども、補填を

していますよというように結果的になるんでは

ないかと、私どもはそういうふうにして見てる

んですけども、どうでしょうか。

御指摘の地方交付税の算定に○福田財政課長

用いる基準財政需要額というものがございます

けれども、この基準財政需要額には、例えば一

般行政経費であるとか投資的経費 公債費といっ、

たさまざまな経費が算入されることになってお

ります。

また一方で、基準財政収入額、こちらも毎年

変動が出てくるということで、そういう意味で

は御指摘のとおり、毎年度変動が生じるという

ことになりますので、全体としては増減が毎年

度発生するということでございます。

ただ一方で、今回の補正予算債に係る元利償

還金の２分の１については、確実に基準財政需

要額に算入されるということになっております
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ので、別の言い方をすれば、この補正予算債を

活用しない場合、ほかの団体と比べて比較的に

不利になってしまうということがございますの

で、そういう意味でこの補正予算債を今回可能

な限り充当したということでございますので、

御理解をいただきたいと思います。

ここ堂々めぐりになるでしょうけ○鳥飼委員

ど、問題点だけは指摘しておきたいというふう

に思います。

あと済みません、震災関連だけちょっと質問

していいですか。

はい、どうぞ。○黒木委員長

では、震災関連だけちょっと質問○鳥飼委員

したいと思いますが、人事課ですね、職員の人

件費で小林、えびの、串間、上海大学何とか部

と、東北に３名とかいうようなことを言われた

んですが、震災で送った人、その状況をもう

ちょっと詳しく説明をお願いいたします。

まず、24年度の東日本大震災○武田人事課長

の派遣の状況でございますけども、まず１年間

の派遣ということで、先ほど人事課のほうで３

人福島県のほうに派遣をしているということを

、 、申し上げましたけども それにあわせて宮城県

これ土木職を２名派遣しておりまして、トータ

ルで５名、１年間の派遣ということになってお

ります。

そのほかに約３カ月から４カ月の期間で交代

で職員を派遣するということで、それを１年間

で見ますと11人枠で延べ32名の職員を派遣して

おります。

したがいまして、トータルで24年度全体でい

いますと、１年間を通してみますと、16人の派

遣で延べ37名が派遣されたということでござい

ます。

わかりました。詳しい資料をまた○鳥飼委員

後ほどいただけるとありがたいです。

その次のページに、東日本大震災被災地職員

派遣事業というのがありまして、1,500万の減額

補正がされております。これは、派遣職員の期

間が短かったため、所属からの要請がなかった

とか、そういう理由なんですけども、1,500万は

かなりの金額になるんですが 例えば３カ月だっ、

、 、たら ３カ月の間の臨時職員を充てるとすれば

しっかり充てているのか充てていないのか、と

いうところは人事課でも把握していますか。

派遣をする場合には、まず公○武田人事課長

募といいますか、庁内で公募をいたしまして、

希望する方を選任 選んだり、もしくは所属─

にお願いをするということになりますけども、

その際には必ず所属のほうである一定期間職員

がいない状況ができますので、その際には臨時

職員等を確保しても構いませんということで、

話をした上で一応人選を行っております。

、 、ただ 実際は先ほども申し上げましたように

例えば職場の場合ですと、業務量のある程度繁

忙期ではない時期に、閑散期といいますか、そ

ういう時期を選んで職員を派遣したりとか、そ

れからまたあと、所属のほうでできるだけ協力

、 、体制がとれるという状況の中で 特に臨時職員

非常勤等を確保したいという要望が余りありま

せんでした。

ただ、具体的に東臼杵農林振興局のほうで水

産職の方なんですけども、この方を派遣した際

、にやはり現場のほうがなかなか対応が難しいと

職場のほうが難しいということで、そこには臨

時職員を配置したということでございます。

やはり職場はその人がいなくなれ○鳥飼委員

ば負担になるんですよね。できるだけ活用する

ようにということで、お願いをしたいと思いま

す。
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あと、市町村課の86ページに、みやざきから

東日本へ感謝を届ける市町村支援事業というの

がございますが、これの総額予算と実施状況を

お尋ねしたいと思います。

これにつきましては、当○鈴木市町村課長

初5,000万ということで要求をいたしておりまし

て、11月補正で2,500万ぐらい補正をお願いをし

て一応了承をいただきました。総事業費で7,500

万余の事業で、各１団体300万を上限にいろんな

形で東日本の被災地といろいろ交流とかいうこ

とでの事業をやっています。

今回につきましては、そのうち200万ほどの事

務費がございましたので、その事務費について

主に減額をお願いしているということでござい

ます。

以上でございます。

わかりました。これも実施状況を○鳥飼委員

何か資料でいただければなというふうに思いま

す。よろしくお願いします。

それと、これは危機管理課、97ページに東日

本大震災被災者等支援基金設置事業というのが

ありますが、基金の現況と活動状況についてお

尋ねします。

この基金につきまして○大坪危機管理局次長

は、平成23年度に合計６億6,400万円余で設置を

されております。さらに、24年度はその利息、

、さらに一般からの若干の寄附等がございまして

現時点で造成額としましては６億6,500万円余と

いう状況でございます。

その中で、基金を使って実際にいろんな事業

をしてるわけですが、23年度、24年度合わせま

して合計で３億2,000万円余、この基金を使って

支援事業を行っております。差し引きますと、

３億4,500万円余が残高として残っていると、そ

んな状況でございます。

わかりました。これも資料をわか○鳥飼委員

るような形で、今お聞きをすると長くなります

ので、お知らせをいただきたいと思います。

それで、東日本大震災の避難者関係含めて危

機管理課のほうで総括しておられるということ

で、本会議でもちょっと議論いたしましたが、

災害救助法の適用地域の問題とか、罹災証明、

、 、被災証明のある方とか 何らかの根拠を持って

例えば県営住宅の家賃の補助をやるとか、それ

からさっきどこかの補正があったけど、実際適

用がなかったと、入学試験の何か試験料のあれ

はなかったというようなことであったんですけ

ども、そういう根拠のある方以外に、自主避難

者の方というのがかなりおられると思うんです

よね。それはなぜ自主避難をするかといいます

と、結局、原子力発電所 原発が爆発をして─

放射能が拡散をしたということで、もし原発が

爆発しなければ、放射能が汚染していなければ

みんなもう帰っていって、悲惨だったけども、

力を合わせて復旧をということでいろんなこと

に今取り組んでおられると思うんですけども、

そういう状況の中で子ども被災者支援法が実際

、に運用されていないという状況がありますので

そういう体制を宮崎県としてもつくっていく必

要があるんじゃないかなと思っているんですけ

ども、そこはいかがでしょうか。

おっしゃいましたよう○大坪危機管理局次長

、 、に 被災者の受け入れとか生活支援については

、危機管理局のほうが総合窓口になっていまして

大きくは５つの柱で今対応しております。

まず、１点目が、全国避難者情報システムと

いうものがございます。これは市町村課のほう

で所管していますが、これで避難先の市町村に

みずから名乗り出ていただいて、そこで御自分

の状況等を登録していただく。そうしますと、
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避難元のもとの住んでいたところからのいろん

な情報が行くといったようなサービスがござい

ます。それに登録されている方が今現在で225名

でございます。

そのほか登録なかなかやっぱりされない方も

いらっしゃるんで、復興庁のほうができるだけ

調べろという指示をしてるようでございます。

それで、県内の市町村がそのほか独自に把握し

ている方が37名ということですから、合計262名

の方が今現在で避難されているということがわ

かっている数ということになります。

そういう方々に対しまして、例えば公営住宅

等への受け入れですとか、あと被災した児童生

徒の学校への受け入れ、さらにはいろんな使用

料手数料の免除、それから本県に避難した方、

そういった登録した225名の方に本県からいろん

な情報を御提供する、そんなふうなことを総合

窓口としてやっていまして、この中身について

は毎月内容を更新しながらホームページ上で紹

介をしているということでございます。

それで いわゆるそういう情報ネッ○鳥飼委員 、

トワークに乗らない人で、それ以外に自主避難

をしている方がおられるわけで、それでも意見

交換をしながらできるだけ把握はしておられる

と思うんですけども、例えば家賃の減免をやっ

たとしたら出身の県から後で補填をされると、

宮崎県が、宮崎県の持ち出しは実質的にないと

いうふうにお聞きをしているわけですよね。

しかし、それ以外に多くの人たちが情報をも

らう、情報はもらっているけども、よりどころ

がないというのが現状だろうと思うんですけど

、 、も そういうよりどころをつくってあげるとか

そういう努力をしていただきたい。もうきょう

は答弁はよろしいですけども、やはり本当にＮ

ＨＫでやってて、枕崎でしたか、鹿児島に80歳

の人と76歳の人が避難してて、何か国家公務員

らしい人と奥さんとで、本当は戻りたいんだけ

どって言いながら住んでおられるんです。そん

な例がずっと報道されています。

ですから、何らかの支援の対象になるという

のは、確かに力にもなるんですけども、被災者

同士が情報交換をやったりとか、そういうこと

が今非常に大事じゃないか、長期化しています

のでね。ですから、そういうことを何とか考え

ていただけないかと、宮崎県の大きな課題とし

て、そういうことを関係課も含めて議論をして

いただいて、何らの救済手段のない人たちに対

して支援をする方法として、この間愛知県の例

を出したんですけども、やはり心の支援になる

かもしれませんけども、拠点を確保するとか、

そんな検討をぜひお願いしておきたいと思いま

す。答弁要りませんので。

ほかに質疑はありませんでしょ○黒木委員長

うか。

人事課のほうからお尋ねしていき○有岡委員

たいと思うんですが、今回の第53号議案になり

ますが、私どもが危惧しているのは、団塊の世

代が退職されまして、また今回このような形で

、 、大量の退職者が考えられる中 技術の継承とか

職員の持っていらっしゃるノウハウを継承する

ような、そういったものが十分できるんだろう

、 、かと危惧しているんですが そういった意味で

例えば職員の再任用制度とかございますが、そ

ういった動きはどのようになっているのか、お

尋ねいたします。

今再任用制度のお話をいただ○武田人事課長

きましたけども、まず、年金制度が今改正をさ

れておりまして、段階的に受給年齢が引き上げ

をされております。その関係で、無年金の期間

等が出てまいりますので、今国のほう、地方公
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共団体でもいわゆる再任用制度ということで 60、

歳の定年退職を迎えた方について、御本人が希

望する場合にはフルタイム、もしくは単時間の

再任用制度という形でまた公務内で仕事をして

いただくという制度がございます。

そういう活用をしながら 今委員がおっしゃっ、

たように、今までの先輩方のそういう技術等の

伝承を今特に専門性の高い分野とか、そういう

ところに活用させていただいている状況でござ

います。

ぜひそういった再任用とかを受け○有岡委員

入れやすいような形で周知していただければあ

りがたいと思っております。

続いて、消防保安課のほうにお尋ねしたいと

思いますが、きょうの資料で情報ネットワーク

整備事業というのが、24年度から25年度にかけ

まして２カ年間行われるということで、繰り越

し理由を聞きますと、工期が不足することによ

るというふうなことですので、25年度の早い時

、期に整備ができるんではないかと思うんですが

実際に情報システムができ上がって実際に運用

する、例えば訓練をする、そういったことが必

要だと思うんですけども、県内全域が同じ情報

を共有するためのそういう訓練というふうなも

のは計画していらっしゃらないのかをお尋ねい

たします。

この災害対策支援情報シ○厚山消防保安課長

ステムにつきましては、当初は25年度事業とし

て計画したものでございまして、今回の国の施

策によって今度追加をお願いしておるというこ

とでございますが、この件につきましては、整

備状況と並行しながら各市町村の担当者の方の

入力作業等々が作業が出てまいりますので、そ

れをしっかり事前説明等々をやった上で、その

他の防災訓練等と並行して実施できたらという

ことで考えております。

了解しました。○有岡委員

それともう１点、税務のほうになるかと思い

ますが、お尋ねしたいと思います。

自動車の取得税というのが今回13億8,000万ほ

ど見込まれているようですけども、国のほうへ

１月11日に重点要望ということでされているん

ですが、現状を教えていただきたいんですけど

も、自動車取得税の代替財源の確保を伴わない

見直しは行わないという要望をしているわけで

すね。これは今の現状として25年度から廃止と

いう動きだというふうに私は理解していたんで

すが、その後の動きを教えていただきたいと思

います。

自動車取得税の廃止につきま○吉本税務課長

しては、まだ政府の閣議決定ではないという段

階、与党の段階で26年度の４月から、消費税が

いわゆる８％になりますが、１０％になる段階

で廃止されるというようなことでございます。

その代替財源につきましては、全国知事会等

ではずっと確保をした上で廃止というお願いを

しておりますが、それは今現段階ではどれが代

替財源かというのははっきりしておりませんの

、 、 、 、で また 総務省のほうでは 一方で自動車税

いわゆる環境負荷の問題から自動車税の強化と

いうところで、自動車関係、車体課税の強化を

図っていくというふうなことも考えられている

と聞いております。

以上です。

わかりました。ぜひこういった動○有岡委員

きについても、また注視していきたいと思って

おります。

もう１点、税務のほうでお尋ねしたいんです

が、財産売り払い収入ということが２億2,000万

ほど今回補正で上がってきておりますが、これ
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は具体的にはどういった売り払い収入があった

のか、もし答弁いただければ売り払い収入の内

訳を教えていただきたいと思うんですが。

。○柳田総務課長 総務課のほうでお答えします

税外収入ということで、前も申し上げましたけ

ども、処分の方針が立ったものについて一般競

争入札等で売却をしているところですけども 24、

年度２月末までの実績で申し上げますと、全体

で総務課所管で29件の約５万平方メートル、５

億2,820万円というものが売却されたところでご

ざいます。

その内訳としましては、例えば南宮崎駅前に

シイタケ種駒の昔のそういう選定場というか、

そういうのがありまして、そこが１億3,500万円

ほどで売却をされております。それともう１カ

所は、大きなとこで申し上げますと、日本赤十

字社の宮崎支部があるわけなんですが、南警察

署の隣になるんですけども、ここの敷地を買い

たいと、今まで貸し付けをしておったんですけ

ど、県がですね、そこに。それをもう買いたい

ということでしたので、その分について１

億5,100万円という形で売却をしたというのがご

ざいます。

以上でございます。

ありがとうございました。財産活○有岡委員

用担当のほうでネット上でも幾つかの物件が出

ているようですが、また有効に活用していただ

くなり、またはこういった手法をとっていただ

きながら、ぜひ管理していただければと思いま

す。終わります。

101ページの消防保安課のところ○宮原委員

で、先ほど航空消防防災推進事業費で「あおぞ

ら に関する経費ですということで 減額になっ」 、

ているんですけど、平成23年と比較すると物す

ごく大きくなっているように思うんですが、こ

こは御説明いただけますか。

23年度と24年度を比較し○厚山消防保安課長

た場合に、増額しておりますのは、24年度実施

しました「あおぞら」の2,500時間点検、これが

２億余の経費を要しておりまして、この分が軒

並み増加になっております。

今回の減額につきましては、本年実施しまし

た2,500時間点検に伴いまして２カ月間ほど代替

ヘリを借り上げております。それの執行残とい

うことで減額をしている分でございます。

53号のところで、御説明もいただ○宮原委員

いたんですが、公布の日から減額になってしま

うんですけど、退職をしようとした場合に公布

、の日が例えばあしたというふうになったときに

前日に退職しますということで可能なんでしょ

うか、そういうことが。

、○武田人事課長 一応退職の手続としましては

まず御本人が退職の意思を表明されまして、退

職願というのを出されます。そのときに何日付

ということで受理した上で、退職を承認という

ことになります。

ですから、一応議決日が11日ということを予

定しておりますけども、その前までに御本人が

退職の意思を表明されまして、退職願を出され

ればもう退職ということになりますし、それ以

降で退職願を出されても、それもさかのぼって

というのはちょっとできませんので、それはも

う基本的にはそれ以降に退職ということになろ

うかと思います。

わかりました。基本的にいうと、○宮原委員

事前に言うのが当たり前だというふうに思うん

ですけど、公布の日、今新聞報道いろいろマス

コミでも取り上げられているので、今は手を挙

げないほうがいいだろうと。前日というふうに

なると それ間に合うのかなあという思いがあっ、
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たものですから それとあと それこそ今わかっ。 、

ているだけで、大体どのくらいの各部局ごとに

退職をしたいという希望があられるのか、公布

の日の状況にあわせた方でということで、わか

りますか。

３月の４日時点ということで○武田人事課長

御理解いただきたいと思いますけども、今、定

年退職者の方トータルで309人おられます。具体

的な内訳としましては、知事部局が76名、それ

から教育委員会が168名、警察が56名、病院が９

名ということになります。そのうち、もう以前

に前もってやめたいということで表明されてお

られる方が知事部局で５名、それから教育委員

会で32名、警察で14名、合わせて51名の方が前

。もってやめたいというふうに言われております

今、51名ということで、150万程度○鳥飼委員

でしたかマイナスになる。働いている側からす

ると、３月いっぱいしっかり働いて退職、定年

をしたいというのが通常なんですね それがやっ。

ぱり働く人たちの誇りといいますか、それでも

あるだろうと思うんですけども、それを結果的

に退職を強制するような形になるんですけど、

そのことについての是非といいますか、そうい

う議論が内部でなされたんでしょうか。

そして案を持って知事の決裁といいますか、

、了解をとるときに知事からの発言といいますか

この問題についての意見なり指示というものは

なかったのかという２点お尋ねしたいと思いま

す。

確かにこの退職手当の見直し○武田人事課長

につきましては、昨年の11月16日、衆議院が解

散する際に、同日付で提案されまして採決で決

定されたということで、非常に３月の年度末に

は余りいとまのない期間で施行されたというこ

とで、非常に地方団体についても、各団体、皆

さん問題意識は持っておられたというふうに思

いますし、また、この制度導入する上でもそう

いう議論も確かにございました。やはり国のほ

うで１月１日に施行し、そして総務省のほうか

ら国に準じて地方もそういう見直しを行うよう

にということでの通知も参りまして、なおかつ

見直さないということになりますと、相当な財

政負担といいますか、そういうものも出てまい

、 、りますので ある意味苦渋の選択といいますか

そういう形で導入をしたということでございま

す。

それから、知事もやはり当然そういう面につ

いては心配はされておられたようですけども、

、今国のほうのそういう通知等もありましたので

ここはやむを得ないということで同様に苦渋の

選択をされたというふうに考えております。

そういうふうな減額をしなかった○鳥飼委員

場合、年度末で区切りをつけていこうと、市町

村にはそういうところがあるんですけど、しな

かったということでの影響する額というのはど

れぐらいになる見込みですか。

今年度末もし年度内に施行し○武田人事課長

ないということになりますと、全部局合わせま

して約６億ほどの負担ということになります。

ですから、今回見直すことによって６億の減額

ということになります。

ほかに質疑はありませんか。○黒木委員長

済みません、61号に行かしていた○宮原委員

だきたいと思います。定数を定める条例の一部

を改正するということで、副知事を２人にした

いということで今回提案がなされているわけで

すけど、前でいうと出納長というポストがあっ

て、副知事ではないんだけど、３人体制という

ことでしたよね。今、宮崎県は副知事と知事と

２人ということなんですけど、全国的に見て出
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納長というポストはどこもなくなったというふ

うに思うんですけど、そうしたときに、即座に

副知事制を２人にされた県もあるというふうに

思うんですよ。

だから、そういうような状況というのは、九

州管内はどんな状況になっているんでしょう

か。47都道府県といったら大変なことになりま

、 、すので 九州管内で出納長ポストがなくなって

すぐ副知事を２人制にされたところという、数

がどうこうということじゃないんですけど、そ

ういうところが近県ではどんな状況なのかなと

いうのをまず聞かせていただけますか。

出納長制度の廃止につい○片寄行政経営課長

ては、平成18年の自治法の改正に伴って廃止さ

れたとこでございます。そのときに、自治法の

中で都道府県には副知事を置くと。定数につい

ては条例で定めるというふうな自治法の改正が

されておりますけども、申しわけございません

が、その時点で出納長が廃止されたときに副知

事、九州各県どうなったかというのがちょっと

今手元にはございませんけども、ただ現時点で

九州の中で１人制 定数が１人というところ─

は宮崎県だけでございます。

、○宮原委員 １人副知事をふやすということで

経費が2,500万ほどたしかかかるということで、

質問等でも出てたようなんですけど、知事の方

針とすれば、公舎はもうつくらないと。そこに

公舎はつくらずに、地元の方ですからというこ

、 、 、となんですけど たしか知事公舎 副知事公舎

出納長公舎というふうに３つあったんじゃな

かったですかね、あそこ。今出納長の公舎とい

うのはどうなっているんですか。

現在は出納長公舎はもう老朽○柳田総務課長

化をしておりますので、あれについてはもう取

り壊しまして、そこは今駐車場として一応使っ

ております。

わかりました。壊れているという○宮原委員

ことを知りませんでしたので。今度は出納長室

だったところが今もう別のものに活用をされて

、 。いるというふうに思うんですよね 本館の中に

そこの部分に別に副知事２人同じ部屋に入れと

くということではないんですよね、そこについ

てはどういう考えをお持ちか。

現在、ちょっと調査をしてお○柳田総務課長

、 、るんですけども 確かにおっしゃるように従前

出納長室がございましたので、２階の知事室の

、あたりについてはある程度余裕がありますので

一部は会議室 副知事が主催されるような会─

議、会議室として現在利用していると。その中

に一部今使用していないようなちょっと小さな

部屋があるというふうな状況です。

副知事に２人制ということになる○宮原委員

と、部屋が大小ではまたこれはどっちが上だと

いうふうになりそうな気もするんですけど、そ

のあたり２人仮に登用するということになった

ときには、部屋の面積は大体同じような形にな

るんでしょうか、いう考えを持っていらっしゃ

るかどうか。

これも今調査をしているとこ○柳田総務課長

ろなんですけども、現在ある副知事室の東側の

ほうに小さな部屋というか、それが２部屋ござ

いますので、その辺をうまいこと活用すれば、

現在の副知事室と同じぐらいの面積がとれるん

じゃないかなということで、今考えているとこ

です。

今度は車両が知事専用の運転手の○宮原委員

方もいらっしゃるんだという、ドライバーの方

いらっしゃると思うんですけど、副知事にも専

用の方がいらっしゃるんだというふうに思いま

すが、もう一人の方にもやっぱり専用のドライ
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バーの方というのはつくということでよろしい

んでしょうか。

現在、副知事の○花坂総務事務センター課長

運転手さんにつきましては、外部業者のほうに

委託をいたしております。来年度以降につきま

しても、あわせまして外部業者に委託をしよう

というふうには考えております。

運転手の方は外部の方に委託をす○宮原委員

ると。車両については同等のような車両を入れ

、 。られるのか そこについても聞かしてください

車両につきまし○花坂総務事務センター課長

、 、 、ては 大変申しわけないんですが 以前知事が

前知事がお乗りになっていました公用車がござ

います。そういったまだ十分使えますので、そ

れを充てようというふうに考えております。

済みません、今もそれでもいいと○宮原委員

思うんですけど、それぞれは専用車ということ

になるんですか、お互いがうまく回されるとい

う車両になるんでしょうか。副知事の２人、車

両が違うということになれば。

基本的には専用○花坂総務事務センター課長

車という形になります。

議会でも何となく２人制で頑張っ○宮原委員

てもらわないかんという質問をされる方、１人

でいいじゃないかという質問をされる方それぞ

れいらっしゃる状況がありましたので、ここに

書いてあるように２人に任すための理由という

のがちゃんと書いてありますので、やっぱり中

にはこれまで１人でやれてたわけですから、１

人でいいじゃないかという考えも持っていらっ

しゃる部分もあるというふうに思いますし、２

人になるかどうかというのは、これ議決を経な

いとどうもならないんですけど、それなりの仕

事をきちんと分担をして、そして経費もかかる

わけですから、その経費かかった以上の効果を

あるということでないと、議会としては同意が

できないということになるというふうに思いま

すので そのあたりについては やっぱりきちっ、 、

とした形で説明ができ、そして県民が理解がで

きるような形で、議会がどうするかということ

はあれですけど、やっぱり発信をしていただか

ないと困るのかなあというふうに思いますし、

今いろんな催し物があったときに、知事が積極

的に出られ、今副知事も出られるんでしょうけ

ど、やっぱりそのあたりも分担しながらやって

いけるような体制をしくためには、どっちが上

でどっちが下だということではなくて、同等の

ような状況の対応をしてあげるほうがいいのか

なという気がしたので、いろいろ質問させても

らいました。ありがとうございます。

ほかに、関連。○黒木委員長

副知事の２人制の条例の件で○渡辺副委員長

お伺いをしますが、済みません、期数が浅いの

でそんなの当たり前だろうということがわかっ

ていないかもしれませんが、お許しいただきた

いと思いますが、私、今回、副知事２人制の提

案がされている状況認識がもう一つわからなく

て、口蹄疫からの復興が一定のところまできて

新たな成長を求めるということに ここにも─

書いてありますが なったと。それで、フー─

ドビジネスの展開や東アジア経済交流戦略など

も必要で、各種施策をより積極的に推進するた

め、これは今特別な状況だから、今の現状の１

人の副知事に加えて、さらに副知事のポストで

、働いていただくべき特別な人材が今必要だから

今だから必要だという状況認識なのか、それと

も県を運営していく上で常に本来副知事は２人

要ったものが、今までは欠けて 欠けてとい─

うか、制度的に足らなくて、１人でやってきた

という恒常的に必要なものなのか。それとも今
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特別に宮崎県が大変な状況だから、もう一人副

知事を入れて、そこをバックアップというか、

より強めなきゃいけないという状況認識の中で

やっているのかが、ちょっと本会議で、本当は

知事に聞けばいいんですが 質問の機会がなかっ、

たもんですから、答弁を聞いててもそこがもう

一つまずわからないんで、そこについてはいか

がなんでしょうか。

委員がおっしゃったほうの後○四本総務部長

者といいますか、要するに今後は２人必要だと

いう考え方であると思っております。

これからは２人必要だという○渡辺副委員長

ことで理解をいたしました。

それで、本会議の答弁の中で知事は役割分担

まず、もう１回確認したいんですが、副知─

事２人になって、その２人の方々の役割という

のは、単純に県政全般を半分なのか、割合はわ

かりませんが、２つに分けてこっち方面担当と

こっち方面担当というような形で役割分担をし

て副知事が２人つくのか、それとも例えば、宮

崎県の今大きな課題に片方の副知事は特命的に

集中的に取り組んでもらうような、全般を見る

のと、特命的課題を見るようなふうに分けるの

か、そこは現時点ではお考え方はいかがでしょ

うか。

今、検討しておるところでご○四本総務部長

ざいますが、今のところの考え方としては、部

、 、局を分けまして この人は何々部何々部を持つ

この人は残りを持つというような形で決めるの

かなというふうに考えております。

ちょっとそれますが、今回の○渡辺副委員長

議会で２人制の条例改正が提案をされました。

、新聞報道等では続いて人事案もすぐに出てきて

４月１日から新しい体制でということのようで

すけれども、これは例えば、私はもし例えば２

人制が必要なら、条例案を先にかけておいて、

条例案の審議をきちんとして、２人制が必要か

どうかというのをまず、誰が副知事になるかと

いう問題ではなくて、そこを議論して、その後

に人事については人事で後からあると。仮に年

度途中からのスタートになっても、そこの議論

をきちんとやっていくというやり方もあったの

かというふうに思う ちょっと行政の常識と─

は違うかもしれませんが、そういうことは考え

られなかったんでしょうか。

議論の時間が短いではないか○四本総務部長

という御意見かと思うんですが、確かに理想的

、にはそういうこともあったのかもしれませんが

事実的にはちょっとこの２月に、４月というこ

とで一応考えれば、もう２月議会しかありませ

んでしたので、その意味では特別に条例案を先

に採決をお願いをして、それが可決されれば、

その後で人事案を提案させていただくと、そう

いう形にさせていただいたところであります。

一つ前の質問の答えでは、今○渡辺副委員長

新しい副知事の役割を部局を分けてという可能

性もあるというお話でしたが、本会議の答弁の

、 、中で知事は 霞が関から一人の方をお呼びして

一人の方は宮崎の中から選びたいという御方針

のようでした。

霞が関から官僚の方が来られる例はたくさん

宮崎県の中でもあると思うんですが、例えば課

長ポストで来るとか、部長ポストで来るとか、

その場合には守備範囲というのは非常に限られ

るというか、国土交通省とのやりとりがあるポ

ストだったりとか、総務省とのポスト、今度副

知事になって、知事は答弁の中で国とのやりと

りをメーンに見てもらうための方を霞が関から

連れてきてという答弁をされていましたけれど

も、県全体を見てその役割を果たすとなると、
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かなり広い守備範囲であって、本来、霞が関か

ら宮崎県に来ていただいて仕事をしてもらうた

めには、戦略的な狙いを持って、今宮崎県はこ

の課題を解決することが大事だから、今の牧元

副知事とかもそうだったんじゃないかと推察し

ますけれども、必要だからこの省庁から来てい

ただくとか、という本来狙いがあるべきではな

いかなあと思うんですが、ここからちょっと意

地悪ですけれども、そういう狙いのもとで今度

霞が関から副知事に来ていただくとなると、一

般論で考えて、今宮崎県において、国との関係

性で一番重要視しなければならない省庁という

のはどこなのかなという気がしますけれども、

そこについてはいかがお考えかなと思います。

これは知事の考え方でござい○四本総務部長

ますので、ちょっと私としては何ともお答えの

しようがございません。申しわけありません。

済みません、ありがとうござ○渡辺副委員長

いました。

ほかに質疑はありませんでしょ○黒木委員長

うか。

、○鳥飼委員 今も２人から出されましたけども

２人副知事制にするという今度提案がなされて

、 、いるんですけども 新聞報道があったんですが

脇が甘いのかなと、情報管理のね、という気が

するんです。もしくは、策士がおって、こう出

したほうがいいのかな、そしたらよっぽど悪質

かなというような気もするんですけども、基本

的にはこういう問題はああいう形で出るという

、 、のは 望ましくないと思っているんですけども

その点はいかがでしょうか。

委員おっしゃるとおりでござ○四本総務部長

いまして、あのような形で出たということは大

変遺憾でありますし、また、そういう意味では

御迷惑をかけたことをおわびをしたいと思いま

す。

ただ、言いわけではありませんが、私どもと

いいますか、事務的な中で例えばわざと漏らし

たとか、そういうことはないというふうに考え

ております。

それは、２人副知事制がどうなる○鳥飼委員

か、誰になるかは別にして、検証しておく必要

があると思いますね。今後のこともありますの

で、なぜこういうふうにして新聞紙上に踊って

しまったのか。そのことでこういう点がいけな

かったんだということで、それは委員会の場で

。明確にしていただきたいというふうに思います

続けまして、九州だけでいいんですけども、

今出た霞が関の話なんですが、九州の各県で１

人副知事制とっておるのは宮崎だけということ

でお聞きをしているんですけども、２人以上、

福岡３人、あと２人ということなんですが、国

から出向といいますか、国の霞が関から来てる

とこ、来てないとこというのは現状はどのよう

になっているのか、お尋ねします。

九州における国から副知○片寄行政経営課長

事へ出向されている県でございますけども、長

崎県、大分県、鹿児島県、それと本県の４県で

ございます。

ちなみに、長崎県は国土交通省、大分県は農

林水産省、鹿児島県は総務省、それから宮崎が

農林水産省でございます。

当然、霞が関からにするかどうか○鳥飼委員

という議論もそれぞれの各県で行われてきたと

思うんですよね。もし把握といいますか、お聞

きをしておられれば、福岡、佐賀、それから熊

本、熊本お一人は民間ということですけども、

その辺の議論なり県としての考え方というのが

把握をしておられれば、お尋ねしたいと思いま

す。
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、○片寄行政経営課長 申しわけございませんが

その点につきましては承知してございません。

やはりこれは県の形を決める非常○鳥飼委員

に大事な問題だと思うんですね。今まで見てみ

ますと、黒木知事、もうかなり前になりますけ

、 、ど 黒木さんが県職員から副知事になったとか

加藤韓三さんとか、小森節雄さんとか、小谷政

一さんとか、そういう方たちがいて、松形知事

に入ってから国からの副知事ということになっ

てるよう、それがずっと来まして、安藤知事の

時代に坂さんという女性の方で大学の先生を宮

崎県出身の方ということになってたようなんで

すけども、あとは国からの出向の方がずっと続

いているわけですね。

ですから、これも当然知事の判断ということ

になるんですけど、それに至る形として、先ほ

ども出ました、例えば名前を挙げて悪いんです

けども、危機管理局長は総務省のね、財政課長

も総務省、それから高速道対策局長は国土交通

省ですかね、いろんな幹部職員として来ておら

れるわけですよね。それは連携をとるというこ

とと交流を図るということで、そのこと自体は

私も否定はしません。やっぱり福島県の佐藤栄

佐久知事という方がおられて、この方、原発問

題で司直の手にかかって、結局は実質無罪とい

うようなことが今出ているんですけど、彼はそ

ういう部長を含めて地元人材を登用したんです

。 、ね ５期ぐらいやられた方のようでしたけども

そういう知事としての信念といいますか、信条

、 、といいますか そういうものは必要だと思うし

それを支える総務部の皆さん方がいろんな情報

収集を図っていく上で、これは大事だというふ

うに思いますので、ぜひそういう点も含めて、

知事が判断する際の素材にするとか、そういう

努力をお願いしておきたいと思います。答弁は

結構ですけども、ぜひそれはお願いしたいと思

います。

ほかに質疑はありませんか。○黒木委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

質疑もないようですので、それ○黒木委員長

。ではその他の報告事項に関する説明を求めます

それでは、今後の地域行政○鈴木市町村課長

のあり方に関する調査結果につきまして御報告

いたします。

お手元に報告書をとじたファイルをお配りし

ておりますけども、本日は、委員会資料の報告

書の概要版で御説明いたします。

資料の17ページをお開きいただきたいと存じ

ます。まず、１の調査の概要についてでござい

ます。

（１）の調査の目的につきましては、平成の

合併により市町村数は26に減少しまして、中核

市から小規模団体まで多様な状況になっている

ところでございます。

このような中、宮崎市と佐土原町など最初の

合併から約７年を経過していること、今後、市

町村は、地方分権や少子高齢化等への対応が求

められていること、さらに、昨年、県議会から

も合併後の市町村の状況を調査するよう要請が

あったこと等から、今回調査を実施したところ

でございます。

（２）の調査の方法についてでございます。

、 、まず 統計データなどによる分析を行ったほか

住民自治組織など計132団体に対しましてアン

ケート調査を実施し、そのうち29団体にヒアリ

ング調査を実施いたしました。また、別途市町

村とも意見交換を行ったところでございます。

次に、２の市町村合併の背景や効果につきま

しては、自主的な市町村合併の一層の推進等を

答申しました第25次地方制度調査会の答申内容
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を記載しておりますけども、説明は省略させて

いただきます。

18ページをごらんください。３の市町村にお

ける最近の変化について、ポイントを説明いた

します。

まず （１）の人口につきましては、県全体で、

減少しておりまして、高齢化率も上昇しており

ます。

、（ ） 、次に ２ の地域の経済活動につきましては

平成16年から19年までほぼ横ばいでございまし

たが、平成20年以降はリーマン・ショック後の

景気低迷により落ち込んでいるところでござい

ます。

次の（３）の人員体制・組織体制につきまし

ては、①のとおり、平成23年度の職員数は行政

改革の取り組み等によりまして、平成17年と比

較しますと 率にしまして10.7％ 数にして1,300、 、

人余の減少となっているところでございます。

また、職員数減少の内容を分析しますと、②

のとおり、合併団体は、総務や企画部門などの

削減を図る一方、住民関連などの分野で配置等

、 、を行っているのに対しまして 非合併団体では

全体的に削減をしております。

19ページに合併団体ごとの専門組織の設置状

況を記載しております。

（４）の財政状況についてでございます。市

町村全体では①のとおり、三位一体改革の影響

を受けまして、厳しい状況にございましたが、

、平成21年以降は地方交付税の増額もありまして

少し持ち直したものの、その後、生活保護費な

どの増加等によりまして、依然として厳しい状

況にあるとこでございます。

合併団体と非合併団体を比較しますと、②の

とおり、歳入につきましては、地方交付税など

の依存財源の比率は非合併団体のほうが高く、

歳出につきましては、合併団体において、旧町

村の生活保護業務が移管されたことによりまし

て、扶助費が大きく伸びているところでござい

ます。

また、普通建設事業費につきましては、合併

団体では、直轄負担金の減少や大型単独事業が

平成19年から22年度までに集中していたことも

ございまして、大きく減少しております。

、さらに基金残高と地方債残高につきましては

財政力に不安のある非合併団体において、基金

残高が増加しており、合併団体では、合併特例

債等を活用した社会基盤整備を積極的に行った

ことから、地方債残高の減少は小さくなってい

るとこでございます。

20ページをごらんいただきたいと存じます。

（５）の権限移譲数につきましては、合併団体

が非合併団体を相当上回っている状況にござい

ます。

次に、４の合併団体に対する支援と合併後の

取り組みについてでございます。

（１）の合併団体に対する支援につきまして

は、①としまして、地方交付税の算定がえ、②

としまして、合併特例債など、次のページの③

に書いておりますが、国・県の補助など、それ

ぞれ手厚い支援策が講じられております。

詳細な説明は省略させていただきます。

次に （２）の合併後の取り組みについてでご、

ざいます。①の行政サービスの高度化や多様化

への対応といたしまして、まず、医療・福祉分

野につきましては、宮崎市の田野病院の改築、

都城市の高崎保健福祉センターの整備、小林市

の市立病院の改築などが行われております。

次に、教育の分野では、都城市の高城生活学

習センターの整備や日南市、日向市、美郷町で

は、小中一貫教育推進などの取り組みが行われ
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ております。

次に、消防・防災の分野では、各団体におき

まして、消防や救急の出張所の整備などが行わ

れているところでございます。

次に、地域づくりなどの分野では、各団体に

おきまして、自治会やまちづくり協議会などの

強化や住民組織等の協働が進められており、特

に小林市や日南市では、職員が地域の相談窓口

となります地域担当職員制度など特色のある取

り組みを行われているところでございます。

22ページをごらんください。②の住民の利便

性の維持・向上の取り組みといたしましては、

各団体とも戸籍や住民票、税、年金など日常生

活に必要な手続につきましては、総合支所で処

理可能とするとともに、それぞれ特色のある取

り組みが行われているところでございます。

次に （３）の住民負担の変化についてでござ、

います。税につきましては、都市計画税や事業

所税などが不均一課税の経過措置を経まして、

。新たに課税するようになった地域がございます

また、上水道・保育料については、上がった地

域もあれば下がった地域もあり、状況はさまざ

までございます。

また、介護保険料につきましては、合併の有

無にかかわらず、保険料の引き上げが行われて

いるところでございます。

23ページをごらんください。５の住民等の意

識についてでございます。

（１）にアンケートの集計結果をまとめてお

ります。窓口サービスの水準など11の項目につ

きまして、合併後あるいは最近５年間の状況を

。５段階で評価していただいたものでございます

変わらない場合は３というふうになります。①

と②に記載のとおり、合併団体の旧市及び非合

併団体は、変わらないなどの意見が多い傾向が

ある一方、合併団体の旧町村は、全体的に評価

、 、が厳しくなっておりまして これは旧町村では

合併後、さまざまな制度が中心市の取り扱いに

変更され、さらに役場が総合支所になるなど、

生活に大きな変化があったこと等によるものと

考えられます。

なお、商工会・商工会議所につきましては、

合併の有無による大きな違いはございませんで

した。

次に、将来どのようなことに不安を感じてい

るかということで調査をいたしました。コミュ

ニティー機能の低下など、10項目のうち３項目

を選択していただいたものでございます。③に

記載のとおり、合併の有無にかかわらず、地域

経済に関する項目に回答が集中しており、特に

非合併団体においては、より強く傾向があらわ

れております。

また、合併団体では、コミュニティー機能の

低下や地域に対する愛着の希薄化を懸念する割

合も高くなっております。

次に （２）に個別意見で出た主なものを記載、

しております。①の住民サービスにつきまして

は、旧町村での窓口対応などの努力を評価する

意見がある一方で 「総合支所に地元出身職員が、

少なくなり、対応が事務的で親切味がない」と

か 「本所機能が統合され不便になった 、ある、 」

「 」いは 地域の声が施策に反映されにくくなった

といった意見がございました。

また、②の社会基盤の整備につきましては、

合併団体では、消防の分遣所や小中一貫校など

目に見える形で整備が進んだものにつきまして

は、住民側からも評価されております。一方、

非合併団体では、道路や上下水道などにつきま

して、まだ「十分ではない」といった意見もご

ざいました。
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24ページをごらんいただきたいと存じます。

③の住民の負担についてでございます。合併団

体において 「水道料金や介護保険料などが引き、

上げられた」といった意見がございました。介

護保険料は全市町村で引き上げられておりまし

、 、て 直接合併によるものではないのですけども

合併団体の旧町村におきましては、都市計画税

や事業所税などが新たに課税された地域もござ

いまして、合併後に負担がふえたといった意識

になっているものと考えられます。

次に、④のコミュニティーの変化についてで

ございます。合併団体では 「地域間の交流や地、

域活動が活発になった」などの意見がある一方

で 「地域への助成金が削減され、交流の場がな、

くなった」といった意見も多く出されておりま

す。一方 「自分たちも地域の問題に取り組んで、

いく必要がある」と考え、地域と行政の新たな

協働関係を築いていこうという動きも出てきて

いるとこもございます。

次に、６の合併の効果と今後の課題について

でございます。

（１）の合併の効果でございます。①の利便

性の向上を初め、高度かつ多様な施策の展開な

ど５つの項目を掲げておりますけども、詳細な

説明は省略させていただきます。

次に （２）の今後の課題につきましては、①、

。にアからエまでの４つの項目を掲げております

１つ目として、職員と地域住民とのつながりが

弱くなったこと、２つ目として、地域住民の意

見を施策に反映させる仕組みが十分に確立され

ていないこと、３つ目としまして、イベント助

成などが統一されまして、地域独自の取り扱い

ができなくなったこと、４つ目として、地域に

対する愛情の希薄化やコミュニティー機能の低

下に対する懸念があることでございます。

また、②にありますように、地域経済や少子

高齢化等に伴う将来の不安は、合併・非合併を

問わず共通しておりまして、特に非合併の小規

模町村におきましては、今後大きな課題になる

可能性があると考えております。

25ページをごらんください。７に今回の調査

のまとめを記載しております。

平成の市町村合併は、各市町村において住民

を巻き込んだ真摯な議論がございまして、熟慮

を重ねた上で最終的な判断がなされたところで

ございます。この間、地方交付税の削減など将

来の厳しい財政状況に関する議論が合併論議に

大きな影響を与えるなど、さまざまな要因が存

在したというふうに思っております。

このような経過を経まして現在に至っている

わけでございますけども、今回の調査により、

合併の効果や課題が浮き彫りになりまして、合

併前には想像できなかったさまざまな課題も生

じているところでございます。

このため、今回の調査のまとめとしまして、

今後、地域行政を進める上でどのような視点を

持って施策を講じていく必要があるかといった

ことを（１）及び（２）で整理しております。

まず （１）の行政と住民の意思疎通を図り、、

一体となって地域を運営できる仕組みの構築に

ついてでございます。

合併団体では、旧町村において、いろいろな

諸制度が中心市の取り扱いに統一されたという

こともございまして、住民側に大きな戸惑いや

不安が生じております。このため、①としまし

て、住民に身近な総合支所づくり、②としまし

、 、て 地域運営を担うコミュニティー機能の強化

③としまして、地域の声を施策に反映する仕組

みの構築を掲げております。こうした方針を行

政と住民の皆様を共有しながら、連帯意識や信
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頼関係を築いていく必要があると考えておりま

す。

次に （２）の時代の変化に対応できる人材や、

仕組みづくりについてでございます。

市町村はこれまで厳しい行財政改革を行って

まいりましたが、また今後、特に財政面におき

まして一段と厳しい状況に直面することが予想

されます。

このため、人材育成に努めながら、行政ニー

ズの多様化や高度化に対応していくためには、

組織の共同設置や事務の共同処理など、従来な

かった新たな取り組みを検討していく必要があ

ると考えております。このような意味で、既定

の枠にとらわれず、柔軟な発想でチャレンジし

ていく視点が重要であると考えております。

26ページをごらんいただきたいと存じます。

地域別の状況をまとめております。ポイントを

御説明いたします。

まず、中部地域でございます。宮崎市では、

、旧町域で一部戸惑いや不安の声もありましたが

まちづくり協議会を中心に行政と住民の協働を

進めており、評価する声もございました。

次、南那珂地域です。日南市で各自治会に担

当職員を配置したり、地域自治区の設立を進め

ておりまして、住民側も前向きに取り組もうと

いう動きもございます。

次に、北諸県地域です。ここは、三股町が合

併しなかったということもございまして、旧４

町では合併後の変化に対する戸惑いや不安が特

に強く感じられました。ただ、新市長が地域重

視の視点を打ち出されておりまして、これを住

民側も前向きに受けとめられており、今後、不

安解消に向けた取り組みがなされようとしてお

ります。

、 。 、次に 西諸県地域でございます 小林市では

行政区域が広域化したこともございまして、行

政とのつながりが薄くなったという意見もござ

いました。一方、地域活性化交付金制度の創設

や地域担当職員を配置するなど、一体感の醸成

にも積極的に取り組んでいらっしゃいます。

次に 西都・児湯地域です 合併に至らなかっ、 。

たこともありまして、各団体とも厳しい行財政

改革を行っておられます。このため、今後の権

、限移譲や行政サービスの高度化に対応するため

現在、事務の共同処理や組織の共同化などの検

討が進められております。

、 。 、 、次に 東臼杵でございます 延岡市 日向市

美郷町ごとに記載しておりますけども、住民の

声をくみ上げる取り組みを積極的に行ってい

らっしゃいまして、特に日向市では、消防分遣

所や小中一貫校の整備など旧町域での取り組み

を評価する声が多く聞かれました。

最後に、西臼杵地域でございます。情報通信

基盤の整備等の取り組みに対しまして、住民側

も評価されておりますけども、地域経済や雇用

などへの不安が大きく、山間地の不便解消や上

下水道などの整備を求める意見も出されており

ます。現在、消防本部、消防署の設置を目指さ

れておりまして、協議が進められております。

最後になりますけど、概要書には記載してお

りませんけども、今回の調査でさまざまな課題

が浮き彫りになりました。このため、県としま

しては、行政と住民が協働して地域の課題を解

、決していく仕組みづくりを再構築していくため

来年度になりますけども、市町村や住民組織と

一緒になって合併してよかったと思える地域づ

くりを目指してまいりたいと考えております。

以上で説明を終わります。よろしくお願いい

たします。

ここでお諮りします。日程では○黒木委員長
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４時までということになっておりましたが、延

長して続けてよろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、説明を求めます。○黒木委員長

それでは、オスプレイ○大坪危機管理局次長

の件について御説明をいたします。

本日配付させていただきました、当日配付分

の委員会資料をごらんください。表紙をめくっ

ていただきまして、まず１点目、今回の訓練に

係る情報提供の経緯ですけども、２月28日に、

３月６日から８日までの間、３機のオスプレイ

、 。が沖縄から飛来し 低空飛行訓練等を実施する

それから、場所は未定だが、飛行高度について

は、日中は500フィート（150メートル）以上、

夜間は1,000フィート（300メートル）以上を飛

行する。

それから、３月４日には、これ夜の８時半ご

ろでしたけども、連絡ございまして九州地方に

おいて訓練を実施する。さらに夜間飛行訓練も

実施予定であること。

そして、３月５日になりまして、陸上自衛隊

の訓練との兼ね合いから、四国地方等（オレン

ジルート）に変更して実施するとの連絡があっ

たところであります。

これに対して、本県では、２番の県の対応の

経緯にありますように、２月28日には口頭で、

飛行ルート等の詳細な内容の確認や、県北部の

９市町村に対しても、情報提供することを申し

入れるとともに、３月５日には文書で、安全確

保等の遵守や、訓練内容の詳細な情報の収集、

県と関係市町村への速やかな情報提供等につい

て要請したところであります。

最後に、３の今後の対応方針ですが、今回の

、 、 、訓練は 四国地方に変更になったものの 今後

九州にございますイエロールートでの訓練とい

うのは十分に想定されますので、引き続き、上

記３月５日に出しました文書の内容５項目の対

応を国にしっかりと求めていきながら、対処し

てまいりたいと考えております。

なお、参考までに右側に全国の訓練ルートに

ついての資料を添付しておりますので、ごらん

ください。

説明は以上であります。

説明が終わりました。○黒木委員長

その他の報告事項に関しまして、質疑があり

ましたらお願いします。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ありませんか。ないようですの○黒木委員長

で、最後にその他で何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは以上をもって、総務部○黒木委員長

を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさま

でした。

暫時休憩いたします。

午後４時６分休憩

午後４時13分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

当委員会に付託されました補正予算関連議案

の説明を求めます。

会計管理局の平成24年度２○豊島会計管理者

月補正予算につきまして御説明をいたします。

お手元にあります歳出予算説明資料の381ペー

ジをお開きいただきたいと思います。会計管理

局は、その表にありますとおり、1,977万3,000

。 、円の減額をお願いいたしております この結果

補正後の予算額はその右２つ目の欄になります

が、５億811万4,000円となります。

その主なものにつきまして御説明をいたしま
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す。

２ページめくっていただきまして、385ページ

をお開きいただきたいと思います。まず、上の

ほうの表の中の 目 一般管理費 その下の 事（ ） 、 （

項）職員費ですけれども、これが1,305万6,000

円の減額であります。その主なものは、職員の

１名減等による執行残でございます。

次に、中ほどの表の（目）会計管理費、その

下（事項）出納事務費ですが、564万8,000円の

減額であります。これは、その下の説明にあり

ますとおり、出納事務執行に要する経費や財務

会計システム運営管理等に要する経費の執行残

によるものであります。

最後に、一番下の表の（事項）証紙収入事務

費ですが、106万9,000円の減額であります。こ

れは、収入証紙売りさばき人に対して支払う売

りさばき手数料のほか、収入証紙の印刷経費の

執行残であります。

会計管理局は以上でございます。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

、○黒木委員長 執行部の説明が終わりましたが

議案についての質疑はありませんか。

資金管理事務費ということで、385○鳥飼委員

ページの出納事務費にあるんですけど、利率が

、 、 、低いから だから困難性はありますし しかし

それでも安全なというところがあるんですけど

も、運用状況を概括的にでいいんですけども、

お知らせください。

運用につきましては、歳計現○山口会計課長

金とか基金とか依頼を受けてやっている部分も

ございますが、本年の１月末で受取利息で約１

億8,000万余というぐらいになっております。

特徴的なこととか何か、例年こう○鳥飼委員

いう傾向で来てるのかなという感じはするんで

すけども、その辺の状況もちょっと教えてくだ

さい。

特に運用につきましては、特○山口会計課長

徴的なところはございませんが、この低金利が

ずっと続いておりまして、店頭利率が0.025とか

下がってきております。ですから、細かく運用

することによって何とか例年どおりというとこ

ろに今のところ目指しております。

わかりました。ありがとうござい○鳥飼委員

ました。

ほかに質疑はありませんか。○黒木委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

質疑もないようですので、それ○黒木委員長

ではその他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって会計管○黒木委員長

理局を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時17分休憩

午後４時18分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

人事委員会の皆さん、どうもお疲れさまでご

ざいます。当委員会に付託されました補正予算

関連議案の説明を求めます。

人事委員会事務○内枦保人事委員会事務局長

局の平成24年度２月補正予算につきまして御説

明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の459ページをお開

きください。表の一番上の補正額の欄でござい

ますけども、総額で982万1,000円の減額をお願

いいたしております。この結果、補正後の予算

総額は、２つ右でございますけども、１億4,099

万1,000円となります。
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次に、補正の主な事項について御説明いたし

ます。

463ページをお開きください。まず、このペー

ジの中ほどにあります（事項）職員費でござい

ますけども、326万3,000円の減額であります。

これは、主に職員の人事異動に伴う給料及び諸

手当の減額による執行残でございます。

次に、一番下の（事項）県職員採用試験及び

任用研修調査費でございますけども 357万1,000、

円の減額でございます。これは、県職員採用試

験の実施及び任用制度等に関する調査研究に要

する経費で、主に採用試験の実施経費の執行残

でございます。

次のページをごらんください。一番下の（事

項 審査監督費でございますけども 130万6,000） 、

円の減額でございます。これは、不利益処分に

関する不服申し立ての審査及び労働基準監督関

係等に要する経費で、主に不服申し立て審査に

係る事務経費の執行残でございます。

説明は以上でございます。どうぞよろしくお

願いいたします。

、○黒木委員長 執行部の説明が終わりましたが

質疑はありませんか。

再確認ということでお尋ねをした○鳥飼委員

いんですが、採用試験は知事部局職員と警察の

２つの部局になるんですかね。

採用試験の対象となっており○川越総務課長

ますのは、今おっしゃいました知事部局、それ

から警察職員、それから病院局に配属される職

員も対象になります。

看護師さんとかも対象になるんで○鳥飼委員

したか、なってないんじゃなかったですか。

失礼いたしました。病院局に○川越総務課長

つきましては、看護師は今年度から選考になり

ましたので、申しわけありません、入っており

ません。失礼いたしました。

それで、学校の先生は教育委員会○鳥飼委員

がやって、人事委員会は全然もうノータッチと

いうことなんですか。

学校の職員につきましては、○川越総務課長

教育委員会のほうで教員採用の選考試験を行い

ますので、人事委員会のほうはタッチをいたし

ておりません。

問題いろいろあってますわね、職○鳥飼委員

員の不祥事とか先生たちの不祥事があって、そ

れも教育委員会のほうでということになる。学

校事務は人事委員会でやっているんですかね。

学校事務の職員については、○川越総務課長

現在、学校事務での採用区分の試験を行ってお

りません。

一般事務と一般行政、それから専○鳥飼委員

門職の化学とか何かここあると思うんですけど

も、一般事務、いわゆる昔初級職とかいってい

た部分の人たちは一般事務で採用試験をやって

て、それから派遣をするということで、二百数

十名もいってる。本会議でもいろいろ議論をし

たんですけども、こういうあり方についても、

。人事委員会としても検討してもらいたいなあと

学校の部分にかかわっていきますので、いじめ

とか体罰とか学校での問題点がかなりあるし、

モンスターペアレントとか、ですから、地域と

のかかわり合いとか、保護者とのかかわり合い

とかいろいろあって、本会議で私が申し上げた

のは、18歳で単独校に異動するような事例もあ

るもんですから、これはちょっとやめてもらい

たいなというふうに思っているんですね。

先輩の人がおればまだしもという感じはする

んですけど、そういう課題と、学校での事務と

行政とはそもそもやっている仕事の内容が違う

というふうに思っているんですね。ぜひそうい
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う議論の機会なりがあれば議論していただきた

いし、また、人事委員会の内部でもそういう議

論をお願いしておきたいと思う、答弁結構です

から。

ほかに質疑はありませんか。○黒木委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、それではそ○黒木委員長

の他、何かありませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって人事委○黒木委員長

員会事務局を終了いたします。執行部の皆様、

お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時24分休憩

午後４時26分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

監査事務局の皆さんには御苦労さまでござい

ます。当委員会に付託されました補正予算関連

議案の説明を求めます。

それでは、監査事務局の○緒方監査事務局長

平成24年度２月補正予算につきまして御説明い

たします。

お手元に配付されております歳出予算説明資

料の453ページをお開きください。表の一番上の

補正額の欄にありますように、監査事務局は、

総額で590万4,000円の減額をお願いするもので

あります。この結果、補正後の予算総額は、補

正額から２つ右隣の補正後の額の欄にあります

とおり、２億1,029万4,000円となります。

。その主な内容につきまして御説明いたします

457ページをお開きください。上から４段目の

（目）委員費でございますが、31万4,000円の減

額であります。これは（事項）委員報酬と（事

項）運営費からなりますが、いずれも執行残に

伴うものであります。

また、その下の（目）事務局費につきまして

、 。 （ ）は 559万円の減額でございます これは 事項

職員費で271万3,000円の減額 （事項）運営費、

で287万7,000円の減額であり、いずれも執行残

に伴うものであります。

説明は以上であります。よろしく御審議をお

願いいたします。

執行部の説明が終わりました。○黒木委員長

議案についての質疑はありませんか。

職員費の271万3,000円の減額とい○鳥飼委員

う、執行残ということなんですが、この理由、

どういう事情で執行残。

これは、職員の給料、そ○緒方監査事務局長

れから職員手当、共済費等からなっております

けれども、給料等につきまして職員の措置の金

額が１月１日現在の職員の現員数で措置する関

係で、４月１日に人事異動で変わりますとそこ

に増減が出てくるということで、今回の場合は

そこの人事更新に伴うものが約60万ほどござい

ます あとは時間外の執行残ということで トー。 、

タル271万程度が減額ということでございます。

わかりました。前年度の１月１日○鳥飼委員

ということで、４月１日の人事異動の関連でそ

ういうのが出てきたと。

それで関連しまして 工事監査の部分とかあっ、

て、以前議論したことがあるんですけど、技術

者の人たちも必要ではないかなというふうな議

論をした記憶があるんですけども、その後の状

況をお知らせください。

今の御質問の工事監査等○緒方監査事務局長

に伴う専門家のアドバイス等についてでござい

ますけれども、これにつきましては運営費のと

ころで措置しているところでございますが、今
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年は特に工事監査につきまして、専門家であり

ます県のＯＢの技術の専門家に委託する形で監

査いたしております。

具体的には、それぞれの該当期間につきまし

て、実際にＯＢの職員に行っていただいて、当

、然監査事務局の職員も随行いたしますけれども

一緒になって現場に出向いて監査をするという

ことで、今そういう方式をとっております。

技術職、異動でというのは今まで○鳥飼委員

もなかったですよね、今からもない、何かそん

な考慮もあっていいのかなという感じもしたん

ですけども、そこら辺はどうでしょうか。

今の御質問は、事務局の○緒方監査事務局長

。職員の中に技術者をということでございますか

現在の場合はそういう方法はとっておりません

で、人事異動の一環の中で事務職員を配置して

いただいておるということでございます。

専門的な分野につきましては、先ほど御説明

申し上げましたように、今県のＯＢの職員であ

りますとか、あるいは外部の技術士、こういっ

た方々の助言を、あるいはサポートをいただき

ながら、我々事務局職員、事務の職員ではござ

いますけれども、そういった外部の講師なり、

県のＯＢの職員による研修ですとか、あるいは

そういった現場での監査をお願いするとかいう

方法をとりながら、専門性をカバーしていると

いうところでございます。

よろしいですか。ほかに質疑は○黒木委員長

ありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○黒木委員長 質疑ないようですので その他

何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○黒木委員長 その他 何もないようですので

以上をもって監査事務局を終了いたします。執

行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時31分休憩

午後４時33分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

議会事務局の皆さんには御苦労さまでござい

ます。当委員会に付託されました補正予算関連

議案の説明を求めます。

。○田原議会事務局長 議会事務局でございます

どうぞよろしくお願いいたします。それでは、

座って説明をさせていただきます。平成24年度

２月補正予算につきまして御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の１ページをお開

きください。議会事務局の２月補正額は左から

２列目の欄でございますが、2,998万2,000円の

減額をお願いしております。その結果、補正後

の予算額は右から３列目の欄でございますが 11、

億826万2,000円となります。

５ページをお開きください。補正予算の内容

について御説明いたします。

まず、上から４段目の（目）議会費でござい

、 。ますが 1,140万円の減額をお願いしております

その主なものを御説明いたします。

その下の（事項）議員報酬の260万円の減額で

ございます。これは、昨年12月に１名の議員が

辞職されましたことに伴い、不用となりました

議員報酬の執行残でございます。

次に、下から２つ目の（事項）議会一般運営

。 、費の459万3,000円の減額でございます これは

正副議長の公務関連旅費等に執行残が生じまし

たことや、１名の議員の辞職に伴いまして政務

調査費に執行残が生じたことなどによるもので

ございます。
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６ページをお開きください。一番上の段の

（目）事務局費でございますが、1,858万2,000

円の減額をお願いしております。その主なもの

を御説明いたします。

その下の（事項）職員費の987万6,000円の減

額でございます。これは、事務局職員の給与及

び職員手当等並びに共済費の確定に伴い、不用

となりました人件費の執行残でございます。

一番下の 事項 議会一般運営費の851万7,000（ ）

円の減額でございます。これは、議会棟などの

緊急補修分の工事請負費等の執行残でございま

す。

説明は以上でございます。

説明が終わりました。○黒木委員長

議案について質疑はありませんか。

６ページの職員費、987万6,000円○鳥飼委員

ということで、これは前年度の１月１日の数で

計上してあるということでお聞きしてるんです

けども、この金額が出てるということは、職員

の定数といいますか、配置に変化があったとい

うことですかね。

職員数そのものは変更はご○山之内総務課長

ざいません。ただ、これだけ補正をお願いする

内容といたしましては、通常給与改定とか、そ

れから職員数に増減が生じた場合に人件費の増

額をお願いするケースが多いわけでございます

が、今回の人件費の補正につきましては、端的

に申し上げれば４月の人事異動で職員が入れか

わったということで、当初予算組むときは通常

年齢に１プラスするような形で予算を組むんで

すけれども、実際に人事異動で入れかわりまし

て、年齢的にはほとんど変わらなかったという

ことでございます。

具体的に申し上げれば、昨年度の議会事務局

の職員の平均年齢は44.4歳なんですけれども 24、

年度の予算を計上する場合は、それに１プラス

するような形でもって予算組むんですが、実際

に24年度の職員の平均年齢は44.4歳ということ

で、ほとんど変わってなくて、１年たったけれ

ども、全然平均年齢は変わっていないというこ

とで、それだけのギャップがあるということで

補正をお願いするということでございます。

よろしいですか。ほかに質疑は○黒木委員長

ありませんか。

この議会一般運営費で前年度とす○星原委員

ると最終的に2,000万ぐらい減っているんです

が、何か議会のほうの運営で2,000万減らすこと

になった原因というのは何かあったですかね。

平成23年度と24年度と比べ○山之内総務課長

た場合に、一番大きな原因と申しますのは、23

年度は選挙がございまして、改選がございまし

て、改選に伴いまして例えば控室の改修等の経

、費を結構見込んでたわけでございますけれども

それとか改選に伴っていろんな諸経費、これを

見込んでおりましたけれども、24年度の場合は

そういう経費が必要でなかったと、少なくて済

んだということでございます。

わかりました。○星原委員

よろしいですか。ほかに質疑は○黒木委員長

ありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、その他、何○黒木委員長

かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって議会事○黒木委員長

務局を終了いたします。どうもお疲れさまでし

た。

暫時休憩いたします。

午後４時39分休憩
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午後４時40分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、あす行

いたいと思います。

開会時刻は午後２時としたいのですが、よろ

しいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○黒木委員長

します。

、 。次に 委員長報告骨子案についてであります

本来であれば採決後に御意見をいただくところ

ですが、今回は日程的に余裕がございませんの

で、この場で協議させていただきたいと存じま

す。

委員長報告の項目等について、特に御要望は

ありませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午後４時41分休憩

午後４時47分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

委員長報告につきましては、ただいまの御意

見を参考にさせていただきたいと思います。正

副委員長に御一任いただくということで御異議

ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

どうしてもといえばあしたまた○黒木委員長

お願いをいたします。それでは、そのようにい

たします。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようでしたら、本日の委員○黒木委員長

会を終了したいと思います。よろしいでしょう

か。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして本○黒木委員長

日の委員会を終わります。どうもお疲れさまで

した。

午後４時47分散会
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平成25年３月８日（金曜日）

午後１時５８分再開

出席委員（８人）

委 員 長 黒 木 正 一

副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 外 山 三 博

委 員 星 原 透

委 員 宮 原 義 久

委 員 岩 下 斌 彦

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 佐 藤 亮 子

委員会を再開いたします。○黒木委員長

まず、議案の採決を行います。

議案につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか。一括がよろしいでしょうか。

〔 議案ごとに」と呼ぶ者あり〕「

暫時休憩します。○黒木委員長

午後１時59分休憩

午後２時０分再開

それでは、委員会を再開いたし○黒木委員長

ます。

個別に採決との御意見がありましたので、ま

ず、議案第42号について採決を行います。

議案第42号について賛成の方の挙手を求めま

す。

〔賛成者挙手〕

挙手全員です よって 議案第42○黒木委員長 。 、

号については原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

続きまして、議案第43号について採決を行い

ます。

議案第43号について賛成の方の挙手を求めま

す。

〔賛成者挙手〕

挙手全員。よって、議案第43号○黒木委員長

については原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

次に、議案第44号について採決を行います。

議案第44号について賛成の方の挙手を求めま

す。

〔賛成者挙手〕

挙手全員。よって、議案第44号○黒木委員長

については原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

次に、議案第53号について採決を行います。

議案第53号について賛成の方の挙手を求めま

す。

〔賛成者挙手〕

挙手多数。よって、議案第53号○黒木委員長

。は原案のとおり可決すべきものと決定しました

続きまして、議案第60号について採決を行い

ます。

議案第60号について賛成の方の挙手を求めま

す。

〔賛成者挙手〕

挙手全員。よって、議案第60号○黒木委員長

については原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

次に、議案第61号について採決を行います。

議案第61号について賛成の方の挙手を求めま
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す。

〔賛成者挙手〕

挙手全員。よって、議案第61号○黒木委員長

については原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

その他、何かありませんか。

議案第61号については可決という○鳥飼委員

ことになったんですけど、昨日の議論を踏まえ

て、行財政改革を一方では進めているという面

と、そして新たに２人制を導入する、その効果

とかいろいろ議論になったとこですので、そこ

を委員長報告の中にしっかりと織り込んでいた

だきたいというふうに思います。

本会議でも私も言ったんですけど、自民党の

代表質問で中野さんが言いましたけど、やはり

県庁の内部といいますか、閉塞感というか、も

う人のことには口を出さないというか、全体と

して県政を盛り上げていこうというような、そ

ういうところに欠けてきているような感じがす

るんですね。

私もこれは個人的なことですけども、内部に

一時期おったことがありますので、そういうふ

うに思っていますので、それを変えていくよう

な人物といいますか、そういう人でないと、何

のためにそういう体制をとったのかということ

もありますので、そこら辺も含めて委員長の報

告のほうで出していただくとありがたいと思い

ます。

ただいま鳥飼委員からそのよう○黒木委員長

な意見がありましたが、皆さんはどうでしょう

か （ 同じです」と呼ぶ者あり）そのようなこ。「

とを委員長報告の中で取り入れるということに

したいというふうに思います。

ほかに。

今、鳥飼委員が言われたことと相○外山委員

通ずるんですが、出してくる人物については、

どうしても今県政に活気がない。ダイナミック

な動きが感じられない。そういうものを誘発で

きるような人物が副知事に登用されたらいいな

と。

特に今各部を横断するような事業がほとんど

なんですよね。ところが、今の県政を見るとそ

の部だけでやろうとして、非常に活気がない。

ですから、部を横断するようなリーダーシップ

を発揮できるような、そういう人物が今非常に

求められているんじゃないかと思います。ぜひ

そういう人物を、これ本会議で可決されたら、

ぜひ出して、人事案件として提案をしてほしい

ということを要望しておきます。

私も同じようなたしか委員会で出○星原委員

たように、同じようなことで、やっぱり宮崎県

の今置かれている状況というのは非常に厳しい

状況だと思うんですよね。それはなぜかという

と、言葉では県民総力戦だとか、全員で、官民

挙げてどうのこうのとか言ってるんだけど、ど

う見てもそういうふうに見えないというのが、

今の県民目線がいろんなところにありそうな気

がするんですよね。

今回、東アジアだとかフードビジネスとか、

攻めの県政を進めていくとなると、本当にそう

いう意味からいくと 私は質問の中で民間といっ、

たんだけども、今出たように部局横断的にやっ

ぱりそういう人が座って、フードビジネス、新

たなところに宮崎県の位置づけを持っていくと

すれば、本当にそういう切れる人がおらんと、

本当は前に進まないんじゃないかという気はす

るんですよ。

だから、今もう可決になりましたが、２人制

はやっぱりやって、経費が、うちの今会派でも

登用なんか出たけど、経費がかかって、それだ
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平成25年３月８日(金)

けの効果があるかとかいろいろ出るように、な

ることで逆にそれ以上のものが県民に還元され

るようなものまで考えてやっぱりやってもらわ

にゃいかんというのは、どうしてもみんなあり

、 、 、そうなので そこはちゃんと もう出ましたが

そういう形でぜひ一つ入れての条件つきじゃな

いけど、賛成になったというような、そういう

感じの言い回しがどこか必要かなのかなとは思

いますね。ただ、単に２人だからいいよという

形じゃなかったですよね。

本当に厳しい、そういう意見が出○外山委員

たということを……。

全くもう同じですので、僕も委員○宮原委員

会で２人でいいですよということになったとい

うことを考えると、やっぱりそれにかかる説明

がありましたように、2,500万も3,000万も経費

がかかるわけですから、こういった事業をいろ

いろ見ると、何百万という事業もいっぱいある

中で、多くの事業に回せるお金を副知事１人に

また経費がかかるということであれば、よりそ

の金額以上の効果を上げてもらうように知事、

そして副知事２人で、また各部長含めて、その

効果がそれ以上にあるように頑張ってもらいた

い。その効果が出なければこれはもう意味がな

かったということでありますので、ここはもう

認めますからその部分はしっかりとやってもら

わんな困るということはつけ加えていただける

とありがたいと思います。

以上です。

２本の矢は折れやすいけど、３本○星原委員

の矢は少しはまた違った強みもあるでしょうか

ら、その辺のとこ発揮するような進め方をして

もらいたいなと。

ただいまの御意見につきまして○黒木委員長

は、委員長報告の中に取り入れさせていただき

たいというふうに思います。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、何もないようですの○黒木委員長

で、以上で委員会を終了いたします。委員の皆

様、お疲れさまでした。

午後２時８分閉会
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